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伊東維年氏学位授与報告

報告番号乙第108号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年5月17日

学位論文題名 戦後地方工業の展開

—熊本県工業の研究

主論文の要旨

本論文は，戦後の地方における工業開発政策の展開，

工業立地の動向，工業の変容と，そこで生起している

問題および課題について，熊本県を事例として追究し

たものである。そこでの中心テーマは，企業誘致と地

方工業の展開，地方の工業開発のあり方である。

本論文は，内容上大きく分けると，三つの部分から

構成されている。

第1の部分は第1章から第3章までの部分で，戦後

熊本県における工業開発政策，工業立地，工業の変容

について時期を追って考察を加える。

戦後熊本県の工業開発政策は，企業誘致に傾斜し，

しかも国の開発政策に追随した形で進められてきた。

こうした政策選択から必然的に本県では工業の内発的

振興策，とりわけ地場中小企業対策の遅れや，産業基

盤整備の地域的偏在性といった問題が顕在化してきて

いる（第1章）。また，企業誘致に傾斜した工業開発政

策にもかかわらず，熊本県における新規工業立地は高

度成長期の前半までさほど進まず，その後半になって

ようやく電気機械などの基幹的大型工場が進出し活況

を呈するところとなった。しかし，それも石油危機後

は一段落し，景気変動に対応した展開を辿っている。

この間の工場進出によって県内では工業の地域間不均

等発展，「南北格差」が進行することになる（第 2

章）。もちろん，工場進出の影響はそれのみに留まるも

のではない。高度成長期前半まで相対的に低い伸びに

とどまっていた本県工業は，大型工場の進出等によっ

て， 1970年代初頭から80年代半ばにかけて全国を上回

る伸びを示すに至り，この過程で電気機械工業，輸送

機械工業のウェイトが上昇するとともに，外需依存型

の構造，少数の有力進出企業が大きな影響力をもつ構

造が形成されるのである。だが，依然として県工業は，
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一般機械工業の発展が遅れており，電気機械工業にし

てもいまなお「部品」生産の域を出ていないなど，「後

進的」な特質を色濃く残している（第3章）。

第2の部分は第4章から第6章に至る部分で，現在，

地方における工業開発の眼目となっている先端技術産

業とテクノポリスを俎上に載せ検討する。

熊本県の先端技術産業はIC産業に偏椅した構造を

有し，その規模・内部構成からしてなお未成熟の段階

にある（第4章）。シリコンアイランド九州の中核をな

すこの熊本県の IC産業は，進出後20年以上を経て

徐々に技術研究開発・設計機能を備えつつあるものの，

周辺関連産業およびIC利用産業と三位一体となって

幅広い域内循環を繰り広げる状況には至らず，いまだ

IC産業形成の地域波及効果も限定的なものにとどま

っている。従って，その地域波及効果を高め，地域定

着性を強めるためにはIC利用産業の育成，関連産業

の一層の多様化が必要である（第5章）。IC利用産業を

含む先端技術産業の地方拠点づくりを目指すテクノポ

リスについて，熊本県では1984年の地域指定以降，そ

れを県の産業開発の中心課題に据え，導入先導型の開

発に尽力してきたが，先端技術産業の大都市圏への立

地指向， 26地域におよぶテクノポリスの全国的な配置

と相互の競合関係のもとで，中央から離れた熊本のよ

うな「周辺テクノポリス」への先端技術産業の集積は

難しい状況にある。従って，地方における先端技術産

業の振興は，相当長期的な視点から取り組むべきで，

この視点から今後は内発的開発に重点を移す必要があ

る（第6章）。

第3の部分は第7•第 8 の両章で，遠隔地域および

農村地域への工業導入の実態とその影響，問題点をケ

ース・スタディによって明らかにする。

まず，第7章は遠隔地域における工業導入と地域雇

用の実態を，天草地域を対象に考察する。県内でも遠

隔に位置する天草においては工業導入の実績は限定的

なもので，その進出企業にしても女子雇用型の繊維・

衣服関連の企業が中心を占め，資本規模・雇用規模と

もに中小規模で，現地子会社形態をとるものが多く，

また従業員の労働時間は長く，賃金水準は低位にあり，

雇用も不安定なものでしかない。従って，工業導入に

よる若年層， とくに男子若年層の地元就業・定着効果

は薄い。

第8章は農村地域工業導入の農業・農家への影響を，
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本田技研工業等の導入をみた大津町において明らかに まず第1章「戦後の工業開発政策の展開過程」にお

する。工業導入は安定兼業化，農業の過剰就業の改善， いては，「産業振興4ヶ年計画」 (1947年）から「熊本

経営規模の拡大に寄与している反面，農地価格の上昇， テクノポリス開発計画」 (84年）までの開発計画の特徴

農業労働力の高年齢化と後継者難，広い不作付地・耕 と変遷が考察される。熊本県の開発政策は，高度成長

作放棄地の存在や耕地利用率の低下といった問題を生 期の前半までは農業中心，農工併進，工業中心の開発

起しており，これに対して地域では農地の流動化の促 政策の間を揺れ続けたが，新産業都市構想の登場を契

進，地域農業の組織化等が課題となるとともに，地域 機に，中央政府追随型の企業誘致政策が定着し， 80年

のみで解決困難な問題に関しては農工制度や関連施策 代のテクノポリス建設を方向づけていくことが明らか

の改善が要請される。 にされている。第2章「戦後の工業立地の展開過程」

以上論じてきたように，戦後，熊本県では企業誘致 では，企業誘致政策のもとで工業立地がどのように展

型（導入型）の工業開発政策が中心となってきたが， 開してきたかについて，全国的な動向を交えつつ検討

これまでの推移のなかでその限界性と問題点が浮上し されている。熊本県では企業誘致による工業進出が食

ており，とくにわが国の企業が円高や国際的な経済摩 料品，繊維・衣服などの地方資源・労働力指向型工業

擦の深刻化を背景にグローバルな投資戦略・立地戦略 を中心に進んだが， 80年代半ば以降に至って，電気機

を強める現状にあって，その限界性はいよいよ明瞭に 械，輸送機械等の加工組立型工業が地方資源型工業を

なっている。従って，熊本のような地域における今後 上回る新しい構造に変化する。こうした県工業の業種

の工業開発は，地域企業の技術カ・経営力を高めるこ 構成の変化は製品市場を「移輸出に大きく依存した外

とによって地域企業に活力を与え，新たな産業を創出 需依存型の構造」に変えるとともに，工業立地におけ

し，さらにその技術カ・成長のエネルギーによって域 る地域間不均等，いわゆる「南北格差」を顕在化させ

外資本を誘導し，工業の飛躍を図るという内発的発展 たことが示される。第3章「戦後工業の展開過程」は，

に重点を置いた開発を進める必要がある（終章）。 前の二つの章での考察と関連させ，熊本県の工業化過

論文審査の要旨

｛主査九州大学教授宮川謙三

論文審査担当者副査 II II 矢田俊文

II II 11 荻野喜弘

わが国の経済成長は工業集積の著しい地域間不均等

を伴い，それが地域間経済格差の別の表現として存在

してきたことはよく知られている。三大都市圏と太平

洋ベルト地帯から離れた地方では，経済や所得の格差

を是正するため，遅れている工業の開発に懸命に取り

組んできた。

工業開発に短期的かつ大きな波及効果を期待した地

方自治体は，地域指定・補助金支給をテコとした中央

主導型の施策を受け入れて，企業誘致という誘導型・

導入型の開発手法を一般的に採用した。本論文は，ぃ

わゆる地方における工業開発の「典型」とみなされる

熊本県を対象として戦後の地方工業の軌跡を時系列的

に追求した克明な研究である。

本論文は，内容上大きく分けると，三つの部分から

編成されている。

第1の部分は，戦後熊本県の工業開発政策，工業立

地，工業構造の変化を時系列的に分析した第1章から

第 3章までの部分である。
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程を全国や九州の推移との対比で総括する。ここでは，

高度成長期の前半まで相対的に低い伸びにとどまって

いた県工業が， 70年代初頭から80年代半ばにかけて全

国を上回る伸びを長期間にわたって持続したこと，こ

の過程が加工組立型の有力工業の進出によって牽引さ

れたこと，その一方で一般機械工業の発達の遅れ，電

気機械工業における「部品生産的色彩」の強さ，等に

みられる県工業構造の「後進的な性格」が析出されて

いる。

第2の部分は第4章から第6章に至る部分であり，

現在，地方工業開発の中心となっている先端技術産業

やテクノポリス， リーディング・インダストリーとし

ての IC産業を考察している。

第4章「先端技術産業の展開と特徴」は， 70年代後

半から拡大•発展を遂げた熊本県の先端技術産業の実

態を分析し，それがIC産業に著しく偏椅した構造を

有し，その規模と内部構成からみてなお「未成熟の段

階」にあることを示している。第5章「IC産業の地域

構造」は IC産業について行った調査にもとづいて， IC

産業の成長・集積，分業関係，「IC不況」とその規定要

因を分析し， IC産業の再生産構造の特徴を明らかにし

ている。こうした実態分析を通して，県内の拠点工場

における量産技術の蓄積が，量産拠点との「直結」利

便性を求める技術研究開発機能を吸引して，マザーエ
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場への展開を促進していることを実証し，従来の「頭

脳なきシリコンアイランド」と称されていた状況から

の脱皮過程を明らかにしている。第6章「テクノポリ

スの建設と今後の課題」は， 80年代の産業政策の中心

となったテクノポリス構想および開発計画の特徴，ィ

ンフラストラクチャーの整備状況を考察している。県

はテクノポリス建設を工業開発の戦略的課題として位

置づけ，先端技術産業の誘致，それによる先進企業か

ら地場企業への技術移転に期待をよせる「導入先導型」

の開発，そのためのハード・ソフト両面にわたるイン

フラ整備に努めてきた。しかし， 26地域におよぶテク

ノポリスの全国的配置と画ー的な計画のもとでの相互

の競合，先端技術産業の大都市圏への立地指向，国の

「マネー・セービング」な対応，地場企業にとって実

効性を欠くインフラ整備の現状等を勘案すると，熊本

のような「周辺テクノポリス」における先端技術産業

の振興は容易ではない。地方における先端技術産業の

振興，地域企業のハイテク化は企業誘致による「即効

的・波及的効果」を期待するのではなく，長期的視点

に立った「内発的開発」に重点を移すべきことを主張

している。

第3の部分は，第7,第8の両章で，工業導入の実

態と影響について，その具体的事象を二つの実態調査

によって明らかにしている。

第7章「遠隔地の工業導入と地域雇用」は天草地域

を対象に工業導入計画と実際の工業立地，進出企業の

雇用構造と労働条件を明らかにしている。進出企業は

女子雇用型の繊維・衣服関連の企業が中心を占め，資

本・雇用規模ともに中小規模で，現地子会社形態をと

るものが多く，景気変動の影響を受けやすく経営は安

定していない。雇用・労働条件は総じて不利で，若年

層を中心とする人口流出に歯止めがかかっていない。

地域間賃金格差がもつ「立地牽引力」が円高によって

急速に弱化している現状を考えると，現行程度の誘致

措置では「遠隔地」における工業導入は期待できない

と農村地域工業等導入法の限界を指摘している。第8

章「農村地域工業導入と農業・農家」は本田技研工業

の進出をみた大津町の変貌過程を考察している。一般

に，農村地域への工業導入は地価上昇，農外所得の増

加，兼業の拡大深化をもたらすが，必ずしも農地移動，

農業経営規模の拡大に結実するものではない。だが大

津町の場合，工業導入は農地移動を促進し，農業経営

規模の拡大に寄与しており，こうした波及効果は本田

技研の進出によって比較的高い賃金水準のもとでの安

定的な雇用機会が大量に発生したからであるとしてい
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る。

以上のように，本論文は戦後復興期から現在に至る

熊本県工業が辿った発展の道筋を工業開発政策と新規

工業立地の推移との関連において，全国動向とも比較

しつつ，一般的・総合的に分析し，地方工業化の全体

像を克明に追跡した研究である。特定地域の長期間に

わたる工業化過程を分析することによって，これまで

見落されていたか，軽視されていた新しい傾向（前述

の量産拠点工場における研究開発機能の蓄積とマザー

工場化の傾向，全国と地方との工業の成長率格差の長

期的動態）の検証に成功し，地方工業化政策の主流を

なす誘致・導入型開発政策が生み出す問題と限界を具

体的に指摘するとともに，「内発的開発」という立場か

ら今後の工業化の方向を浮び上がらせる内容となって

いる。これまで，水俣病やテクノポリスについてふれ

られることはあったが，国・地方レベルの政策，工業

立地動向とそれによる工業構造の変化，問題点の析出，

政策提言などをふくめて，熊本県の工業化過程を包括

的・総合的に研究した業績は乏しい。本論文はこうし

た研究上の弱点を補う研究である。

本論文は 9編の既発表論文にもとづいて作成された

ものであり，各章間に若干の重複がみられるほか，地

場産業や中小企業問題の分析が不足しているなどの問

題点が散在している。伊東氏が今後の地方工業化の方

向として強調されている「内発的開発」一一平たく言

えば進出企業と地場企業とのネットワーク形成一ーに

ついては，大手進出企業と関連・協力企業間の系列関

係，一部の地場中堅企業の本社移転をどのように位置

づけるのか，などが次に究明すべき課題であるが，こ

れらの点は，本論文発表以後の氏の多くの論稿のなか

で解明が進められている。

豊富な資料，データを駆使した実証分析に加え，こ

れまで比較的手薄だった熊本県工業の発展過程の全体

像にはじめてアカデミックな光をあてたことに本論文

の意義がある。本論文を中心とした専攻分野に関する

専門知識についても，本人の研究歴，業績等から判断

して十分であると考えられる。

以上の理由から，本論文は博士（経済学）の学位を

授与するに値するものと認める。



経済学研究

上野清貴氏学位授与報告

報告番号乙第109号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年6月12日

学位論文題名 会計利益測定の構造

主論文の要旨

「利益測定」に関して研究しようとする場合，その

問題領域は大きく分けて 2つある。その 1つは，利益

を規定する諸要素（資産，負債，資本，収益，および

費用）がいかなる測定要素によって測定され，これら

の測定要素によってどのような利益が類型的に導き出

され，そして，これらの利益がいかなる測定構造を有

しているかを解明する問題である。そして他は，これ

らの利益が会計情報の利用者に対してどのような意義

を有しており，どの利益を現実の会計において測定す

べきかを考察する問題である。

前者はいわば「利益涸定の構造」の問題であり，後

者は「利益測定の選択」の問題である。これらの問題

領域のうち，筆者は「利益測定の選択」問題を前書『会

計利益測定の理論』で取り扱い，そこにおいて一応の

結論を得たので，本書では，「利益測定の構造」問題に

焦点を当て，利益がどのような構造によって測定され，

その構造がどのような特質を有しているのかを考察し，

解明することを目的とした。

本書は全12章から成っている。そのうち，第1章「利

益測定の華礎構造」は総論部分であり，第12章「利益

測定の構造的本質」は結論部分である。そして，第2

章から第11章までが各論部分である。

第 63巻第3号

第 1章において，まず本書における利益の定義とそ

の利益を規定する諸要素の定義を明示した。これに関

しては， FASBの『討議資料』に基づいて，「資産・負

債中心的利益観」によるものと「収益・費用中心的利

益観」によるものとがあるが，理論的首尾一貫性およ

び操作性の視点から，「資産・負債中心的利益観」によ

る諸定義を採用した。

次に，これらの利益規定要素は「測定単位」と「測

定基準」という 2つの測定要素の組合わせによって決

定されることを述べ，これらの測定要素の意味とそれ

ぞれにおける種類を明らかにした。すなわち，測定単

位とは，資産等を測定するための基準単位のことであ

り，これは具体的には，名目貨幣単位，一般購買力単

位，個別購買力単位，および貨幣収益力単位の 4つか

ら成る。また，測定基準とは，測定単位によって関係

づけられる資産の基準となる測定値のことであり，測

定単位たる基準単位を 1とした場合の貨幣単位量のこ

とである。これは結局，歴史的原価，購入時価，販売

時価，および割引価値の 4つから成る。

利益は利益規定要素によって決定され，利益規定要

素はさらにこれらの測定単位と測定基準によって決定

されるので，利益は結局これらの測定要素を組合わせ

ることによって導き出されることになる。そして，こ

れを 1表にまとめ，各利益に適当な名称を付すと，次

のようになる。これが本書において研究対象とした利

益の諸類型である。

そして最後に，これらの利益が測定される基礎構造

を数式的に明らかにした。この場合，それらの利益は

「会計的利益」（実現利益系統，経営利益系統，および

実現可能利益系統の利益）と「経済的利益」（経済的利

益系統の利益）とに大別され，これらの利益測定の構

造は著しく異なるので，会計的利益と経済的利益の基

＼ 測定単位 歴史的原価 購入時価 販売時価 割引価値

名目貨幣 (1) 実 現 (2) 経 営 (3) 実現可能 (4) 経済的

単 位 利 益 利 益 利 益 利 益

一般購買力 (5) 実 質 (6) 実 質 (7) 実質実現 (8) 実質経済

単 位 実現利益 経営利益 可能利益 的利益

個別購買力 (9) 実 体 (10) 実 体 (1り実体実現 (12) 実体経済

単 位 実現利益 経営利益 可能利益 的利益

貨幣収益力 (13) 成 果 (14) 成 果 (15) 成果実現 (16) 成果経済

単 位 実現利益 経営利益 可能利益 的利益
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礎構造を別々に解明した。

第2章から第11章までが本書における各論部分であ

るが，このうち，第2章から第5章において，各利益

系統における基本的な利益を取り扱った。これは名目

貨幣単位と各測定基準とを組合わせた利益（名目利益）

であり，具体的には，実現利益，経営利益，実現可能

利益，および経済的利益であるので，これらの利益を

この順序で論じた。

第6章と第7章では，一般購買力単位と各測定基準

とを組合わせた利益（実質利益）を取り扱った。その

場合，実質会計的利益（実質実現利益，実質経営利益，

および実質実現可能利益）を第6章で論じ，実質経済

的利益を第7章で述べた。第8章と第9章は，個別購

買力単位と各測定基準とを組合わせた利益（実体利益）

を取り扱い，第8章において実体会計的利益（実体実

現利益，実体経営利益，および実体実現可能利益）を

論じ，第9章において実体経済的利益を述べた。第10

章と第11章は，貨幣収益力単位と各測定基準とを組合

わせた利益（成果利益）を取り扱い，第10章において

成果会計的利益（成果実現利益，成果経営利益，およ

び成果実現可能利益）を論じ，第11章において成果経

済的利益を述べた。

また，各章は次の順序で論じた。

(1) まず，各利益の概要を説明した。

(2) 次に，各利益測定の構造を，第 1章で明らかにし

た基礎構造を展開するという方式で，数式的に解明

した。

(3) このようにして解明された利益測定の構造を理解

するために，具体的な数値例によって各利益を実際

に導き出した。

(4) 最後に，各利益の構造的な特質を明らかにした。

第12章は結論部分であり，各利益系統における利益

の構造的特質を以下のように結論づけた。まず，「測定

基準」に焦点を当てた利益系統の構造的特質を次のよ

うに総括した。

(1) 実現利益系統

① 過去の収入・支出基調的利益

② 営業活動による販売市場利益を表す一元的利益

③ 収益・費用中心的利益観に基づく利益

(2) 経営利益系統

① 収入・支出非関連的利益

② 保有活動による購入市場利益と営業活動による

販売市場利益を包括した二元的利益

③ 資産・負債中心的利益観に基づく利益

(3) 実現可能利益系統
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① 収入・支出非関連的利益

② 保有活動による販売市場利益を表す一元的利益

③ 資産・負債中心的利益観に基づく利益

(4) 経済的利益系統

① 将来の収入・支出基調的利益

② 知覚の時点で認識される将来先取り的利益

③ 割引価値を企業全体として測定する全体企業的

利益

④ 全体期間の収入・支出を見越した全体期間的利

益

⑤ 貨幣の時間的価値を考慮した利益

次に，「測定単位」に焦点を当てた利益系統の構造的

特質を次のようにまとめた。

(1) 名目利益系統

① 同一の名目貨幣水準で利益規定要素を測定する

統一的な名目貨幣水準利益

② 名目資本維持利益

(2) 実質利益系統

① 同一の一般物価水準で利益規定要素を測定する

統一的な一般物価水準利益

② 実質資本維持利益

(3) 実体利益系統

① 同一の個別物価水準で利益規定要素を測定する

統一的な個別物価水準利益

② 実体資本維持利益

(4) 成果利益系統

① 同一の貨幣収益力水準で利益規定要素を測定す

る統一的な貨幣収益力水準利益

② 成果資本維持利益

最後に，利益測定の構造的本質を明らかにすること

を目的として，「利益測定の一般構造」を解明した。そ

の場合，「一般構造とは特殊構造の特殊性を捨象し，共

通性を抽出したものである」という命題の下に，第1

章で明らかにした会計的利益と経済的利益の基礎構造

における特殊性をさらに捨象し，両者における共通性

を抽出するという方法で行った。そして，これが本書

で探求していた「利益測定の一般構造」であると結論

づけた。

論文審査の要旨

主査九州大学教授藤田昌也

論文審査担当者｛副査 IJ I) 西村明

IJ JJ 助教授徳賀芳弘

本論文は全12章からなっている。そのうち，第 1章
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＼ 測定単位 歴史的原価 購入時価 販売時価 割引価値

名目貨幣 (1) 実 現 (2) 経 営 (3) 実現可能 (4) 経済的

単 位 利 益 利 益 利 益 利 益

一般購買力 (5) 実 質 (6) 実 質 (7) 実質実現 (8) 実質経済

単 位 実現利益 経営利益 可能利益 的利益

個別購買力 (9) 実 体 (10) 実 体 (1り実体実現 U2) 実体経済

単 位 実現利益 経営利益 可能利益 的利益

貨幣収益力 03) 成 果 (14) 成 果 U5) 成果実現 06) 成果経済

単 位 実現利益 経営利益 可能利益 的利益

「利益測定の基礎構造」は総論部分であり，利益測定

の基礎構造を分析する意義を述べ，第12章「利益測定

の構造的本質」は結論部分として，利益概念の類型化

の結実を総括している。その間の第2章から第11章に

おいて各論的に種々の利益概念を類型化して，これま

で論者が展開してきた利益概念を位置付けている。

第 1章は，まず「資産・負債中心的利益観」にたっ

た利益測定を理論展開の前提とすることの根拠を論じ，

その上でその利益を規定する諸要素を定義している。

この場合これらの利益規定要素は「測定単位」と「測

定基準」という 2つの測定要素の組合わせによって決

定されるとして，これらの測定要素の意味と分類を明

らかにしている。すなわち，測定単位とは，資産等を

測定するための基準単位のことであり，具体的には名

目貨幣単位，一般購買力単位，個別購買力単位，およ

び貨幣収益力単位の4つからなるとする。また測定基

準とは，測定単位によって関係づけられる資産の基準

となる測定値のことであり，測定単位たる基準単位を

1とした場合の貨幣単位量のことであると定義した上

で，歴史的原価，購入時価，販売時価，および割引価

格の4つをあげている。かくて本論文の著者はこれら

の測定単位と測定基準の組み合わせによって類型化す

ることができるとして，測定要素を組合わせることに

よって，下記のごとき種々の利益概念を導き出してい

る。

第2章から第11章までが本論文における各論部分で

あるが，このうち，第2章から第5章においては，各

利益系統における基本的な利益を取り扱っている。こ

れは名目貨幣単位と各測定基準とを組合せた利益（名

目利益）であり，具体的には，実現利益，経営利益，

実現可能利益，および経済的利益である。第6章と第

7章では，一般購買力単位と各測定基準とを組合わせ
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た利益（実質利益）を取り扱い，実質会計的利益（実

質実現利益，実質経営利益，および実質実現可能利益）

を第6章で論じ，実質経済的利益を第7章でとりあつ

かっている。第8章と第9章は，個別購買力単位と各

測定基準とを組合わせた利益（実体利益）を取り扱い，

第8章において実体会計的利益（実体実現利益，実体

経営利益，および実体実現可能利益）を論じ，第9章

において実体経済的利益を論じている。第10章と第11

章は，貨幣収益力単位と各測定基準とを組合わせた利

益（成果利益）を対象とし，第10章においては成果会

計的利益（成果実現利益，成果経営利益，および成果

実現可能利益）を，第11章において成果経済的利益を

取り上げている。

また，各章はそれぞれ次のような諸問題に焦点をあ

てて論じている。

(1) まず，各利益の概要の説明。

(2) 次に，各利益測定の構造を，第 1章で明らかにし

た基礎構造の展開として解明。

(3) このようにして解明された利益測定の構造を理解

するために，具体的な数値例によって各利益を導き

だし，その実践可能性を確かめている。

(4) 最後に，各利益の構造的な特質を明らかにしてい

る。~

第12章は結論部分であり，各利益系統における利益

の構造的特質を以下のように総括・結論づけている。

すなわち「測定単位」に焦点を当てた利益系統の構造

的特質を次のようにまとめている。

(1) 名目利益系統

① 同一の名目貨幣水準で利益規定要素を測定する

統一的な名目貨幣水準利益

② 名目資本維持利益

(2) 実質利益系統
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① 同一の一般物価水準で利益規定要素を測定する

統一的な一般物価水準利益

② 実質資本維持利益

(3) 実体利益系統

① 同一の個別物価水準で利益規定要素を測定する

統一的な個別物価水準利益

②実体資本維持利益

(4) 成果利益系統

① 同一の貨幣収益力水準で利益規定要素を測定す

る統一的な貨幣収益力水準利益

② 成果資本維持利益

「測定基準」に焦点を当てた利益系統の構造的特質を

つぎのようにまとめている。

(1) 実現利益系統

① 過去の収入・支出基調的利益

② 営業活動による販売市場利益を表す一元的利益

③ 収益・費用中心的利益観に基づく利益

(2) 経営利益系統

① 収入・支出非関連的利益

② 保有活動による購入市場利益と営業活動による

販売市場利益を包括した二元的利益

③ 資産・負債中心的利益観に基づく利益

(3) 実現可能利益系統

① 収入・支出非関連的利益

② 保有活動による販売市場利益を表す一元的利益

③ 資産・負債中心的利益観に基づく利益

(4) 経済的利益系統

① 将来の収入・支出基調的利益

② 知覚の時点で認識される将来先取り的利益

③ 割引価値を企業全体として測定する全体企業的

利益

④ 全体期間の収入・支出を見越した全体期間的利

益

⑤ 貨幣の時間的価値を考慮した利益

最後に，利益測定の構造的本質を明らかにすること

を目的として，「利益測定の一般構造」の解明を試みて

いる。

以上のように本論文は，「測定基準」「測定単位」と

いう独自のシューマを工夫して，これまで資本維持論

に関わって個別的・散発的に議論されてきた利益概念

を網羅し，それらを積極的に位置付けているところに

類書にみられない本論文の独創的な点があり，会計学

上の利益概念の認識をあらたに深めたと評価すること

ができる。

なお測定基準と測定単位の組み合わせによる利益概
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念の類型化は，利益概念の整理を促進したが，逆に定

性的な分析を見失しなわしめたきらいがあり，今後の

課題として，経済環境等の変化に対応した測定全体の

会計政策とかかわらしめた測定構造や利益概念の弾力

化などの検討や，また利益測定の構造の本質の分析が

残されている。もっともこれらの諸点については著書

もすでに検討・研究を始めており，本論文の成果をも

とに展開が期待される。

このように本論文は「資産・負債中心的利益観」か

ら出発して利益要素を分析することによって，会計学

説を意欲的に研究・整理し，新しい利益概念，とくに

企業の成長力資本維持に立脚した利益概念の発見に貢

献し，業績評価の視点から財務会計を再構築する契機

を提起したという点で高く評価されるべきである。ま

た著者の経歴からみて，学カ・知識も十分であり，博

士（経済学）を授与するに値すると判断する。

末永英男氏学位授与報告

報告番号乙第110号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年6月12日

学位論文題名 財務会計研究の基礎

主論文の要旨

本論文は，税務会計の研究を行っていく上での基本

的な事項や理論的研究を進めていく上での分析視点に

ついて述べるとともに，税務会計の社会的構造に関す

る基軸を明らかにすることを試みたものである。

本論文の構成は，「第1部基本的視点」（第 1章～第

5章）で，法人擬制説と法人実在説という主体論によ

るアプローチを試みることで一定の理論を示し，「第2

部個別問題」（第6章～第10章および補章）で，税務経

費の損金性問題を中心に一つの解決を用意するととも

に権利確定主義と所得計算構造の関係についても取り

扱っている。

第1章「税務会計における法人本質観の展開」では，

法人の本質をどう理解するかは法人税の仕組みに関す

る根本的問題であるとする立場から，歴史的に，アメ

リカとイギリスにおける法人課税制度の変遷を考察し

た。その結果，法人擬制説から法人実在説への転換は，

両国とも，おおよそ，同じ契機で行われ，法人実在説

は法人擬制説の歴史的形態であると考えてよい。これ

らを端的に表現すれば，株式会社における留保利潤を
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めぐる公平性の問題であるといってよいだろう。

第 63巻第3号

第2章「税務会計における基本問題」では，第 1章

で導出した法人擬制説から法人実在説への転換に際し

て出現した問題（歳入の確保，課税の公平，留保利潤

の問題）及び統合論や法人それ自体の問題を法人本質

観に基づくアプローチで解明している。法人擬制説も

法人実在説も論理と構造としては，同一のものであっ

て対立するものではなく，留保利潤課税を理論づける

ために設定された理論上の主体が法人実在説であるこ

と。また，法人擬制説は，原理的には，税務会計にお

ける全体計算の論理であり，反対に，法人実在説は期

間関係の論理に合致していることなどを指摘している。

第3章「法人税と所得税の統合」では，法人課税制

度の存在を前提にしたうえで法人税と所得税の統合問

題を考察した。統合論は企業会計と微妙に係わってお

り，会計上の租税問題は会計主体論や配当・租税の費

用性の問題である。 W.A．ペイトンによりながら，ア

メリカ所得税制と企業会計との関係について検討がな

されている。

第4章「『みなし配当』課税の論理」では，利益積立

金額の資本組入れをみなし配当として課税することの

当否について，これまでの商法と税法・税務会計の論

理を整理し，また制度の沿革を眺めることで判断を示

した。商法は利益積立金額の帰属を考えず，単なる資

本項目の振替えであると考えるいわゆる法人実在説を

採っており，課税ベースを実現所得においた末実現所

得非課税説である。

第5章「移転価格税制の成立」では，日米の移転価

格税制の制度自体の沿革に焦点を絞って考察を行って

いる。アメリカにおける移転価格税制は古く，連結納

税申告制度と共通の沿革をもちながら，分離独立し成

立してきた。一方，国際化と既存制度での対応の限界

から対抗立法としてなされたわが国の場合は，アメリ

力と根本的な相違をなしており，それは，個別の法人

を一個の納税者としてのみ考えるわが国法人税法の構

造的特徴に見いだすことができる。

第6章「寄付金課税の変遷」では，まず明治・大正

期の寄付金に関する規定，並びに判例を取り上げ，現

行税法との比較において考察し，次いで，昭和17年寄

付金損金不算入規定の創設理由として，寄付金は利益

処分を原則としたが，ただ公共性が強いが故に，一定

限度を設けて，損金不算入として課税していた。

第7章「税務上の寄付金に関する一考察」では，第

6章でみた寄付金の利益処分たる性格をもとに，政治

献金を含めた寄付金の損金制の有無について考察した。
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法人擬制説を前提とすれば，寄付金の支出を株主の段

階で把握し，株主の所得の処分であると理解すべきも

のとなる。

第8章「交際費課税の沿革と特徴」では，第6章で

みた寄付金は，益金の損金化となっているのと対照的

に交際費は，損金の益金化という特徴をもち，本章と

第6章とは，典型的な税務上の経費の特質を抽出すべ

く一体となった構成となっている。また，一貫した課

税強化の方向は，交際費課税の趣旨を税源の確保とい

う性格に変質させている。

第9章「税務における法人税の性格」では，配当を

控除した後の留保利潤を課税標準とする法人実在説に

あっては，法人それ自体に帰属する留保利潤から法人

税が算定され納税されるから法人税の性格は費用性を

持つといえるが，反対に，法人擬制説にあっては，法

人税は株主に帰属する所得に対する課税であるから，

所得税の前払いであり，法人税といってもじつは所得

税であり，法人税は損金に算入すべきでないと考えら

れる。

第10章「権利確定主義の本質」では，権利確定主義

を本質的に財産法に立脚した所得計算原理であると共

に，その社会的機能は法人企業と課税庁の調整にある

ことを展開した。ここでは，収益・費用は，債権・債

務の確定に係わらしめられた具体的な貸借対照表能力

を有する資産・負債によって認識されるものであって，

純財産の増加分としての所得の大きさを決定している

からである。

補章「わが国における税制改革の視点」においては，

これまでの章とは趣を異にし，いわば税務会計の外枠

の問題である税制改革を論じる際に是非とも念頭に置

いておかなければならない事項を網羅的にまとめてい

る。

論文審査の要旨

｛主査九州大学教授藤田昌也

論文審査担当者副査 JI l] 西村明

JI }} 助教授徳賀芳弘

本論文は，納税主体である法人本質観の観点から，

法人税法上における「所得概念」やその「計算構造」

の分析に力点をおいたもので，企業会計の基本的計算

構造と対比しつつ法人税法を会計理論的に分析したと

ころにその特徴がある。

本論文は 2部よりなり，第1部「基本的視点」にお

いては，租税論で「神学論争」とまでいわれた法人擬

制説と法人実在説という主体論による 2つのアプロー
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チの検討を試み，①法人税と所得税の関係，②配当と

留保利潤の問題，③公平性の原則，④関係法人（関連

法人）グループの租税回避等々の具体的な問題を通し

て，本論文の基本的視点を整理している。

第2部「個別問題」においては，繁雑といわれる税

務上の経費， とりわけ寄付金，交際費，法人税等に関

する損金性問題の一つの回答を試みている。そのため

には著者は，わが国における以上の税制の歴史的な流

れ追い，税制がわが国産業における資本蓄積に果たし

た役割を分析している。さらに法的概念である権利確

定主義と所得計算構造の関係についても論及し，税法

上の所得概念を会計学上の理論を応用しつつ分析して

いる。

各章は以下のような内容となっている。

第1章「税務会計における法人本質観の展開」では，

法人税というカテゴリーの確立に照準をあわせて，ァ

メリカとイギリスにおける法人課税制度の変遷に言及

している。すなわち法人擬制説から法人実在説への転

換の契機を，イギリスにおいては，企業形態がパート

ナーシップから株式会社への転化する過程で，他方で

アメリカにおいては株式会社制度のもたらした留保利

潤をめぐる租税回避に対する株主間・法人間等の公平

性の維持にもとめている。さらにその表裏一体として

主張されてくる法人本質観すなわち法人擬制説と法人

実在説の意義を確かめることによって本論文の基本的

な視点を示している。

第2章「税務会計における基本問題」では，第 1章

で導出した法人擬制説から法人実在説への転換に際し

て出現した問題， とくに公平性の原則と留保利潤の課

税問題に焦点をあてて，統合論と分離論，法人擬制説

と法人実在説の対立を，税務会計計算における全体計

算と期間計算の理論の展開という新しい視角から理

解・整理し，法人実在説は法人擬制説のひとつの形態

ではないかと結論づけている点に，二つの法人本質観

の理解にたいする著者のユニークな問題提起を見るこ

とができる。

第3章「法人税と所得税の統合」では，法人課税制

度の存在を前提にしたうえで法人税と所得税の統合問

題を考察している。統合論的思考を企業会計と関わら

しめ，会計上の税務問題を会計主体論や配当・租税の

費用性の問題と位置付け， W.A.ペイトンによりなが

ら，アメリカ所得税制と企業会計との関係について検

討をおこない，二重課税を肯定する分離論と法人税撤

廃論やパートナーシップ方式に基づく「完全統合論」

の立場を説明しながら，アメリカ会計制度に強い影響

- 81 -

を与えてきた会計学説に，法人課税の立場から新しい

解釈を加えている。

第4章「『みなし配当』課税の論理」では，利益積立

金額の資本組入れをみなし配当として課税することの

当否に関する議論をめぐって，商法と税法・税務会計

の論理を整理している。とくに商法においては，現在

の多数説によれは留保利潤である利益積立金額につい

てはそれ自体の帰属を考慮にいれてはおらず，その資

本組み入れは単なる資本項目の振替えとしてみなされ

ている。したがって資本組入れの時には課税せず，株

主個人の株式譲渡所得として課税すれば足りるとする

立場いわゆる法人実在説を採っている。本論文著者は，

税務会計の立場から商法における「会社の計算」に解

釈を試み，かかる商法（多数説）と税法のよって立つ

基本的な立場の相違点の分析を試みている。

第5章「移転価格税制の成立」では，日米の移転価

格税制の制度の沿革に焦点を絞って，日米の制度の背

後にある主体論の相違の考察を行っている。すなわち

アメリカにおける移転価格税制は古く，連結納税申告

制度と共通の沿革をもちながら，成立•発展してきて

おり，関連法人グループ全体を一つの課税単位として

考えているのに対して，わが国においては移転価格税

制は国際化と既存制度での対応の限界から対抗的に立

法化されてきたものの，個別の法人を一個の納税者と

みる立場にたっていて，ここにわが国法人税法の特徴

を見いだすことができるとして，主体論の相違にその

相違の根拠を求めている。

第6章と第7章は寄付金の課税に関するもので，第

6章では「寄付金課税の変遷」を追跡し，まず明治・

大正期の寄付金に関する規定，並びに判例を取り上げ，

昭和17年の寄付金損金不算入規定の創設理由に注目し，

そこでは寄付金は利益処分を原則しているにもかかわ

らず，軍への寄付等公共制が強いという理由により，

一定限度を設けて損金不算入として課税していた事情

をあきらかにし，現在の政治献金の損金性有無などに

ついての言及の布石をうっている。

第7章「税務上の寄付金に関する一考察」では，第

6章でみた寄付金の利益処分たる性格をもとに，政治

献金を含めた寄付金の損金性の有無に一定の見解を示

して，法人擬制説を前提とすれば寄付金の支出を株主

の段階で把握し，株主の所得の処分であると理解すべ

きものとなるとし，寄付金には事業関連性がなく利益

処分の性格をもつと理解する立場は，法人の本質を法

人擬制説においた主張だといえるとした判断を示して

いる。
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第8章「交際費課税の沿革と特徴」では，第6章・

7章でみた寄付金は，益金の損金化となっているのと

は対照的に，交際費をむしろ損金の益金化という特徴

をもつものとしで性格づけをおこない，この典型的な

税務上の経費は法人本質観では必ずしも整理できない

政策的なものの一つであるという指摘を行っている。

第9章「税務における法人税の性格」は，法人税そ

のものの性格を法人主体論の観点から論じたものであ

る。すなわち配当を控除した後の留保利潤を課税標準

とする法人実在説にあっては，法人それ自体に帰属す

る留保利潤に対して法人税が算定・課税されるという

ことになるから，法人税は費用性の性格をもつと考え

ることができるが，反対に法人擬制説からみれば法人

税は株主に帰属する所得に対する課税であると見なさ

れるから，所得税の前払いとなり，かくて法人税は帰

するところ所得税どいうこととなり，法人税は損金に

算入すべきでないと考えられうると結論している。

第10章「権利確定主義の本質」では，権利確定主義

が損益法に立脚した思考であるという通説に対して，

むしろ財産法に基礎をおいているのではないかと提起

している。すなわち税法においては収益・費用の確定

は，債権・債務の確定に関わらしめられた具体的な貸

借対照表能力を有する資産・負債の確定によって認識

されるという構造を有しており，したがって所得を純

財産の増加分として認識しており，基本的に税法は財

産法にもとづいた所得計算原理を有しているではない

かという主張を行っている。

補章「わが国における税制改革の視点」においては，

これまでの章とはやや異にし，いわば税務会計の外枠

の問題である税制改革を論じる際に是非とも念頭に置

いておかなければならない各国の税制がもつ基本的特

徴と相違を浮かび上がらせている。

以上のような章別構成をもつ本論文は，著者の意図

を推察して次のように解釈することができる。法人本

質観・法人主体に関する論争に対して著者は一定の見

解の確立を試み，また税法上の諸経費についても比較

的克明に資料を駆使しながら歴史的発展を追いつつ分

析を試みており，問題も多岐に亘っているが，それら

はつきるところ法人税法における「主体と所得」の分

析の一点に照準があわされているということである。

すなわち税務会計上における所得概念の分析を法人本

質観の視点から分析し，かつ擬制説と実在説を全体計

算と期間計算の理論でうけとめるという著者独自のア

イデアにもとづいて，所得概念を擬制説にたった全体

計算の論理で構成し，その全体利益を期間配分する論
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理として実在説の役割を位置付け，計算的には会計学

上の収益費用の認識基準に相当するものとして権利確

定主義を対応させ，かつ資本の利益化と利益の資本化

に照応する問題を，擬制説から実在説への移行を背景

とする益金の損金化，損金の益金化の問題として取り

扱っている。その意図はまぎれもなく企業会計とは独

立した税法上の所得概念の主張である。

以上のように本論文は従来税務会計に関する類書が，

税法の解説や節税の技術に終始したのとはことなり，

税務会計の理論的構築を目指したものであり，展開の

論理的出発となる税法上の利益概念にやや説明不足を

感じるが，著者自身が自ら課した課題はここでは十分

果たされている。また個々の章の充分な傍証による分

析，制度会計を法人税の立場から分析するユニークさ

は類を見ない。かつ議論の照準も正確である。以上の

理由により税務会計の研究書として本論文の意義は高

く，本論文は博士号（経済学）を授与するに値すると

判断する。なお著者の学歴および経験から学力につい

ても十分と考えられる。

関源太郎氏学位授与報告

報告番号乙第111号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年7月3日

学位論文題名 「経済社会」形成の経済思想

--18世紀スコットランド「経済改良」

思想の研究

主論文の要旨

現代経済社会における爛熟と閉塞の状況に直面し，

改めて啓蒙研究一ーとりわけスコットランド啓蒙研究

が精力的に推進されてきた。本論文は，この動向に大

いに刺激されつつも，従来支配的であったスコットラ

ンド啓蒙の主要人物たちの抽象的な人間論や社会論な

どの研究に終始せず，むしろ，スコットランド啓蒙の

「経済改良」運動としての具体的な展開過程に焦点を

絞り，この過程を支えたパンフレティアーたちの経済

思想を取り上げ，それらの歴史的・学説史的意義を追

究した。

序章では，スコットランド経済史研究の新しい問題

提起を踏まえ，スコットランドにおける「経済社会」

形成の道程を探り，上記の課題への肉迫に不可欠な歴

史背景を描き出した。スコットランドに独自な内外の
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歴史事情を背景に実現された1707年のイングランドと

の合邦ならびに1727年設立の漁業・製造業振興管財人

評議会（以下，管財人評議会と略す）の活動の「経済

社会」形成にとっての重要性を浮彫りにし，しかも，

18世紀も末に接近するにつれてこの歴史的形成過程は

新たな段階への推転し，そのことはアダム・スミスの

「自然的自由の体系」という視座の中にも窺われるこ

とを指摘した。こうして，スコットランドにおける「経

済社会」形成の経済思想研究の出発点は，合邦および

管財人評議会をめぐる論争の吟味とそれらの歴史的・

学説史的評価に据えられるべきことを確認した。その

うえに立ち，前編（第 1~4章）は合邦の経済的側面

をめぐって争った論者を，後編（第5~7章）は管財

人評議会の活動について意見を闘わした論者を取り上

げた。

スコットランド側の合邦交渉委員であったサー・ジ

ョン・クラークは現状に照し，合邦はイングランドの

先進的な私有財産制度や重商主義的な制度・政策をス

コットランドにも導入し，さらに，こうして達成され

る市場統合は財貨，資本および入手の交流を新たな段

階に引き上げ，スコットランドの外国貿易と輸出産業

の発展を著しく促進すると展望した。彼は外国貿易と

輸出産業の成長が農業の発展を導くと構想し，「合邦」

こそがスコットランドの経済開発，ひいては「経済社

会」形成の鍵をなすと言明したのである（第1章）。こ

れに対しディヴィッド・ブラックは，「合邦」によらな

い経済開発の構想をもって対峙した。対イングランド

貿易の現状が示すように合邦はスコットランドの製造

業を一層損い，また，同君連合 (1603年）以来の歴史

に窺われるように合邦はスコットランドをますますイ

ングランド自身の利益実現のための手段と化す， と彼

は理解した。したがって彼は，スコットランドに十分

存在する原料と人手を活用し，さらに私益に固執する

商人たちを抑制し，残存する伝統的身分観や職人蔑視

の社会風潮を改めるため議会と王許都市総会との連携

によるスコットランド固有の経済管理体制の構築を図

り，こうして製造業の振興に努めることが，「経済社会」

形成の道を着実に歩むことになると主張した（第 2

章）。

合邦の展望が遠退いた1705年に，後に合邦交渉委員

を勤めるサー・ウイリアム・シートンは，そうした情

勢を十分に踏まえた提言を世に問い，来るべき「合邦」

に備えた経済開発の構想を提示した。彼はブラックと

同様，スコットランドの経済主体形成の立ち後れに問

題の核心を求め，スコットランド独自の経済的利害の
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実現を図るため私的利害に囚われない貿易裁定所の設

立を提唱するとともに，この貿易裁定所に貿易政策，

（輸出）産業政策などの立案と施行を託すように要請

し，懸案の貨幣（資本）不足解消の道を示唆した。さ

らに彼はこの方途を補強するため，スコットランド在

来の小規模生産（漁業や織物製造業）の利点を活用を

提唱した（第3章）。このような熾烈な論戦を経て合邦

体制は始動した。この体制が一定機能してきた1730年

にクラークは，期待したほど経済開発が進まなかった

事態の究明に取り掛かった。彼によれば，その最大の

原因は，スコットランドの経済主体が合邦体制に相応

しい成長を遂げていないことにあった。しかし，同時

に彼はジェントリ層の覚醒に着目し，彼らの指導が主

体形成を実現し，合邦体制を実質化するはずだと展望

し，また，合邦論争時の主張を改め，農業を中心とす

る経済発展像を打ち出した。クラークはこうして，「合

邦論争」期の反省とも言うべき経済思想を開示した（第

4章）。このクラークの問題提起の波紋は管財人評議会

をめぐる論争のなかに窺われる。

「スコットランドにおける漁業およびリネン製造業

の改良を求める諸理由』 (1727年）の匿名著者は，外国

貿易の発展を通じて「経済社会」は形成されると展望

したが，その実現のためにも「経済改良」推進の主体

形成が焦眉の課題だと捉えた。だが，彼はクラークを

越えて，個々のジェントリの配慮への依拠では不十分

であり，それらを集約する社会的機関＝管財人評議会

が不可欠だと主張した。この主張は，社会的機関によ

って実効性が保障された法的規制のみが「怠惰」や「不

規則な生活習慣」に陥り易い人間性向を克服しうると

見る彼の人間性観にも基づいていたが，他方，こうし

た把握を通して，主体形成の問題は形成される主体＝

勤労者と形成する主体＝政策主体とに区別して考察す

べきだと示唆された。また，政策主体の行動基準は「ビ

ジネスの環境」の中に探るように指示された。匿名氏

の視点が別の内容を付与され生かされていったのは，

1730年代のパトリック・リンズィやトマス・メルヴィ

ルの提言の中に見て取れる。この点で，匿名氏の経済

思想はスコットランド「経済改良」思想の転換を画し

たと評価できる（第5章）。

リンズィも主体形成の遅れを大いに憂慮したが，匿

名氏と異なり，人間の欲求とインダストリとの相互推

進的な関連の洞察によって，ィンダストリの人間にと．． 
っての自然性を易lj挟した。その限りで，勤労者は自然．．． 
的には主体形成を遂げていると見られた。問題はその

現実化にあった。その鍵を求めてインダストリ展開の
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論理を探究したリンズィは，この展開の推進要因は需

要一ー最終的には輸出＝海外需要であるべきだと結論

した。こうして，ステイプル産業―スコットランド

ではリネン製造業が重視され，政策主体＝管財人評議

会はその育成を強く要求した。インダストリ観と並ん

で，主体形成の問題をインダストリ展開の論理と絡め

て捉え直した点にリンズィの特徴があった。彼の提言

は匿名氏の経済思想を批判的に継承しており，「展開」

としての経済思想と位置づけられる（第6章）。これに

対しメルヴィルは，同様に匿名氏の視点を受け継ぎつ

つも，リンズィが主張したステイプル産業育成の戦略

を否定し，「代替」としての経済思想と意義づけうる提

言を行った。彼によれば，「神」は一国の国民各自に固

有の才能を賦与することによって，その国において完

結する産業構造形成の可能性を用意していた。その意..... 
味では，潜在的には勤労者の主体形成は解決済みであ

った。その顕在化が問題であり，管財人評議会はリネ

ン製造業以外への産業育成の積極的拡大によって，こ

の問題に対処すべきだと彼は主張した。基本的に彼は

スコットランド一国で閉じる産業構造の形成を構想し，

その枠内での調和的な経済発展の実現と関連させて主

体形成の課題を管財人評議会の施策に託した（第 7

章）。このようにスコットランドの「経済改良」思想の

展開を辿り，最後に，「個々人の利益と情熱」に経済発

展の原動力を見出し，それが十分に発揮できる体制を

「自然的自由」として打ち出したスミスにおいては全

く異質な経済思想が生まれていたことを指摘した（結

語）。

論文審査の要旨

主査九州大学教授高哲男

論文審査担当者｛副査 JI JI 逢坂充

JI JJ 助教授磯谷明徳

現代の経済社会を特徴づける豊かさの爛熟と思想の

閉塞状況に直面して， 1980年代以降あらためて「啓蒙」

研究，とくに「富と徳」の問題を中心にしたスコット

ランド啓蒙研究が精力的に進められてきている。いわ

ゆる「シヴィック・パラダイム」の提唱がそれである。

近代思想史としてみればいわば「大情況」とでもいう

べきこの問題を射程に納めながられ，直接の考察対象

を，社会システムの現実的な転換過程を主体的に担っ

ていった指導的な小地主，商人や製造業者，つまり「思

想家」と呼ぶには革新性と体系性とに欠ける人々の日

常的な思想に絞り込み，遅れたスコットランド社会を

先進イングランドに近づけようとして提起された「改

第 63巻第3号

良思想」を，「経済社会」形成の思想として読み取り再

構成したところに本論文の方法的特徴がある。

1603年の「同君連合」の成立にもかかわらずなお「外

国」でありつづけたスコットランドは，紆余曲折をヘ

たのち1707年にいたってようやく議会と国制をイング

ランドと一つにする「合邦」を果たすが，法や政治を

含めたドラマチックな社会統合は，あくまでも「経済

社会」としての編成替えや実質的な発展を伴って初め

て本来の意味を満たすものであった。暴力的な統治と

偏狭なナショナリズムが根強く残存していたスコット

ランドで，「自由と安全」を確保しつつ，さらに「豊か

さ」＝経済の発展を実現するためのさまざまな方策を

めぐって展開されたパンフレッティアーたちの論争と

いう「小情況」の重層的展開のなかに，経済社会形成

過程に特有な思想をもつダイナミックスをえぐり出す

ことによって，封建社会から近代資本主義社会への歴

史的推転＝重商主義の社会経済思想がもつ「経済社会」

形成の思想としての特徴を解明しようとしたところに，

本論文の独創性がある。この点は，近年の経済史研究

の成果に依拠しつつ，「合法条約」の中身にまで立ち入

ってなされた「合邦」をめぐるスコットランドの諸問

題の手際のよい整理がなされた「序章」における問題

提起と分析から，明瞭にうかがえるところである。

本論文の構成は，「序章」につづいて，合邦の是非や

効果などをめぐる論争を経済的側面から取り上げた

「前編」 (1~4章）と，合邦後20年をへて1727年に設

立された「漁業・製造業振興管財人評議会」の「経済

社会」形成における役割をめぐってなされた論争をめ

ぐる「後編」 (5~7章），そうした最後に短い「結語」

で結ばれるというものである。

スコットランド側の合邦交渉委員であったサー・ジ

ョン・クラークの主張は「合邦」は，ィングランドの

先進的な私有財産制度や重商主義的な制度・政策をス

コットランドに導入するものであって，市場の統合が

財貨，資本および人の交流の新しい段階に引き上げ，

スコットランドの外国貿易と輸出産業の発展を著しく

促進するであろうというものであった。外国貿易と輸

出産業の成長が農業の発展を導くから，「合邦」こそが

スコットランドの経済開発，つまり「経済社会」形成

の鍵であるという主張である。（以上第1章）。

これに対し，デイヴィッド・ブラックは，「合邦」に

よらない経済開発の構想を提示した。対イングランド

貿易の大幅赤字が示すように，「合邦」はスコットラン

ドの製造業の発展をさらに損なうことになろう。同君

連合以来の歴史から分かるように，「合邦」はますます
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スコットランドをイグランドの利益実現のための手段

にしてしまうことであろう。したがってむしろ，スコ

ットランドに十分存在する原料と労働力を活用し，利

益の追求に固執する商人と個別利害を抑制したうえで，

議会と王許都市総会が連帯し，なおひろく残存する伝

統的な身分観や職人蔑視といった社会風潮をあらため，

スコットランド固有の経済管理体制を構築して製造業

の振興をはかることこそ，「経済社会」形成のより確か

な道だという主張であった（以上第2章）。

のちに合邦交渉委員を努めることになったサー・ウ

イリアム・シートンが，来るべき「合邦」に備えた経

済開発の構想を提示したのは，短期的には「合邦」の

展望が遠のいたと思われた1705年のことであった。彼

はブラックと同様に，スコットランドにおける経済主

体形成の立ち後れが究極の問題だとし，スコットラン

ド全体の経済的利益を実現するために，私的な利害に

とらわれない貿易裁定所の設立が急務であると提唱し

た。貿易裁定所が全般的な貿易政策，輸出主導的な産

業政策などの立案と施行をおこない，長年の懸案事項

である貨幣（資本）不足の解消をはかってゆくべきだ

という提言であった。当然のことながら，スコットラ

ンドの在来産業である漁業や織物製造業における小規

模生産の振興と活用が強調されることになった（以上

第3章）。

このような熾烈な論争をへて，ともかくも1707年に

「合邦条約」が調印され，合邦体制は始動したが，ス

コットランドでは20年ほどたっても当初期待したほど

の経済開発は進まなかった。積極的な「合邦」推進論

者であったクラークもその点を認め，その最大の原因

が，スコットランドではまだ経済主体が合邦制度の利

点を生かし実現しうる程にまで成長していないことに

あると指摘した。もっとも彼は同時に，ジェントリー

層がすでに覚醒し始めていること，すなわち経済改良

のための彼らの指導が，より一層の主体形成を実現す

ることにより合邦体制を実質化するはずだと展望して

いたが，合邦論争時の彼の主張をあらため，農業の発

展を中軸にしたスコットランドの経済発展像を打ち出

すことになった（以上第4章）。このクラークの新しい

問題提起は， 1720年代後半以降の「管財人評議会」を

の果たすべき役割，その理念や展望をめぐる論争のな

かに，より具体的にあらわれることになる。

『スコットランドにおける漁業およびリネン製造業

の改良を求める諸理由」 (1727)の匿名著者は，外国貿

易の発展を起点に据えた「経済社会」形成を展望し，

それを実現するためには，「経済改良」を推進する主体
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の形成が焦眉の課題だと主張した。もっとも彼はクラ

ークとは異なって，改良の維持にはジェントリーの覚

醒程度ではまったく不十分で，社会的な機構としての

「管財人評議会」による効果的な法的規制が厳格に実

行されないかぎり，「怠惰」や「不規則な生活習慣」に

陥りやすい人間性向は克服できないと捉えていた。主

体形成の課題は，形成される主体＝勤労者と形成する

主体＝政策主体との明確に区別されて，より具体的な

次元で実行されなければならないという提言であって，

政策主体の行動基準は「ビジネスの環境」のなかにこ

そ求められるべきだというものであった。まだきわめ

て理念的，理想的なものにすぎなかった合邦期の改良

思想とは異なって，この匿名氏の経済思想は，すでに

スコットランドの「経済改良」思想が，ょうやく始動

し始めインダストリーの実情に則してよりよい具体的

な課題とその実現のための法則を模索し始めている点

で，まさに「展開」の局面に到達していたとこを示し

ている（以上第5章）。

エディンバラの商人でもあったパトリック・リンズ

ィもまた主体形成の遅れを憂慮したひとりであったが，

匿名氏と異なり，人間の欲求とインダストリー（勤労）

とは自然に相互推進的関連性をもつと捉えていたから，

「自然に」，勤労者は主体形成を遂げていることにな

り，問題はただその現実化であるということになった。

インダストリーが着実に発展してゆくための鍵は，そ

の推進要因となる需要，つまり最終的には海外からの

需要の拡大に十分応えられるように国内産業に発展さ

せることだという。リネン産業をスコットランドのス

テイプル産業として保護育成すること，これが「管財

人評議会」の主要目標であるというリンズィの主張は，

インダストリー（勤労）発展の自然性と開発戦略とを

世界的視野で構想した点で，匿名氏の経済思想を批判

的に発展させたものであった（以上第6章）。

「織布職人」でみずから名乗るトーマス・メルヴィ

ルは，匿名氏と視点を共有しつつも，リンズィの主張

であるステイプル産業育成に限定した開発戦略を明確

に否定し，自己完結性と自律性にとむ一国独立型の経

済開発構想を提起した。原料から完成品にいたるまで

の全工程を包み込むようなすそ野の広い産業構造，っ

まりイングランドの毛織物工業のようなものを構想し

たのである。「神」は一国の国民それぞれに対して固有

の才能を賦与されたのだから，可能性としてはどのよ

うな分野であれすでに勤労者の主体形成は潜在的にな

されており，「管財人評議会」はリネン産業以外のさら

に大規模な自己完結性をもつ産業構造を作り上げるよ
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うに努力すべきだという主張であった。まさに「織布

第 63巻第3号

職人」つまり製造業者の自由な私的利益追求の容認に

もつうじる主張が，スコットランドの産業構造のあり

方をめぐって提起されているのを確認できる。スコッ

トランドはすでにグレート・ブリテンの産業育成政策

の枠内で自らの進路を探り始めていたということにな

る（以上第7章）。

以上の分析に基づいて，筆者は「結語」を次のよう

な言葉で締めくくる。本論文で「取り上げた経済パン

フレッティアーたちの問題提起のすべてが，スミスの

『国富論』の出版によって，けっして無意味になって

しまったわけではないし，また，そうなりえるはずも

なかった」と。要するにスミスのいう「自然的自由」

の体制は，あくまでも理念的なものであり，すでに成

立した資本主義的市場社会のメカニズムを前提に組み

立てられた理論体系であって，その中では，重商主義

的な保護・育成政策はたんに「自然的均衡」を人為的

に覆すものとしてしか位置づけられなくなるというこ

と，換言すれば，「経済社会」形成の「思想」は自然的

自由の体制のなかの個別利益の一つとしてしか見なさ

れなくなるという意味で，客観的な「経済学」それ自

体の体系内では取り立てて大きな意味を付与されなく

なってしまうという事実を，おそらく著者は指摘した

かったのであろう。

本論文は，膨大な原資料の周到な探索と正確な解読

の作業にもとづいて，各論者の思想を内在的に再構成

することによって論拠づけられており，わが国におけ

るばかりか，本国スコットランドにおいてさえまだ研

究の鍬がいれられていない分野の開拓的な仕事である

点で，まさに注目に値する業績である。イギリス重商

主義研究，さらには経済政策思想史研究を志す人にと

って，今後見過ごしえぬ一つのモデルを提供すること

になろう。さらに「合邦」という「経済統合」問題の

歴史的なケース・スタディーとしてみるなら，まさし

く現代的な問題意識に裏打ちされた優れた思想史的研

究と評価することもできよう。

もっとも主張とその根拠が明確で精確であるだけに，

残された課題もまた，逆に鮮明に浮かび上がる。第一

に，「経済社会」形成と「法的・政治的」社会形成とは

どのように関連していたのかが，第二に， 1740年代か

ら60年代までのスコットランド「経済社会」の「展開」

過程の詳細が，さらに立ち入って解明されてしかるべ

きであろう。そうでなければ，スミスとの違いは分か

っても，スミスの思想を生み出した「大情況」として

の時代がもっていた制度的重層構造を全体として把握
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することはできまい。そこまで分析されて初めて，「富

と徳」という大きな問題に対する筆者自身の積極的な

主張を，より具体的かつ多面的に展開しうることにな

ると思われるからである。

もちろんこの残された課題は，本論文の欠点として

指摘されたというよりも，このような課題を明確化し

えたところに本論文の功績があったとこをも告げるも

のである。そうしてまたこの論文からだけでなく，研

究歴や他の業績などから判断しても，本論文の著者が

極めて高い学力と専門分野にかんする広く深い専門的

知識を備えていることに疑問の余地はない。

以上の理由から，本論文は博士（経済学）の学位を

授与するに値するものと認める。

小島平夫氏学位授与報告

報告番号乙第112号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年7月3日

学位論文題名 為替レート変動の時系列分析

主論文の要旨

本論文は， 1変量時系列モデリングに依拠して，統

計数理的および実証的に，為替レート変動の分析を試

みている。

1変量時系列として為替レートを分析するうえで，

本論文はその変動を 2つの類型に分けて考察する。 1

つは確率的性質をもつ「浮動性（いわゆるボラティリ

ティ）」としての変動，もう 1つは確定的な非定常性で

ある「時系列構造変化」としての変動，である。

(1) 時系列分散や時系列平均の「シフト」といった，

時系列構造変化としての変動という側面は，これまで

の為替レート変動の分析ではほとんど無視されてきた

と言ってよい。そこで，本論文は新しい試みとして，

時系列構造変化の統計的分析を，国際金融論でも特に，

1916年に初めて提示された相対的購買力平価説と融合

させている。

このような試みは，過去の相対的購買力平価説の時

系列論的な分析では欠けていた。著者は，時系列構造

変化と相対的購買力平価説の 2つの融合を通して，為

替レート変動の過去の研究蓄積に，新たな時系列論的

成果を追加しようという貢献を目指している。

(2) 時系列構造変化の分析に加えて，本論文は確率

的変動としての為替レートボラティリティについても
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その数理と測定を検討している。数理的には，まずボ

ラティリティを時変条件付分散と定義しておき，次に

ランダムウォークに従う為替レートを仮定して，外国

為替市場介入がボラティリティを迎える効果（すなわ

ち介入の為替レート効果）について理論的考察を行っ

ている。測定面では，為替介入の為替レート効果を左

右する要因に関連した経済時系列を用いて因果性分析

を行い，その分析結果が為替ボラティリティについて

もつ含意を考察している。

(3) 実証はすべて著者自身が作成した時系列分析用

Fortranプログラムで行われた。それらのプログラム

に従った，実際の 1変量時系列分析の技術的基礎の理

解を深めるために，本論文の導入部分で，プログラム

の技術的な要点をまとめている。

(4) 「時系列構造変化」の統計的数理および「為替

ボラティリティ」の確率性を分析視角に据えて，本論

文で強調された主要論文は次の 4つにまとめられる。

1つは，相対的購買力平価理論の視点から実質為替

レート変動を考察する際には，その変動の確定的な非

定常性部分ともいえる時系列構造変化をあらかじめ検

出しておくことが極めて重要であること。

2つめは，為替レート変動の確率的な側面である「為

替レートボラティリティ」に注目し，過度問題を念頭

におきつつボラティリティの特異な動きを検出してみ

ると，それらの変則的な動きが各国の為替金融政策お

よび国際協調行動に起因していること。

第3は，実物的な（特に国際貿易の成長の）視点か

ら，通過当局による介入の為替レート効果を理論的に

測定すると，公的介入が為替レートボラティリティを

逆に増幅させてしまうという変則的状況が起こり得る

こと。

そして第4に通貨当局の介入不胎化行動が日本，旧

西ドイツとスイス間で顕著に異なり，その違いは 3ヵ

国間に観察される介入規模の違い，さらには為替レー

トボラティリティの違いと密接に関連しているように

推測されること，である。

(5) これらの 4点を明らかにする過程で著者が採用

した数量的接近は 1変量時系列分析であった。 1変量

時系列モデリングは多変量時系列モデル分析，計量経

済学的アプローチに比べると極めて単純な分析手法と

なっているが，しかしなおもその 1変量考察から本論

文は，上述の 4点を中心とした多くの経済的含意の満

ちた興味深い分析結果を得ている。

(6) 本論文の総括そして今後の研究の展望を最終章

で示している。その展望のなかで，著者は，「為替レー
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ト変動分析の数理的・計量的基礎を 1変量時系列モデ

ルにおいているがゆえに，分析対象とした経済諸変数

間の（構造的）関数関係を捉えきっていない，といっ

た批判を本書は免れない」と自己批判している。

しかし，為替レート変動の分析において構造モデル

がクリテイカルであることを，著者自身実は本論文の

付録のなかで踏まえており，その付録では，為替レー

トボラティリティが企業の輸出財価格決定にどのよう

な影響を及ぼすかについて，為替転嫁弾力性の概念に

もとづいたミクロ経済分析を行っている。

本論文を踏まえて著者は今後，為替レートボラティ

リティ （金融面）と貿易の成長（実体）間の関係のミ

クロ理論的分析，そしてその実証へと志向した研究展

望をもっていることを示して本論文を結んでいる。

論文審査の要旨

主査九州大学教授児玉正憲

論文審査担当者｛副査 ／） II 細江守紀

II II l} 徳永正二郎

本論文は，「時系列構造変化（時系列分散および平均

のシフト）」に関する最近の研究成果を取り込んだ，独

自の視点からの，即ち，為替レート変動を確定的性質

のもの（為替レート構造変化）と確率的なもの（為替

レートボラティリティ，以下為替浮動）の 2つの類型

に分けるという独自の 1変量時系列分析的接近方法を

採用し，為替レート変動分析を展開している。こうし

た接近方法のもとで著書は，第1に，為替レート構造

変化が「相対的購買力評価説（相対的PPP)の検証」

および「為替浮動の過度問題」との関わりにおいても

つ重要な意義と役割を明らかにし，第2に，過度とも

考えられる為替浮動が果たして中央銀行の為替市場介

入によってどの程度抑止されるかについて理論的に測

定し，そして第3に，「為替浮動」「公的介入の不胎化

政策」「介入規模」の三者が相互連関している実態を国

際比較（日本，旧西ドイツ，スイス間比較）によって

解明している。

「確率的な」為替浮動の時系列分析については，為

替レート変動の先行研究において既に十分な開放マク

ロ経済学的又は計量経済学的成果の蓄積があるものの，

未だ確定した結論に収束するには至っていない。他方，

「確定的な」為替レート構造変化の時系列分析につい

ては未開拓の研究領域と言ってよい。このような意味

で，時系列構造変化にウエイトをおいた為替レート変

動分析を主目的とする本論文は，先行研究とは対照的
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な1変量時系列の分析視角にたって新たな理論的測定，

事実観察そして経験的仮説を提示しており，大きな意

義が認められる。本論文の章別編成は，次のとおりで

ある。

第 1章序：為替変動分析と 1変量時系列モデリング

第2章実質為替レートの 1変量事例列分析

第3章 異常値モデルの統計的数理

第4章時系列構造変化の一般モデル

第5章為替レートの構造変化と為替レートボラティ

リティ

第6章公的為替介入の為替レート効果

第7章 時間序列関係としての因果性分析

第8章 むすびに：まとめと展望

付録各章付論

本論文の主要な論点と分析結果を叙述の順序にした

がって述べよう。まず著者は，時系列分析では通常明

示されることのない「逆予測」の実体を数理的に把握・

明示し，それが時系列モデルの推定手続きで果たして

いる重要な役割を明確にしている。続いて，卸売物価

指数と消費者物価指数を用いて対米ドルの円実質レー

ト（それぞれWPI実質レートおよびCPI実質レート）

の計測を行い，分析期間を短期の変動レート制期間に

限定して，その時系列分析過程（時系列モデルの同定，

推定，診断そして予測）を詳述している。 WPI実質レ

ートおよびCPI実質レート間のモデル差異として，特

に「節約の原理」および「標本期間外予測の精度」の

観点から WPI実質レートの時系列モデルがより優れ

ていることが指摘される【第1章～第2章】。この統計

的差異の経済的背景は，第5章，第7章で両実質レー

トの長期分析において明らかにされる。

固定レート制と変動レート制の両期間にわたる長期

の実質レート推移には，時系列構造変化が発生してい

るものと予想されることから，その実証的考察の基礎

となる理論的枠組みを確立するため，著者は，時系列

構造変化の統計的数理をあらかじめ厳密に展開してい

る。そこでは過去の時系列理論的研究の統合を試みて

おり，次のような成果を得ている。 (1)平均シフトに関

わる帰無仮説の実用的な検定統計量を提示した。 (2)平

均シフトの真の型を判別するための統計的意思決定ル

ールとして対数尤度比統計量に基づくベイズルールを

導出した。 (3)ジェフリーズルールを適用したベイズ分

析を行い，その結果が(1)の検定統計量に一致すること

を示した【第3章一第4章】。

この時系列構造変化の統計数理を踏まえて著者は，

実質レートの推移に構造変化（特に平均シフト）を組

第 63巻第3号

み込んだ3つの「干渉モデル」を提示し，相対的PPP

のテストでは，（従来のテストでは無視されてきた）時

系列構造変化について統計的調整を施した後の，「純粋

に確率的な」変動部分のみが残っている実質レート系

列について定常制をチェックすべきである，という結

論を得ている。

次にこの結論の実証的意義を対米ドルの円実質レー

トについて明らかにしている。標本期間1957年ー1988

年を分析対象として，まず(1)WPI実質レートの分散

変化発生時点 (1965年4月）が日本経済のパフォーマ

ンスが優れた方向へ転換した年であり， CPI実質レー

トのそれ (1971年9月）は日本経済にとって不利な国

際金融情勢の始まりの年と重なっていることを明らか

にしている。また，（2）純粋に確率的な部分で両実質レ

ートを比較すると，WPI実質レートには長期的趨勢が

みられず， CPI実質レートにはまだそれが残っている

ように視覚的に観察されることが指摘される。特に，

(2)は相対的PPPのテストにとって，「時系列構造変化

をテストに組み込むことの必要性」，「特定の物価指数

に限定したテスト結果のバイアス」等の重要な含意を

もつことが明らかにされる【第5章前半】。

次に考察対象を名目為替レートに変えて，変動レー

ト制に移行した後の「過度な」名目レート浮動の源泉

は何かを追究している。時変条件付分散としての為替

浮動を移動分散により計測し， 3通貨（円，旧西ドイ

ツマルクー以下DM,スイスフランー以下SF)横断的

に名目実効為替レートの過度な浮動の経済的背景を探

ると，標本期間1973年ー1987年について統計的に最も

有意な（すなわち過度と考えられる）為替浮動が，日

本円では1985年9月のプラザ合意， DMでは1987年10

月のブラックマンデー， SFの場合は1978年11月の米

国ドル防衛策発表を，背景にそれぞれ検出されている

【第5章後半】。

このような背景のもとで観察される過度な為替浮動

は，国際貿易の成長という実物的視点から望ましいも

のとは言えない。そこで次に，過度な為替浮動は通貨

当局による公的介入によって果たした抑制可能かとい

う課題に対して，ランダムウォークによる理論的考察

を試みている。先進主要諸国の市場介入データと対米

ドル名目レートの月次変化率プロットから，これらの

国の通過当局の介入政策が「向かい風介入」であるこ

とを確認した上で，著者は理論的に，市場介入がもつ

為替浮動の抑止効果は，浮動の大小および信任の程度

に応じてさまざまに異なってくる，という分析結果を

導出している。特に，小さい浮動のもとでは介入がレ
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ート浮動を逆に大きくしてしまうという変則的状況が

起こり得ることに留意している【第6章】。

最後に，時間的先行遅行（または時間序列）関係と

しての「グレンジャー因果」の方向を， 12ヵ月以内に

限定して 1フィルター相互相関分析によって測定する

ことによって，これまでの章で残された課題2つに取

り組んでいる。その分析結果として，（1）標本期間1971

年ー1988年では，対米ドルの円名目レートは日米WPI

物価比の変動を（グレンジャーの意味で）引き起こし

ているが，日米CPI物価比の変化には（グレンジャー

の意味で）何ら寄与していないことが示される。 (2)標

本期間1973年ー1987年において，（a）日本の通過当局は

極めて不安定な不胎化行動をとっており，それに並行

して介入規模も時間的に大きな変化をみせ，日本円の

為替浮動を高い水準で推移し，（b）他方，旧西ドイツの

場合，標本期間中一貫して不胎化の程度が高く，これ

とともに， DMの極めて小さい浮動そして大規模な介

入の実行が観察された。 (c)スイスの通過当局について

は，一貫して非不胎化（したがって小規模の）介入を

実行してきたのであるが，しかし SFの浮動は比較的

大きく推移していることが確認された。これらの分析

の結果として，為替浮動と不胎化行動の関係を規定す

ると考えられる中間的な要因として，通過当局介入の

規模，加盟している通貨制度の違い，などが重要と考

えられると立論している【第7章】。

最終章では，本論文に含まれる個々の研究成果・論

点の連関を付録と連結した形で総括し，そして今後の

研究が，為替浮動（金融面）と貿易の成長（実体）間

の関係のミクロ理論的分析そしてその実証へと志向し

ている，等の展望を示している【第8章一付録】。

本論文全体について特記すべきは，著者が，日本経

済・企業にとって極めて重要な市場環境要因のひとつ

である為替レート変動を，「為替レート構造変化」と「為

替浮動」という独自の分析視角から 1変量時系列枠組

みで考究したことである。この意味で為替レート変動

研究への優れた寄与と評することができる。

なお，本論文を中心とする専攻分野に関する専門的

知識についても，本人の研究歴および研究業績などか

ら判断して，十分であると考えられる。

以上のことから，本論文は博士（経済学）の学位を

授与するに値するものと認める。
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馬場元二氏学位授与報告

報告番号乙第113号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年7月18日

学位論文題名価値と価格

主論文の要旨

第 1 章•第 2 章価値論の難点(1) ・ (2)

(1) 諸生産部面相互間における諸資本の競争を措定し

て価値法則を論証しようとする試みは，まさに論証せ

らるべき価値法則をあらかじめ前提することであって，

それは，価値法則についての無理解を自ら認めるに等

しい。

(2) 土地生産物の価値規定を「限界原理」に求めるこ

とは，土地生産物が，商品価値と資本主義的生産との

一般的法則から免れていることを前もって想定するこ

とであって，それは，科学とこの科学がその理論的表

現にすぎないところの資本主義的生産の基礎に直接矛

盾する結論である。

(3) この問題は，諸資本の競争を措定することなしに，

価値法則をいかに論証すべきかという点に立ちかえら

なければならない。

第3章価値法則の基礎

(1) 人間の生活過程は生物有機体一般のそれと同様に，

消滅と生成の不断の更新過程であり自然法則に規定さ

れる。その過程にとって必要な生活手段の，したがっ

て，社会的生産有機体が必要とする生活手段の質的量

的構成はその法則に従わなければならない。

(2) 社会的生産有機体の構成原理は工場生産有機体の

それと共通する。

工場内の諸作業部分過程の諸作業量は相互に比例均

衡関係を保ち，全体としての生産過程が予定する生産

量に応じて，それぞれ等しい倍数の作業量が需められ

る（比例性と倍数の原理…以下たんに「原理」と呼ぶ。）

したがって諸作業部分過程には，ぞれ労働者群が，「原

理」に従った量的構成をもって配置されなければなら

ない。これは，工場内分業が従わなければならない「均

衡の鉄則」であり，生産有機体の成立を決定づける自

然法則である。

(3) 社会的生産有機体は，その必要とする諸使用価値

の質的量的構成を「原理」に従って生産することが出

来るように，諸生産部面に社会的労働を配分すること
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によって成立する。諸生産部面に配分される労働量と

第 63巻第3号

その所産である諸使用価値量の間には次の関係が成立

する。いずれか一方の量的構成が「原理」に従ってあ

れば，他方のそれも「原理」に従っている。

(4) 資本主義社会の生産有機体は，社会的労働を諸生

産部面に「原理」に従って配分する仕組みではない。

ここでは，諸生産部面において現実に生産された諸使

用価値の相互交換を介して事後的に構成される。諸使

用価値の相互交換は二段階を経ておこなわれる。

第1段階。諸生産部面において現実に生産された使

用価値の質量の相互間に自然発生的に内的必然的連関

をもって「原理」に相応して成立する量的構成部分に

ついて交換し合おうとする指向が醸成される。ここで

は，この範囲にある使用価値のすべてが全面的に交換

しつくされるような交換比率が成立する。それは自然

の強制法則である。これらの使用価値量は「原理」に

相応する量的構成の労働の所産であるから，その交換

比率としてあらわれる双方の使用価値は等量の労働に

よって生産せられたものである。こうして成立する交

換比率は「商品に内的な内在的な交換価値」であり価

値であって，無政府性生産の基礎上にたえず成立して

いるものである。

第2段階。諸生産部面において現実に生産された使

用価値の質量は，「原理」に相応する量的構成と一致す

るものではない。しかし，資本はその生産物の全てを，

他の資本のそれと交換することなしには，その生活過

程を不断に更新することができない。第 1段階におい

て，「原理」に相応する量的範囲の使用価値は相互に供

給され需要される関係にあり，そのすべてが「真実」

の「社会的欲望」である。これにたいして「市場で代

表される欲望量」は，交換価値の状態や買い手側の購

買力の事情により変化しうる。「原理」に相応する量的

構成を超えて生産された全量が交換に投ぜられれば，

その全量が，あたかも「真実の社会的欲望量」に適合

する割合で生産されているかのような等価，すなわち

価値以下の交換価値に落ち着くことになる。

第4章価値法則と生産価格

「原理」に相応する量的構成から乖離した量の使用

価値が交換に投ぜられれば，交換価値は価値から乖離

する。諸生産部面における諸資本の競争は，諸資本に

平等な一般的利潤率を保証するような価格が成立する

まで，したがって，諸生産部面における生産量を大な

り小なり「原理」に相応する量的構成から乖離させる

べく使用する。だから資本主義社会は生産有機体の存

続を決定づける「原理」＝「均衡の鉄則」から乖離した

-90-

基礎上に，変則的に維持されていると言うべきであろ

ぅ。

第5章超過利潤

土地生産物の価値規定は他の生産物と同じく「平均

原理」による。従って，平均的生産条件に比して有位

な条件をもつ資本に超過利潤が成立する。

土地生産部面には更に特有の超過利潤が成立する。

土地生産物の価値は，資本の有機的組成の低位性のた

めに他の部面に比して高い利潤率を斎らす。ところが，

低い利潤率の部面からこの部面への資本の移動が阻害

されるために，この部面には，他の部面に比して，高

利潤率が可能となり，いわゆる一般的利潤率が成立す

る工業生産部面に比して超過利潤が成立する。土地生

産物の価値は，下位条件の土地生産物にも，費用価格＋

平均利潤＋超過利潤を斎らすることになる。地代論争

における「平均原理」「限界原理」の問題はこうして解

決されるだけでなく，いわゆる「虚偽の社会的価値」

の問題も霧散する。

論文審査の要旨

主査九州大学教授逢坂充

論文審査担当者［副査 ll l] 関源太郎

II II 助教授磯谷明徳

本論文は，著者が『資本論』冒頭商品の性格規定と

価値法則の理解をめぐって，わが国でも既に戦前から

連綿と続く論争に一石を投じた1960年代の見解ー一価

値論論争に内在する根本的欠陥と方法論的問題提起

―を受け継ぎ，その後，「価値法則の基礎」を社会的

生産有機体の構成原理に求めることによって「価値法

則の成立」を根拠づけ，こうした観点からあらためて

価値法則の論証を試みた80年代の論考から構成されて

おり，形式的には価値論論争に対する筆者の最終的な

回答を提示したものである。だがその内容は，価値法

則論について，「価値法則の成立」の問題と「価値法則

の展開」の問題とは本質的に区別されるべきことを一

貫して強調し，この立場から，価値法則に対する競争

の意義を追究することによって市場経済の形成の論理

と資本の競争との関連を明確にし整序したところに本

論文の特徴があり，その意味では，極めて現代的な課

題の提起と含蓄を卒んだ独自の価値論研究となってい

る。

本論文の構成は，「序」に続いて以下の 5章から成

り，他に 2篇の付論を含んでいる。

最初の第 1章「価値論の難点(1)」において，筆者は
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まず「価値論論争の鳥諏」を通じ，従来の価値論論争

が，「価値法則の成立」を諸資本の競争を措定すること

によって論定しようと試みた点に，根本的欠陥があっ

た，と指摘する。そしてこの欠陥を生んだ誤謬が，冒

頭商品論を「単純商品説」に歪曲して価値法則を直接

生産者の競争によって成立すると解したエンゲルスや

ヒルファーディングの見解の中に既に胚胎していたと

看て，この点をまず批判する。その上で，資本の競争

は価値法則をつくりだす前提条件ではなく，むしろそ

れは「価値法則の展開」にとっての不可欠な前提であ

ると論じて，「価値法則の成立」とその「展開」とは論

理次元がことなるものとして明確に区別しなければな

らない。と説く。こうした立場から筆者は，従来の価

値論論争における難点が，論証すべき価値法則の成立

をあらかじめ前提していたという論理の転倒にあった

点を厳しく批判し，したがって問題は，まず価値法則

の成立を，競争を措定することなく，いかに論証すべ

きかという観点から提起されねばならぬ，という。

次の第2章「価値論の難点(2)」では，さらに「地代

論論争の鳥諏」を通して，農産物の価値規定に関する

「平均原理」と「限界原理」の問題を取り上げ，ここ

でも，前章と同様に価値法則論の難点が次の点にあっ

た， と指摘する。すなわち，内外において従来主張さ

れてきた農産物価値の「限界原理」説が，事実上競争

を措定した上で，例えばレーニンの見解にみられるよ

うに「土地の自然的制限」や「土地の有限性」，それに

よる「農業経営の独占」等々といった，その競争の制

限に求められている点を「誤謬」として批判し，この

「誤謬」が，前章で刷扶した価値論論争の欠陥と同様，

本質的には価値法則の成立を，競争の次元を措定して

論証するという方法に由来していた，と論じている。

ここから，農産物の価値規定もまた，競争を措定する

前に，まず「平均原理」に基づく市場価値の成立の問

題として提起されねばならないとし，その上で，農業

部面に特有な競争のために，この市場価値が，あたか

も限界原理的に規定されるかのような諸事情を解明す

るところに，農産物価値規定の本来的課題があった，

と主張する。このように従来の地代論論争の「通説」

もまた，価値法則に関する論理の転倒を犯した点が鋭

く批判されるのである。確かに，前章の論点も含めて

これらの批判は，市場価格の変動を通して市場価値を

決定する競争の意義の理解に疑問が残るものの，十分

傾聴に値するといえる。

さて以上，第 1章と第2章の「価値論の難点」を通

して共通に摘出されたテーマは，価値法則の論証問題
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にとって資本の競争とは何か，それはいかに対応し関

係するかを問うものであるが，このテーマは，方法論

の観点から別言すれば，価値法則における構造論と動

態論の関係を論理的にいかに把握し展開するかという

問題，あるいは端的にいって，価値法則の，いわばマ

クロとミクロの関係を問う問題ということができよう。

筆者は，まず「価値法則の成立」としてのマクロの世

界を設定し，競争による「価値法則の展開」としての

ミクロの世界へ向かう，マクロからミクロヘ，あるい

は構造論から動態論へ，の展開を一貫して強調し，逆

にミクロからマクロヘや動態論から構造論へ，ではな

いことを力説した。と看ることができる。そしてこう

した批判論点を介して，以上のような価値法則に対す

る競争の在り方が析出された点は評価されてよい。ま

たそれによって，次章以降の価値法則の「基礎」の考

察が促され，これを通して市場の形成理論と競争の関

係を明らかにしようとした点も認められてよい。

そこで第3章の「価値法則の基礎」において，筆者

は，以上のように前2章で易り扶した「価値論の難点」

を克服するために，進んで，価値法則成立の「基礎」

とその形成原理について詳細な考察を試みる。その意

味で本章は，価値法則の内容を積極的に展開し論証し

たものであり，本論文の核心部分をなしている。

「価値法則の基礎」を考察するにあたり，筆者は，

まず何よりも人間の生活過程が生物有機体一般のそれ

と同様に，生成と消滅の不断の更新過程として自然法

則に規制されるという根源的認識を強調する。そして

この認識に立って，人間の社会的生活の土台をなす「社

会の経済的構造」もまた，およそ自然法則（労働配分

の法則）から離れては存在することができず，したが

って，本質的にこの「経済構造」は，自然法則に規定

された「社会的生産有機体」を形成し，構成するもの

として理解すべきであるとし，この観点から，社会的

生産有機体の形成原理とその構成内容を詳細に分析し

ている。筆者によれば，「価値法則の基礎」をなす「社

会的生産有機体」の構成原理とは，工場内分業＝生産

有機体において合理的に行われる労働配分の原理一一

筆者はこれを「労働の批判性と倍数の原理」と呼ぶ――

に即した態容で，社会的労働の総量が，社会的欲望の

質的量的編成に有機的に対応する一定の比例均衡関係

にしたがって分配されたものと解し，そしてこの欲望

に応じた労働配分の社会的総連関が社会的生産の総体

を規制する「一般法則」であり，かつ「自然法則」で

もある， と把握する。その上で，以上のような「自然

法則」が資本主義社会においても同様に支配している
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関係には何ら変わりがないことを強調する。

資本主義社会の「経済的構造」は，商品交換と自然

発生的な社会的分業を原理として成立し，それゆえ交

換を規制する価値法則は社会的生産有機体の「自然法

則」に従い，それに従属して成立するものでなければ

ならない，という。ここから，筆者は，従来の価値法

則論の見地とは異なり，価値法則が「自然法則」とし

ての労働配分の法則をつくりだすのではなく，逆に「自

然法則」によって価値法則が創出される関係にあるこ

とを力説する。そして，この点に資本主義的「経済構

造」の形成様式の，したがって市場形成の論理の特徴

を看て取ろうとする。

第4章「価値法則と生産価格」では，以上の立論を

踏まえて，資本主義に特有な価値法則のメカニズムが

あらためて問題とされ，諸資本の競争による生産価格

の成立とその意義が考察される。ここで筆者は，上の

ように「自然法則」に規制されて価値法則の成立をま

ず説き，その基礎上で生産部門間をめぐる競争が展開

するということから，その競争による利潤率均等化の

結果成立する生産価格体系は，したがって部門間の諸

資本の競争という力関係によって成立した均衡を意味

するが，しかし他面では，それは同時に，現実に生産

された諸商品の生産諸量が社会の「経済的構造」を形

成する質的量的編成からは乖離した不均衡のうえに成

りたつものでもある，という独自の見解を述べている。

そしてこの所論に基づいて，筆者の資本主義認識が次

のように強調されるのである。「資本主義社会は，この

ように，社会存続の根源をなす自然法則（労働配分の

法則）から乖離した基礎上に，いわば変則的に維持さ

れている」，と。

最後の第5章「超過利潤」では，部門内競争による

市場価値の決定の問題と前章での部門間競争による平

均利潤の成立との関係が考察される。ここでは，この

関係を通してはじめて超過利潤が一般的に成立するこ

とを明らかにし，その上で，土地生産部面においては，

通常の「超過利潤」の他に，競争の制限によって特有

の「超過利潤」が地代の源泉として成立する事情を論

じ，第2章で提起した地代論論争の「難点」に答える

ための筆者の解決を試みている。

さて，本論文は以上のような基本論旨と筆者長年の

思索による独自の見解を積極的に展開したものであり，

そこでは，価値法則に対する競争の関係をはじめ「価

値法則の基礎」の問題提起など価値法則の理解をめぐ

って，「通説」とは異なる新しい問題や課題が，理論的

にも，方法論的にも提示されていた。既に本文でも記

第 63巻第3号

したが，従来の「通説」に一般的な価値法則論の転倒

した論理に対して，筆者が，価値法則の成立論拠を，

自然界に適応して生きる生産有機体としての人間とい

う根源的認識の立場から「自然法則」にまで遡及して

究明し，その「基礎」内容を社会的労働配分の合理性

原理に求めて展開し，これを経済学におけるマクロ的

世界の存立基盤として定立した点，そして競争の果た

す役割と意義をマクロからミクロヘの展開のなかに措

定したことは，資本主義の解剖学としての経済学の原

理を根底から構築する意味において，またそのための

方法論の見地からいっても，本論文の優れた功績であ

って高く評価されてよい。それと同時に，この価値法

則論におけるマクロからミクロヘの展開からは，次の

課題として，さらにミクロからマクロヘ，つまり動態

論から再び構造論への展開を媒介にして，「基礎」構造

が現実的にも成立する態様をあらためて考察する問題

が提起されることになろう。それは，社会的生産有機

体としての構造の論理＝労働の比例均衡関係が，その

均衡の破壊を媒介にして，いかに調整されて回復する

かを問う問題でもあり，さらにいえば，価値法則にお

ける構造面と動態論との有機的統合を図る高次の問題

ということができるが，こうした次なる課題が，筆者

の周到な価値法則論の研究から明確になった点も―

残された課題であるが一一貴重である。

以上と関連して，第4章で論及されたように，資本

主義の「経済構造」は自然法則に則した労働配分の法

則から本質的に乖離した変則的な「経済体制」として

存続しているという筆者の見解もまた，新しい問題提

起的論点として含蓄のあるものである。それは，筆者

も述べているように，このような資本主義の変則的な

労働配分を可能にしている社会的・制度的諸条件が，

では何であるかを次に問う問題意識に道を拓くからで

あり，さらには，現代資本主義に特有な構造変化を考

察するための基礎的な方法論的視角としても，それは

十分に意義のあるものと考えられるからである。価値

法則論はそれ自体古い問題ではあるが，その中から，

本論文が以上のような新しい研究課題を切り拓く上で

も貴重な貢献を果たしたものと認められる。なお，本

論文を中心とする専攻分野に関する専門的知識につい

ても，本人の研究歴および研究業績などから判断して，

十分であると考えられる。

以上のことから，本論文は，博士（経済学）の学位

を授与するに値するものと認める。
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西村卓氏学位授与報告

報告番号乙第114号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成8年2月8日

学位論文題名 近代日本農事改良史の研究

主論文の要旨

本論文では，明治前期に近代農学士たちから激しく

攻撃された老農の 1人林遠里と，彼のまわりにつどい，

彼の技術と思想を普及しようとして，福岡の地から全

国各府県に派遣されていった実業教師たちの姿を描き

だすことが目的である。

序章では，まず明治20年を前後する時期に展開され

た「稲作論争」をとりあげる。この論争では，近代農

学者によって「古来例ナキ悪法」とまで椰楡された林

遠里の「寒水浸法」「土囲い法」が俎上にのぽるが，そ

こで問われた問題は，その技術の「非科学性」以上に，

その技術を論理づけた農業観，自然観にこそあったの

である。 ．．． 
すなわち，農業が自然の摂理＝天性に従って営まれ... 
る「なりわい」か，そうではなく，天性を率いて営ま

れる「なりわい」かという点であった。結果として近

代農学の覇権が確立したとしても，そこでみられた農

業をみつめる老農的まなざしは，近代農業がさまざま

な矛盾をあらわにしはじめた今日においてこそ，見直

されるべきであろう。

第一章では，林遠里と勧農社の活躍の舞台である「老

農時代」を成立させた歴史的背景を明らかにした。明

治維新以降，大久保利通らによる模範奨励＝直接保護

主義的立場から進められた日本農業の西洋化は，明治

10年 (1877)頃から，政府の財政的危機と相まって，

早くも行き詰まりをみせはじめた。その結果，金をか

けずに最大の勧業的効果を生み出すために，「自為独

立」した農業者の活躍に依拠した農事改良への方向転

換がうながされることになった。その農業者こそが当

時「老農」といわれた人々であり，彼らの活躍の場と

してさざまざまな勧業諸会が次々と創設されてゆき，

明治14年 (1881)には，それを象徴するように，農商

務省の創設，大日本農会の結成，最初の全国農談会の

開催がみられた。「老農時代」の幕開けである。

この時代が「老農時代」と呼称されたのには理由が

あった。当時，全国各地で地元の老農たちが活躍して
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いたが，そのなかのある部分が，みずからの出身府県

を越えてその活動の場を全国にまで広げ，農事改良へ

の全国的気運を高めるための大きな役割をはたしたか

らである。中村直三，船津伝次平，奈良専二，林遠里

（中村直三の死後，彼が加わる）らが明治三大老農と

並び称されたのも，この時代を彼らが象徴していたか

らであろう。

全国的に活躍した老農たちのなかで，その活動範囲

の広さ，活躍した人数の多さでは林遠里と勧農社はず

ば抜けており，彼らが農事改良への全国的気運の高ま

りとその歩みを同じくしていたために，彼らを研究の

対象とすることは，この時代状況と雰囲気を描き出す

には最適であるといえる。

第二章では，林遠里と勧農社について，その研究史

から書き起こし，林家に所蔵されていた資料の悉皆調

査を基礎にして，新たな水準でその具体的姿を描き出

した。

遠里は洋行をきっかけとして，設立まもない勧農社

の拡張へと突き進むが，理念として本場・支場あわせ

て20数町歩の日本的な大経営をめざしながらも，その

実態は，ほとんどが散在した小片の耕地を小作地とし

て借り受けたもので，専任の小数農場員の献身的な労

働に依存した小農経営にすぎなかった。この理念と実

態のずれという勧農社経営の内的要因と，勧農社の支

持基盤が全国的に揺らぎはじめるという外的要因とに

よって，勧農社の衰退が決定づけられることになった。

明治30年代にもなると，各府県の稲作改良策の趨勢

は，農事試験場を頂点とした系統農会を通したものヘ

と変化してゆく。その流れに沿うように，実業教師養

成派遣結社としての勧農社もその役割を終えることに

なる。

第三章から第七章までは，遠里のまわりにつどった

実業教師たちの各府県での活動を明らかにすることが

目的である。

派遣の対象となった福岡県の実業教師たちは，どの

ような資質を持ち，どのような地域でその資質を養っ

ていたのであろうか。彼らの多くは，地方名望家的色

彩を持つものも含め，数町歩の耕地を手作りし，福岡

在来農法はいうにおよばず，当時，福岡県で奨励され

ていた改良法をも修得していた農民であった。さらに，

彼らは，全国各地で農事改良に従事することを名誉と

考え，その担い手となることを熱望した「老農的精神」

の持ち主でもあった。

彼らの出身地域は，筑前西部を中心としていた。同

地域は当時の福岡県のなかでも，二毛作率，牛馬耕率，
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自作地率がともに高いだけでなく，深耕を可能にした

第 63巻第3号

「抱持立黎」が在来農具として一般に使用され，かつ，

林遠里という老農を生み出し，多くの地方名望家層が

彼を支える厚い基盤を形成していた地域でもあった。

彼らが派遣され，改良法の指導伝習に従事した30数

府県の地域のうち，本書では島根，京都，栃木，長野

各府県を分析の対象地に定めた。

それぞれの府県ではその内部に地域的な格差を含ん

でおり，一概に当時の稲作生産力の水準を府県単位で

高位，低位と判断できない。島根県では，高位の出雲

北部，中位の出雲南部，低位の石見地方，京都府では

高位の山城地方，中位の丹波地方，低位の丹後地方と

いう具合である。当然，そのことから，稲作改良法の

導入に当たってもそれぞれ対応に差が生まれてくる。

高位地方である山城地方では，老農のタイプも他地域

と異なり，遠里改良法に対してそれを無批判に受け入

れるのでなく，他の改良法と同一にあつかい，その有

効性を実験により判断しようとするのである。それは，

当時において高位な生産力を達成している老農として

のなせる技であった。

それに対して，出雲南部飯石郡の田部長右衛門のよ

うに，小作人に対して改良法の実行をいわば強制的に

迫り，実効しない場合には小作地の取り上げをもちら

つかせるという態度にでる。これなどは，自作層が生

産力発展の担い手として未成熟であったために，地主

層がその役割を果たさざるを得ない時代と地域を示し

ているといえるであろう。

長野県の場合も南北に長い地域であり，在来農業の

展開も多様であったが，同県での遠里改良法の導入に

当たっては，独自の論理と意図があった。「養蚕王国」

としての地位を確立しつつあった長野県では，稲作改

良は特別な意味があった。とくに春蚕飼育が主流であ

った北信地方では，裏作としての麦の収穫期と養蚕繁

忙期と稲の移植期とが競合し，農家経営が養蚕飼育に

比重をかけるにしたがい，普通作物としての米麦作の

粗放化がみられるようになっていた。

この競合を避ける方策として，麦作の作期の移動と

ともに，本田耕転の省力化，すなわち馬耕の導入によ

る省力化が意図されたのである。同県で勧農社の実業

教師がとくに馬耕教師として重宝がられたゆえんであ

る。

第八章では，「老農時代」の終焉後に，その時代の農

法がどのように継承されていったかの 1つの事例を示

した。

明治30年代にもなると，長野県では，県立農事試験
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場の創設と各段階での系統農会の組織化という実態の

なかで，県下各郡に派遣されていた勧農社の実業教師

たちは，次々と農会の技術指導員などに転身する。そ

れにしたがい，「寒水浸法」「土囲い法」「冬蒔き法」な

どの技術指導が差し止められることになり，遠里改良

法の普及は途切れてしまったかに思われた。

しかし，勧農社員を通した普及は途切れたにしても，

長野県更級郡の老農であった坂田寅治郎は，遠里改良

法を引き継ぎ，寒冷地稲作にそれを適合させた形でそ

の技術を再構成し， 1つの篤農農法である坂田式稲作

改良法を完成させた。その農法は，北信地方を中心に

篤農家の支持を得ながら大正，昭和期にかけて普及定

着していったのである。

論文審査の要旨

＇ ｛主査九州大学教授松下志朗

論文審査担当者副査 ll ll 荻野喜弘

ll ll ll 宮川謙三

本論文は，日本資本主義の展開に当たり，殖産興業

政策の最終段階で行われた勧農政策のうち，福岡を中

心に活躍していた林遠里等の「老農」起用と農事巡回

教師制度を中心に農事改良史の具体相を明らかにした

ものである。本論文の構成は次の通りである。

序章「『稲作論争』の問いかけるもの」は，陰陽説に

基づいて植物の性質を尊重し，当時の農民達の一般的

思考原理に沿って，「天性に従う」林遠里農法がもつ「健

全さ」を再評価するという視点を提出している。第1

章「明治前期農事改良運動の展開」は，林遠里農法が

在来農法に種々の改良を加えた点で，明治期の国策に

沿う内容のものであったと言う。第2章「林遠里と勧

農社」では，林遠里の生涯にあわせて，遠里農法の展

開と勧農社の活動を検討する。第3章「福岡県実業教

師の派遣」は，農事巡回教師制度を取り上げ，福岡県

から派遣された実業教師について，検討を加えたもの

である。第4章「島根県における林遠里稲作改良法の

導入と地方名望家」は，島根県に招聘された実業教師

の足跡を追っている。第5章「明治二0年における一

老農の農事巡回」は，京都府に招かれた高原謙次郎の

事例を取り上げて検討を加えている。第6章「栃木県

における実業教師谷茂三の活動」は，明治20年代に本

格化する稲作改良奨励策について検討し，谷茂三の果

たした役割について述べている。第7章「明治二0年

代長野県における林遠里稲作改良法の導入」は，勧農

社実業教師の招聘とかれらの活動を中心に述べたもの



平成7年度学位論文要旨・論文審査要旨

である。第8章「老農農法から篤農農法へ」は，坂田

式稲作改良法について論述したものである。

以上の章名からも明らかなように，本論文は四つの

分野で構成されている。日本における農業近代化，林

遠里と勧農社，実業派遣教師，老農農法の継承として

の篤農農法である。それらは従来日本農業の近代化の

過程で，非科学的として排除されてきた在来農法とそ

の継承に努力した人達の再生を，現代の視点から，試

みようとするものである。明治前期の勧農政策は，日

本近代化（殖産興業）政策の方針転換に伴い，欧米農

法と在来農法との結合を目指すものとなったが，しか

しそれぞれの農法が根拠づけられている西欧農学の思

想と老農の思想とは真っ向から対立していて，両者は

容易に融合する性格のものではなかった。 1880年代か

ら1890年代にわたって行われた「稲作論争」は，その

間の事情をよく物語るものであった。それは明治期勧

農行政をリードした駒場農学校卒業の横井時敬，酒匂

常明，大内健，駒場農学校ドイツ人教師フェスカやケ

ルネル等西欧農学派が，林遠里によって設立された勧

農社の「寒水浸法」「土囲い法」「燻焼土調和肥料法」

を批判，攻撃したことに始まる。それは在来農業技術

の「科学的」有効性を問うものであり，さらには自然

観（植物観）にまでいたる論争であった。

在来農法である福岡農法の史的研究は，第二次対戦

後太田遼一郎，江上利雄等によっていち早くすすめら

れた。なかでも江上利雄は，林遠里が日本の後進地帯

に福岡在来農法を普及させた功績を評価し，また斎藤

之男は，基本的には江上と同じ立場に立ちながら在来

農法が現実に農業生産力を向上させた点について西欧

農学派が正当に評価しなかったことを批判している。

筑波常治は日本の近代化が内包した一般的問題の一つ

が，伝統的な経験主義に固執する老農農法と西欧的な

合理主義を振りかざす西欧農学派との相剋であるとし

た上で，かかるものとして「稲作論争」を位置づけて

いる。また飯沼二郎は，先進的な福岡農法が全国に普

及する過程を「農業革命」として評価するが，林遠里

等が陰陽説に無批判に依拠している点には批判的であ

る。さらに内田和義は飯沼と同じ「農業革命」論の立

場から林遠里の理論と技術を分離して，後者の「科学

性」を証明しようとしている。伴野泰弘は「焼土肥料」

法が農薬的なものと有機農法的なものとを融合したと

してその有効性を認め，当時の西欧農学派がそのこと

を理解出来なかったところに，その後の日本農業にあ

る種のゆがみをもたらした要因の一つを見ている。

ところで近年日本農業の衰退という事態に直面して，
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日本農業の将来を模索する動きのなかで，改めて日本

における農事改良の歴史が着目されてきた。本論文は

このような農事改良史研究の復権を目指す潮流の産物

といえよう。林遠里農法は，稲がもともと四季にわた

る植物であるから，「寒」の気を含ませるために冬蒔き

が望ましいが，種々の事情で播種が困難なときは「寒

水浸法」「土囲い法」で代用して，丈夫な稲を育てよう

とするものである。これに対して横井時敬に代表され

る西欧農学派の林遠里農法批判は，教条的な学理信奉

を斥けながらも，自然界の原則としての優勝劣敗説の

立場をとる。即ち稲を人間の貴重な食料とするために

「人為淘汰」が行われており，人工の保護がどうして

も必要となる。林遠里農法で「自然ノ業為二倣フ」と

いう場合，人為淘汰された今日の稲の性質を，未だ自

然の状態にあった「昔日ノ稲」の性質と同じに見る誤

りを犯しているとする。本論文は，この「稲作論争」

を「天性に従う」か「天性を率いる」かという点で極

めて現代的な問題に関わっているとし，日本農業の近

代化の過程を再考しようとするものである。

本論文に関連する個別論文については，発表時から

多くの研究者が関心を寄せてきた。例えば徳永光俊は，

勧農社の福岡農法に「大和農法」を対置して，本論文

の筆者西村卓の「西南農法の普及と林遠里＝勧農社」

（『経済学研究』第50巻 1• 2合併号）に触れるところ

があり，山田竜雄も山口県における福岡黎の導入過程

を論じる時前掲論文を紹介している。また西村の業績

は1988年度の「回顧と展望」（『史学雑誌』第98編第5

号）で取り上げられ，明治20年代の巡回教師による技

術伝播が教師から農民への一方的なものではないこと

を明らかにした点を評価されている。伴野泰弘は「稲

作論争」以前の林遠里農法や，愛知県におけるその影

響を論じる時，西村の業績を詳細に紹介した。また1992

年度の「回顧と展望」（『史学雑誌』第102編第5号）で

は，西村の研究を「通説的な理念型としての明治農法

ではなく，地域の条件や農家の経営規模等に適した在

来農法と改良農法の接合形態こそが重要だとする。こ

の方面の研究が新たな段階に入ったことを示すもので

あろう」と高く評価している。筒井正夫は「明治10年

代から20年代に老農や名望家層によって指導された西

南農法」を論じる時，西村の論考に多くを依存してい

る。

本論文の農事改良史研究における意義は，次の四点

にまとめることができる。第一に林遠里農法について，

それが「天性に従う」「健全さ」をもつものであり，乾

田牛馬耕，二毛作等の福岡在来農法を基礎として，「寒
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水浸法」「土囲い法」「畑苗代法」等を略法とし，「冬蒔

き法」を正法とする「複合農法」であったど性格づけ

たこと。第二に勧農社と実業教師の活動について，一

次史料による丹念な実証に基づき，遠里農法の普及を

めぐる成功と葛藤を明らかにしたこと。その中では勧

農社を実業と学理を統一する私立農学校として充実を

図り，他方では農場経営の拡大方針も打ち出したが，

後者の経営悪化と行政による勧農機構の整備によって

遠里農法の歴史的役割は終えたことを明らかにされて

いる。第三に「老農農法」の衰退については，農学士

による「明治農法」の上からの普及に対して，林遠里

の改良法がもつ増収効果は否定し得なかったものの，

労働力基盤の変質に対する考慮を欠いていたために結

局は有効性を失った点を明らかにしたこと。第四に坂

田式「篤農農法」について，林遠里農法に象徴される

ような伝統的農業観の継承と家族労働の完全燃焼によ

る労作経営との結合にその特徴を求め，「明治農法」と

は異なる系列の農法であることを明らかにしたこと，

以上の四点である。現在，農業の危機からの脱出を有

機農法に求める運動が盛んであるが，本論文の立場は

それとも通底している。しかし本論文はそうした理念

の直接的表明を充分に抑制して，実証的な検討を進め

ており，説得性の高いものとなっている。ことに林遠

里と実業教師との往復書簡など一次史料の発掘と分析

を通じて，伝統的な思考方法，自然観を丸ごと捉えよ

うとしたことは高く評価されて良い。

本論文を中心とした専攻分野に関する専門知識につ

いても，本人の研究歴は，研究業績等から判断して充

分であると考えられる。以上の理由から，本審査委員

会は，本論文が博士（経済学）を授与するに値するも

のと判断する。

田北廣道氏学位授与報告

報告番号乙第115号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成8年3月6日

学位論文題名 中世後期ライン地方のツンフト

「地域類型」の可能性

―経済システム・社会集団・制度

主論文の要旨

西欧学界では1970年以降中世都市史・手工業史研究

が，「問題意識と方法の多様化」を背景に急旋回を遂

第 63巻第3号

げ，長い間支配的地位にあった古典学説を正面から俎

上に載せてきた。 19世紀の自由主義史学と20世紀後半

の成長史学によって練り上げられ，そしてマルクス＝

レーニン主義史学からも広く継承された「生業説・反

動テーゼ」も，その例外でなく，社会史的関心の高揚

と統計分析の定着とのなか，今日既に解体されたとい

っても過言ではない。しかし，過去四半世紀間，国際

的に活発な論議を呼んでいる「プロト工業化」論にお

いても，手工業ギルド（ツンフト）は，農村への生産

立地転換の促進的契機で，すなわち資本主義の発達に

とって阻害要因と消極的文脈で理解されているように，

その成果は中世・近世経済史全体に十分浸透したとは

言いがたい状況にある。そこで本論では，都市史の最

近の動向—中小都市への対象拡大と中心地理論の援

用による地域ベースのシステム論的接近一ーも視野に

収めつつ，ライン諸都市を対象にして動態的なツンフ

ト像を追究し，それを通じて中世後期の経済・社会・

国制上へのツンフトの的確な位置づけを図る。その際，

H.レンツェが手工業者と都市当局・都市領主の政治的

力関係を軸に据えつつ，いわば政治的動態論として提

唱した「ツンフト地域類型」を叩き台とし，特にライ

ン地方の地域類型として「自治」の頂点と捉えられた

「ガッフェル」型ー一既存のツンフトを母体とし，市

民・住民の全員参加のもと編成された市政官の選出団

体ー一仮説の当否を問う形で考察する。

序論(1)では，旧東西ドイツ学界におけるツンフト・

手工業史に関する研究動向の概観から，古典学説の解

体を確認し，併せて史料基盤の拡充・史料批判の厳密

化，地域的接近，多面的考察，職種的類型区分の 4指

針を踏まえた地域ベースの動態像構築の課題を明らか

にした。次いで， 70年代以降の都市史の新潮流に照ら

しながら， 60年代までの成果の集大成としてレンツェ

説の限界を摘出し，接近方法を次のように再構成した。

(1)中世後期ライン諸都市に共通な経済基盤として，都

市・農村双方を捉えた「経済構造の転換」と，その過

程で様々な制度条件に裏打ちされつつ形成されてくる，

都市ケルンを頂点とする経済的中心地システムとへの

注目，（2）この「経済構造の転換」に対応した都市の社

会的編成替えとして，部門間・エ程間隆替と広範な階

層分化による緊張増幅のなかでの手工業者層の社会経

済・政治的な影響力拡大への注目，（3）以上の経済・社

会的な地殻変動に対応した制度変革の象徴として，職

人や下層民を含む幅広い市民諸層の政治統合の位置を

占める「ガッフェル」体制への注目。換言すれば，本

論の副題に掲げた，経済システム・社会集団（手工業
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者）・制度（ガッフェル）と三位一体図式による考察方

法を提示し，併せて史料伝来状況にも言及しつつ対象

都市・時代の限定を行った。

前半部 (II・III)では，『ライン都市図』・『ライン諸

都市の法史・経済史関係の史料集』の既刊分を中心に

66都市を取り上げて，中世後期ライン諸都市のツンフ

ト・手工業史に関わる基本特徴を概観し，また都市・

農村に跨がる「経済構造の転換」一一古典荘園の解体

と定期借地への移行を受けた商業的農業の発展と低地

諸邦・イングランド・ドイツ中央部からの経済活力の

流人という地域内外諸力を基礎とする―と，上記の

経済的中心地システムの形成とを明らかにしてた。ま

ず， IIではツンフト形成の時期と職種的な重心移動，

都市経済のキィ要素をなす禁制圏法の低い展開と農村

ツンフトの存在，手工業者の広範な階層分化とそれを

踏まえた都市内外の問屋制度の展開，中世後期ドイツ

では例外をなす職人運動「低調」と経済・政治要因と

の密接な関連，の諸点で「ガッフェル」型に共通の特

質を検出した。 IIIでは，農業構造の転換と同時進行し

た都市「経済構造の転換」を，羊毛工業依存型から繊

維・金属・皮革の 3部門均衡型への移行と手工業者の

広範な階層分化に伴う「賃金労働依存型」の鮮明化と

捉え，同時に中世盛期下ライン地方の年市システムと

の断絶局面を強調しつつ，様々な制度条件―市場（シ

ュターペル，ファイラーカウフ，取引所），手工業（規

格化，問屋制度），信用（定期金売買，安全護送）一一

に裏打ちされた経済的な中心地システムの確立を跡づ

けた。

後半部 (IV, V, VI)では，規模・経済類型・政治

類型の異なる 3都市一ーケルン，デュレン，ジークブ

ルク—を対象とした個別研究に進み，上記の三位一

体的接近による「ガッフェル」型の検討を行った。帝

国都市ケルン (IV)では，「ガッフェル」体制成立の直

接の契機となった1396年の「闘争」に関する研究史の

概観から始め，近業に共通な指導層に偏った考察方法

と，そこから導き出される指導層の社会的連続説との

限界を指摘した。それに続き，この制度変化を，「経済

構造の転換」につれ鮮明な形をとってくる「賃金労働

依存」型の手工業構造と絡めて考察し，ガッフェル型

の本質を，職人を始め下層民も含む広範な市民諸層の

政治統合の制度と捉えた。中都市デュレン (V)では，

ガッフェル体制が政治類型を越えラント都市にも広く

普及した要因を追究し，上記の「経済構造の転換」過

程で生じた市民諸層間の政治権限の再分配と，領域国

家体制の拡充に不可欠な支配の「受け皿」拡大の要請
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に応える「市民・住民の全員加入原則」と，の階層的

作用を力説した。小都市ジークブルク (VI) では，強

力な都市領主支配のもと「ガッフェル体制」こそ成立

しなかったものの，中心地システムの確立に伴う手エ

業者の経済・政治的地位の強化を確認し，特に，手エ

業者組織の辿る質的転換ー一市場統制・徴税目的に

「上」から編成されたアムト的組織から自発的結合＝

ツンフトヘの移行，さらに宗教改革期の市民闘争の結

晶核への成長―のなかに，共通の経済社会的基盤上

の「ガッフェル」型の発展の特徴を読み取った。

結論 (VII)では，上記の経済システム・社会集団・

制度の三位一体図式を通じて再構成した限りで，ライ

ン地方のツンフト地域類型として「ガッフェル」型は

受容可能なこと，その本質は「ツンフト自治」「指導層

の社会的連続」のいずれにも解消できない，広範な市

民諸層の政治統合の制度に他ならないこと，そして都

市史・主工業史の最新の成果の凝集モデルとして「地

域類型」論は「資本主義発達にとって阻害的か促進的

か」の 2項対立図式に囚われずに，様々な時代・地域

に適用できる豊かな可能性をもつこと，の 3点を強調

した。

論文審査の要旨

｛主査九州大学教授森本芳樹

論文審査担当者副査 ll ll 松下志朗

ll II ll 荻野喜弘

西欧中世後期の社会・経済については，その中で近

世以降ヨーロッパの飛躍的な展開が準備されたとする

積極的見方と，人口減少や社会的混乱による停滞ない

し危機と捉える見解とが，長い研究史の中で対立して

きたが，いずれにおいても手工業・手工業者について

消極的な評価が下されていた。 1960年までの研究者の

大半は，都市に立地した手工業が中世後期には閉塞状

況にあり，手工業者の同職組織であるツンフトが独占

と平等に固執して，経済成長に阻止的な役割を演じた

と考えてきた。本論文のいうこの「反動」テーゼがい

かに根強いかは，最近農村工業の再評価を進めた「プ

ロト工業化論」においても，工業が農村に拡散する有

力な要因が都市ツンフトによる特権墨守だとされてい

る点に，表れているという。著者の最大の狙いは，こ

のように貶められてきた中世後期の手工業・手工業者

を再評価することにあり，この目標は本論文によって

十分に達成されたと考えられる。

もちろん，中世後期手工業・手工業者の正当な評価
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は，それを社会・経済システム全体のうちに位置づけ 分な量であるが，ドイツ学界の研究成果の渉猟におい

た時に始めて可能となる。その作業のために筆者が設 て，本論文は他に類を見ない網羅性を示しており，研

定する枠が，ケルンを中心とするライン地方という地 究史のいずれの段階も無視せず，中世都市研究，手エ

域である。本論文は，歴史学派の「都市経済」概念か 業研究，商業史研究，地域史研究など，多様な流れへ

ら都市史研究による「都市的地域」論を経て，地理学 の目配りも十分である。しかも，枢要と思われる仕事

から歴史学に受容された「中心地」理論に至る，歴史 を徹底的に検討し，継受できる部分を確定した上で新

的地域規定に関するドイツでの研究史を摂取しつつ， しい視角からの史料分析を行って，独自の議論を展開

地域最大の都市ケルンを検討の中枢に捉え，中都市と する。 H.レンツェの「ツンフト地域類型論」， F．イル

小都市から史料伝来が良好で先行研究も豊富なデュレ ジーグラーの「経済統一体論」， W.ヘアボルンと K.

ンとジーグブルクとをそれぞれ選んで，綿密な分析を ミリッツァーのケルン社会研究が代表例であるが，大

加えている。農村が検討対象となることが少ないため， 量の文献を消化するためには適切な戦術であろう。

筆者の描きだす地域は都市ネットワークとの印象が強 本論文が現在の学界に寄与しうる論点は多く，こと

いが，大都市偏重の目立つ従来の中世都市研究と比べ に，中世後期の都市手工業・手工業者とツンフトが社

て，地域を枠とする本論文の方法上の優位は明白であ 会・経済的発展の担い手であったことを示した点が大

る。 きい。しかも，その中では問屋制度が発展して親方下

本論文の方法的なもう一つの長所は，副題が示して 層や職人による賃仕事が増加し，ガッフェル体制のも

いるように，経済的要因に視野を限定せず，社会諸階 とで領邦君主，都市領主，都市当局，そして上層市民

層の動向に注目し，さらに国制と政治をも包含した考 による新たな支配に統合されていくとされている。こ

察に進んでいる点にある。手工業者の「社会集団」を うして筆者の描く手工業・手工業者は，多くの困難に

中核に据えながら，一方では，その利害状況を規定す 立ち向かいながら，ダイナミックに生きていたのであ

るものとして，産業構造や流通組織を包含する「経済 る。さらに，この最大の論点を取り巻くように，多く

システム」が検討され，他方では，手工業者集団と都 の見解が学界への重要な貢献となっている。例えば，

市共同体・都市領主・領邦君主との対立・結合の中で ライン地方での職人運動低調の要因が，上述の状況で

形作られる「制度」が追究される。 職人独自の行動が展開し難かったからであること。ヶ

本論文の表題は，まさにこうした二つの方法的特長 ルンを頂点とする中心地システムで，中小都市の自立

が交又する所で，十全に理解できる。中世後期ラ 9イン 性がイルジーグラー「経済統一体」モデルの想定する

地方の手工業者は経済構造転換に柔軟に対応し，内部 よりずっと高かったこと。この中心地システムの形成

に賃労働依存型の生産・流通形態を作り出しつつ，再 は，繊維・金属・皮革3部門均衡型産業構造の定着及

編の進む都市・領邦支配体制の中で，全体として地位 び市場と信用の制度的整備を伴っていたこと。都市の

を向上させていた。そして，その状況から必然的に， 独占特権が貫徹するはずの範囲である禁制圏は実効的

都市共同体全員参加で市政役職者を選出するガッフェ でなく，ツンフトも農村に広く存在しており，総じて

ルにまで，ツンフト組織が拡大されてくる。この地域 都市と農村との区別が極めて相対的であること，など

に特有なガッフェルというツンフト類型は，「経済シス である。

テム，社会集団，制度」という「三位一体的図式」に 本論文を優れた作品としているもう一つの重要な要

よってライン地方を把握する要であるだけに，様々な 素は，その厳密な構成である。各章末尾に小括が置か

地域を研究していく際の問題索出と比較の手段として， れ，結論では全体の要約が与えられている。地図は4

極めて大きな可能性を秘めているというのである。 葉にとどまるが，史料分析を叙述に即して参看できる

筆者は，同時代の文献史料（ケルンの甲胄工地4職 ようにした表が， 70ページにわたって付されている。

種についての手書史料を含む）を一次史料として鋭い 未刊行史料約15点，刊行史料集21点，欧文研究文献約

分析を加えるとともに， ドイツ学界の研究成果を博捜 230点，邦文研究文献約90点を含む文献目録に遺漏は見

して二次史料としている。前者については，規約や条 当たらない。出版に際して索引と欧文レジュメが加え

例といった規範的記録が与え易い静態的な像を避ける られれば，研究成果の客観的提示として模範的と言っ

ベ<,異なった年代の記録を比較し，苦情書や係争調 てよい。

停記録など複数利害の衝突から生まれた史料を活用す もちろんいかに優れた作品であっても，若干の問題

るなど，工夫をこらしている。こうした一次史料も十 点は免れない。ことに，中世後期ライン地方の研究と
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して完結度の高い本論文で，前後する時期と異なる地

域での手工業・手工業者問題との関連が，不十分にし

か述べられていないのが残念である。先行期について

は，複数の年市が緩やかに連合した流通システムが描

写されたにとどまる。後続する近世初期に関しても，

ヨーロッパ経済の拡大に伴って地域内部の手工業・手

工業者が遂げる変容の見通しを，世界システム論の業

績もある筆者に期待するのは当然であろう。本論文で

の史料の相当な部分が16世紀のもので，しかも宗教改

革の中で書かれたものだけにそうである。通例の時代

区分によれば近世に属する素材も史料とするなら， 14

世紀から16世紀までの時期に一つまとまりをなす手エ

業・手工業者間問題が存在したとの構想となり，表題

の手直しとも関わってくるかも知れない。さらに，同

時代ヨーロッパの他の諸地域でのツンフト類型の詳し

い叙述は無理としても，ライン地方地域類型が占める

位置についての見通しは，もう少し明らかにして欲し

かった。ドイツでの研究史では手工業者組織地域類型

の様々な構想があることを本論文も指摘しているだけ

に，ますますそうである。

さらに指摘しなければならないのは，その豊富な内

容と比べて本論文の叙述が十分に縛られていない点で

ある。まとまった説明の整理不足（例えば，『ライン都

市図」を主とする素材から対象となる都市数を定める

記述）や述語の説明不足（例えば，フェイラーカウフ）

に加えて，ー読してすぐには了解できない文章が少な

くなく，さらに手間をかけた彫琢が必要であったと思

われる。

このような問題点はあるが，主題の段階的・類型的

位置づけは論点明確化のための注文であり，叙述は出

版までに十分に改良できるであろうから，いずれも本

論文が示している大きな価値を本質的に損なうような

ものではない。また，専攻分野に関する知識について

も，研究歴と研究業績からして筆者の力量は十分であ

ると考えられる。従って本審査委員会は，本論文をも

って申請者に博士（経済学）の学位を授与してよいと

判断する。
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澤田善次郎氏学位授与報告

報告番号乙第116号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成8年3月6日

学位論文題名 CIM（コンピュータ統合生産）と経営

管理に関する研究

主論文の要旨

CIMという言葉は， 1973年米国のハリントン博士に

よりはじめてその著書で使用された後，米国製造技術

者協会が競争力の強い日本の製造業に対抗する手段と

して提唱し， 1980年代になって普及しはじめた FA（フ

アクトリーオートメーション）の新手法とされた。日

本の製造業でも， 1985年頃より国内の同業他社との競

争激化，短納期の新製品開発•生産納入要求，顧客二

ーズの多様化・高級化・個性化の進展，外国企業との

競争激化，高齢化の進展，若者の製造業離れなどの対

応策として CIM導入・推進の期待が高まった。つま

り， CIMはポスト・トヨタ生産方式というべきもので

あり，日本の製造業が21世紀を生き抜き，より発展す

るために経営管理活動を適切に行なう有効な手段であ

る。

本論文の特徴としては，以下の諸点が挙げられる。

①ビジョンとしての CIMを「日本型CIM」として具体

的に提唱した。

②日本型CIM導入・推進に当たって予測される問題

点を事前に明示し，その発生を可能な限り末然に防

止し，また弊害を大きくさせない方策を提唱した。

③CIMについて経営の諸側面より，一貫した考えで

追求し，あるべき姿を示した。

④CIMを情報処理的視点でなく，経営管理的視点か

らとらえた。つまり， CIMをあくまで豊かな社会の

確立や経営管理のめたの用具として論じた。

⑤CIM以前の典型的な生産システムであるトヨタ生

産方式つまり JIT(Just In Time)生産方式を基礎

にCIMを論じた。

⑥製造業の生産システムを社会システムの一環として

とらえ，最先端生産システム構築の考え方・進め方

等を今後必要とされる社会システム，特にここでは

病院情報システム構築面に活用することを検討した。

本論文は， 6章よりなる。その章ごとの内容は以下

に示す。
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第 1章は，「CIMとは」という題名のもとに， CIM誕

生の背景と経過， CIMの概念・ねらいと効果，そして

CIMによる仕事の変化， CIMの現状と問題点につい

て論述した。CIMの概念の節では多くの論者の意見を

提示するとともに，自らの定義も示した。 CIMの“M"

は， ‘‘Manufacturing"というより “Management"に

書き換えて考えたほうが良いと主張した。

第2章は，「日本型CIM」という題名のもとに，日本

型CIMのコンセプトおよび海外のCIM導入状況に

ついて論述した。 CIMは，米国の狭義の発想から出発

したが，日本においては広義の発想つまり，経営管理

活動の用具としての CIM,「日本型CIM」に事前に変

換して導入・推進すべきと考え，そのコンセプトを示

した。

第3章は，「経営管理と CIM」という題名のもとに，

経営管理，経営管理の歴史，日本の戦後の生産管理，

CIMと日本の製造業再構築について論述した。

第4章は，「CIMと経営管理活動」という題名のもと

に， CIMと経営戦略，生産管理，販売管理，技術管

理，資材・購買管理，労務管理，財務管理，物流管理，

経営組織，そして CIM化のレベル診断という諸項目

について論述した。

第5章は，「CIMと経営管理技術」という題名のもと

に，種々の経営管理技術的観点より検討し論述した。

第6章は，「CIMと社会システム」という題名のもと

に，病院経営と情報化，顧客満足と病院情報システム

について論述した。CIMは社会システム構築の一環と

しての企業・経営•生産システムでなければならない。

その研究の端緒として病院経営について調査研究を開

始した。

コンピュータ化や通信に関連する技術革新・製品改

革は進み，インフラとしての社会資本投資も進められ

るため，「CIMと経営管理」についての研究の必要性

は，以前にも増して強くなるであろう。社会システム

の中の「CIMと経営管理」の研究を今後の課題とす

る。

論文審査の要旨

主査九州大学教授塩次喜代明

論文審査担当者［副査 IJ IJ 児玉正憲

II II JI 時永祥三

本論文は米国で誕生した CIMが，情報化時代の新

しい製造管理システムとしてわが国でどのように理解

され展開されてきたかをたどりながら，その概念の拡
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張を試み，啓蒙的にその意義を主張するものである。

CIM概念の拡張は，著者自らによる日本企業の生産シ

ステムヘの長年の直接的・間接的な関与に基づいて試

みられており， CIMの応用可能性は生産システムに留

るものではなく，経営管理の各段階や諸側面にも及ぶ

として，これまでの各種管理技法を CIMの下に包括

的に捉え直すことが試みられている。

CIM (computer integrated manufacturing/man-

agement)は，1973年米国のハリソン博士が著書で初め

て指摘して以来， FA(factory automation)を基礎に

した新たな生産手法として注目を集めた。特に米国製

造技術者協会は日本の製造業に対抗する手段としてこ

れを提唱したが，日本の製造業もポスト・トヨタ生産

方式のひとつとして積極的に関心を寄せてきた。わが

国でも既に幾多の先進的な企業でこのシステムの構築

が行われており，製造現場の生産性を改善していると

の報告がある。

しかしこのシステムの何をもって統合的と捉え，ま

たそれがどの範囲で有効であるか，さらには日本と米

国ではこのシステムの理解がどのように異なり？また

独自な展開を示しているかなどについては，まだ充分

には研究が及んでいない。

本論文はCIMを単なる生産システムではなく，製

造業の構造変化を促す手段であり，コンピュータと通

信ネットワークを複合的に利用した経営管理であると

捉えて，ビジョンとしての CIMを提唱しようとする

ものである。

論文は 6章からなっている。第1章は「CIM」とは

という題名のもとに， CIM誕生の背景と経過， CIMの

概念・ねらいと効果，そして CIMによる仕事の変化，

CIMの現状と問題点について論述している。 CIM概

念の節では，多くの論者の意見を提示するとともに，

自らが参加する経営システム技術研究会の定義「コン

ピュータとネットワーク技術により，物と情報の流れ

を一体化して把握し，経営の効率化を図ろうとする，

自律機能のあるフレキシブルな生産システム（論文7

頁）」を支持している。そして CIMのM は， Manufac-

turingというより Managementに置き換えて考えた

方が良いと主張している。全従業員に経営管理者感覚

が求められるようになった現在， CIMによって経営管

理の実態が環境変化の動きとともに全従業員に判るよ

うにすることが可能となる。それにより文字通り全員

参加の経営がより可能になる。その手段の一つがCIM

であると考えられている。

第2章は「日本型CIM」という題名のもとに，日本
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型CIMの展開を海外からの CIM導入状況に関連づ

けながら論述している。そして CIMは米国の狭義の

発想から出発したが，日本においては広義の発想つま

り，経営管理活動の用具としての CIMに変換して導

入・推進すべきであることが主張されている。変換さ

れた CIMを「日本型CIM」と呼び，そのコンセプトに

は以下の 8項目の特徴が指摘されている。

すなわち（1）全員参加の CIM,(2)情報偏重に陥らない

CIM, (3)個性ある CIM,(4)人にやさしい CIM,(5) SIS 

（戦略的情報システム）を含む CIM,(6)長期的視野に

立ち短期的利益も追求する CIM,(7)データベース重視

のCIM,(8)国際化重視の CIMである。

第3章は「経営管理と CIM」という題名のもとに，

経営管理，経営管理の歴史，日本の戦後の生産管理，

CIMと日本の製造業再構築について論述している。日

本の戦後の生産管理の節では，生産体制，工程管理，

品質管理，原価管理，設備管理の変遷について論究す

るとともに，その固有技術・管理技術的発展が統合化・

事前化・ハイテク化を通して，日本型CIMに開花され

るであろうと予測している。 CMIと日本の製造業再構

築の節では，日本の製造業の 9つの課題について詳細

に指摘するとともに，その解決の方向を示唆し，さら

にそれらの課題を解決する「鍵」がCIMであることに

ついて論究している。

第4章は，「CIMと経営管理活動」という題名のもと

に， CIMを経営戦略，生産管理，販売管理，技術管

理，資材・購買管理，労務管理，財務管理，物流管理，

経営組織に関連づけて CIMの展開可能性を探ると共

に， CIMのレベル診断という諸項目について論述して

いる。

第5章は「CIMと経営管理技術」という題名のもと

に， CIMと標準化， CIMと下請中小企業， CIM化の管

理項目， POP（生産時点情報管理）の診断， CIMと人

材育成， CIMと製造現場リーダーの養成，知能エ（職）

に関する考察， CIMと労働時間短縮， CIMとエルゴノ

ミックス， CIMと要素技術， CIMと管理技術， CIMと

SIS, OAと経営管理， OAの効果的進め方に関する考

察およびCIMの推進とその課題という諸項目につい

て論述している。項目が多岐にわたっていることから

分るように，ここでは種々の関連する個別研究を纏め

上げることが試みられている。拡張された CIM概念

を具体的に正しく把握し，その方向付けを誤らないよ

うにするためには，実態に即して多面的な角度から

CIMを検討する必要があるが，この章はそうした課題

への回答を試みている。
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第6章は「CIMと社会システム」という題名で，病

院経営と情報化および顧客満足と病院情報システムに

ついて論じている。病院経営と情報化の節では，医療

の現状・今後，病院経営の現状・今後のあり方につい

て論じた後，病院経営におけるコンピュータ利用状況

と病院情報化の留意点について論述している。顧客満

足と病院情報システムの節では，医療の情報化が「医

療の現場で働く人の満足」をベースに「医療サービス

を受ける患者の満足」に貢献することを願って，顧客

満足と病院サービス，医療情報システム活用による病

院サービス強化，顧客満足を得る病院情報システムと

その構築のポイントについて論述している。

本審査委員会は 3度に渡って著者に直接的に口答に

よる審査を行うとともに，独自に論文の分析検討を重

ねた。これらの審査過程で本委員会は主に，論文がそ

の内容において学術的貢献が明確でありまたその論及

が質的に充分な高さにあるといえるのか，そして論文

の形式的要件を充分に満たしているかに注意して審査

にあたった。

本論文はこれまでに各種の学術誌や紀要，あるいは

学会誌や学会報告などで繰り広げてきた議論を日本型

CIMの下に総合的に整理を試みたものであり，日本型

CIMによって概念の拡張とその応用を目指したもの

である。この試みは意欲的であり，日本の CIMが欧米

とは異なる展開を示しながら，経営管理の単なる補完

的なものではなく，経営管理そのものがCIMによっ

て大きく変革することを展望しようとしている。 CIM

は社会システムの中の企業・経営システムであり，働

く人々や生活する人々に幸せをもたらすものでなけれ

ばならないとも展望しようとするのである。

しかしそのために CIMの取り扱う領域は多元的か

つ多様にならざるをえず，既存の経営技法と CIMと

の相互関係をどのように捉えるかが課題になる。この

ことについて論文は常に CIMの推進を啓蒙すること

に比重がかかり，起こりうるであろう概念的な混乱に

ついての理論的説明は必ずしも十分とは云えない。ま

たCIMによって経営管理の諸側面がなぜどのように

変化してゆくのかについての因果的説明が乏しいこと

も問題として指摘できる。著者も既にこれらの諸点に

ついては問題意識を抱いているところであるだけに，

論文の唱えるような CIMの推進が理論的に破綻なく

整合的に展開可能であるのか，今後の著者の研究の展

開に期待したいところである。なお引用文献と参考文

献とが並列的に網羅されているだけであって，引用の

出典にあたることができない箇所が少なくない点や文
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献の掲示方法についての不備も指摘しておきたい。

このような問題点を含んではいるが，本論文は CIM

という今日的な問題に正面から取り組んだものであり，

わが国では類書が少ない状況にあり，本論文の占める

位置は小さくない。そして本論文には著者の長年にわ

たる実践と研究の成果が豊かに盛り込まれており，そ

のことが議論に説得力を高めていることは評価できる。

種々の経営領域を CIMを鍵概念にして取り上げ，独

自な概念や具体的な実践の方法を示した論文であり，

本論文は経営管理の分野の発展に貢献すると思われる。

また専攻分野に係る知識は，著者のこれまでの研究歴

とその業績からして充分であると考えられる。よって

本委員会は本論文が博士（経済学）の学位授与に値す

ると判断する。

井上伊知郎氏学位授与報告

報告番号乙第117号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成8年3月19日

学位論文題名 欧州の国際通貨とアジアの国際通貨

主論文の要旨

本論文では，国際通貨の特徴を把握し，その特徴に

基づき国際通貨の定義を行い，国際通貨の現状を分析

することによってその定義に肉付けしている。本論文

では国際通貨の特徴を次のようにとらえている。国際

通貨は，貿易取引の次元では，自国の貿易取引におい

てだけでなく，第三国間の貿易取引においてまでも契

約・決裁通貨として使用されるという特徴を持ってい

る。また，銀行間外国為替市場の次元では，為替媒介

通貨として使用されるという特徴を持っている。これ

らの特徴こそ国際通貨の質の重要なメルクマールとと

らえている。それは，貿易取引の次元における特徴が

直接的な多角決済を，銀行間外国為替市場の次元にお

ける特徴が媒介された間接的な多角決済を表わしてい

るからである。第三国貿易通貨は，個別外国為替銀行

の内部において，また銀行間外国為替市場の次元にお

いて直接的な多角決済を可能にし，為替媒介通貨は，

銀行間外国為替市場の次元において媒介された間接的

な多角決済を可能にする。第三国貿易通貨および為替

媒介通貨は，外国為替銀行がある国の対外的受取と支

払を特定国通貨建て銀行勘定（バランス）に集中して

多角決済を効率的に行うことを可能にしている。従来
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の国際通貨＝銀行勘定（バランス）論は，それだけで

は国際通貨を定義することに成功していない。本論文

では，先の特定国通貨建て銀行勘定の機能を国民的次

元における効率的な多角決済ととらえ，その機能を上

述の国際通貨の特徴に基づいて解明し，国際通貨を正

しく定義しようと試みている。

本論文の国際通貨の定義によると，異なる二種類の

国際通貨（バランス）が存在することが明らかとなる。

すなわち，第三国貿易通貨に足を置く国際通貨（バラ

ンス）と為替媒介通貨に足を置く国際通貨（バランス）

である。この二種類の国際通貨（バランス）は理論的

に区別できるし，区別されなければならない。国際通

貨という範疇は，為替媒介通貨の範疇よりも広く，こ

の二種類の国際通貨（バランス）を含んでいる。国際

通貨という範疇は，この二種類の国際通貨（バランス）

の統一の中に在る。

貿易決済通貨の多様性，準備通貨の多様化などの状

況から， 1960年代末から1970年代にかけて，国際通貨

は多様化していると現状分析されることが多かったが，

本論文ではポンドが切り下げられた1967年末以降むし

ろ国際通貨はドルに統一されていったと主張している。

その根拠として，第三国貿易通貨，為替媒介通貨がド

ルに統一されていったことを挙げている。西欧諸国に

特にみられる貿易決済通貨の多様性は，第二次世界対

戦終結直後ドル不足の下にあった西欧諸国が， ドルを

節約しつつ域内貿易を促進するために相互に締結した

双務支払協定にその起源を有すること，その貿易決済

通貨構造は， ドル不足が解消されてからは個別企業の

為替リスク対策として継承されてきたこと，したがっ

て，それは国際通貨の多様化の性格を有するものでは

ないことを主張している。例えばマルクは貿易当事国

通貨として使用されることはあっても第三国貿易通貨

として使用されることはなかった。

国際通貨の特徴からみると， 1980年代後半に看過す

ることのできない事実が生まれてきた。一つは銀行間

外国為替市場の次元において為替媒介通貨ドルを使用

しない他通貨同士の直接取引が目立つようになってき

たことである。また，一つは，発展途上国，例えば

ASEAN諸国が域内貿易の決済に域内諸国の通貨を

使用する動きを始めたことである。

本論文では，為替媒介通貨ドルを使用しない他通貨

同士の直接取引のほとんどがマルク対貨の取引である

こと，西欧諸国には中心に位置するマルクに対して西

欧諸国通貨が直接取引される放射状の銀行間外国為替

市場がすでに存在していること，西欧域内においては
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マルクがさらに為替媒介通貨として確固たる地位を占

め， ドルを駆逐していること，介入通貨，準備通貨と

してもマルクが大きな役割を果たしていること，した

がって欧州の国際通貨は今やマルクとなったことを，

その背景の諸要因を分析するとともに主張している。

これに対して，アジアにおいては第三国貿易通貨も

為替媒介通貨も依然として圧倒的にドルであり，円や

マルクはそのような役割を果たしていないこと，した

がってアジアの国際通貨はドルであることを主張して

いる。例えば円は，銀行間外国為替市場の次元におい

てアジア諸国の通貨と直接に取引されず， ドルに媒介

されることによってはじめて取引されることを実証し

ている。

しかしながら， ASEAN域内貿易の決済において

ASEAN諸国通貨の使用が増加しつつあること，アジ

ア諸国と日本間の貿易決済において円とアジア諸国通

貨の使用が増加していること，アジア諸国と日本間の

資本取引が増加していることから，円がアジアの為替

媒介通貨に，したがって国際通貨になる可能性を，そ

の背景をなす諸要因を分析するとともに主張している。

こうして，本論文では，国際通貨の現状を分析する

ことによって，本論文が行った国際通貨の定義に肉付

けしている。

論文審査の要旨

｛主査九州大学教授徳永正二郎

論文審査担当者副査 LL 助教授川波洋一

ll ll ｝｝ 石田 修

1971年8月の金・ドル交換停止およびそれに続く

1973年春の先進主要諸国による変動相場制への移行に

よって，国際通貨制度は名実ともに金との関連を断ち

切られることになった。そのうよな状況の中で，国際

通貨を世界貨幣・金と区別し，外国為替取引にもとづ

く独自の範疇として確立しようとする作業が進められ

てきた。本論文は，世界貨幣・金と国際通貨との区別

という視角を受け継ぎながら，国際通貨の機能上の特

質を，とくに為替媒介通貨と第三国貿易通貨の 2つに

注目して，理論的・実証的に追究した研究である。著

者は，この研究において次のような課題を設定してい

る。第1に，国際通貨の特徴の析出，第2に，呈示し

た国際通貨論の視角にもとづいた国際通貨の多様性の

分析，第3に，設定された国際通貨論視角の有効性の

確認，第4に国際通貨の意義と限界の解明である。研

究の対象とされているのは，欧米・アジアを中心とす
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る国際通貨，国際金融，国際金融市場の実状と，それ

をめぐり内外でこれまでなされてきた諸研究である。

本論文は，第 1章から第7章までの 7つの章とむす

びから構成され，国際通貨の問題が体系的に考察され

ている。以下，その内容を要約する。

まず第1章「貿易契約・決済通貨の多様性」では，

S.グラスマンの実証研究を手がかりに，次の事実が明

らかにされている。すなわち，先進諸国では輸入の契

約・決済通貨構成に占める第三国通貨の地位は輸出の

契約・決済通貨に占めるその地位よりも高く，その傾

向は時系列的に見るといっそう強まっているという特

徴があること，またその他の地域においても第三国通

貨と貿易相手国通貨としての先進国通貨がもっぱら使

用されているという事実である。第2章「国際通貨」

では，自国および第三国の貿易取引における契約・決

済通貨としての使用，また銀行間為替市場における為

替媒介通貨としての使用といった国際通貨の機能上の

特質を踏まえて， 1960年代末から70年代初めにかけて

の国際通貨のドルヘの統一という事態が明らかにされ

ている。本論文は，契約・決済通貨および為替媒介通

貨の現状の分析を先進資本主義国だけでなく途上国に

ついても行っている。第3章「貿易契約・決済通貨の

多様性の性格」においては，貿易契約・決済通貨に見

られる多様性の性格が分析される。 1967年末以降，各

国の為替平価の不安定化によって増大した為替リスク

を回避するために，先進資本主義国の商品輸出入企業

は，可能なかぎり契約・決済通貨として自国通貨を選

択した。この認識を踏まえて，本論文は，契約・決済

通貨の多様性は，国際通貨の多様化ではなく，商品輸

出入次元における為替リスクの回避という性格を持つ

と主張する。第4章以降の議論は，次の 2つの事実認

識を踏まえて展開される。 1つは， 1980年代後半から

銀行間為替市場において，為替媒介通貨ドルを介在さ

せない他通貨同士の直接取引が目立つようになったこ

と，もう 1つは，世界経済の統合化と地域内貿易の促

進，域内貿易における域内通貨または域内独自通貨の

使用という動きである。第4章「国際通貨ドルの浸食」

では，各国中央銀行による定期的な外国為替市場調査

にもとづいて，為替媒介通貨ドルを用いない他通貨同

士の直接取引のほとんどがドイツ・マルク対貨の取引

であること，それにあわせて為替媒介通貨ドルが浸食

されつつある状況が，明らかにされている。第5章「国

際通貨ドイツ・マルクの成立一一為替媒介通貨として

のドイツ・マルクー」においては，西欧域内におけ

るドイツ・マルクが為替媒介通貨として確固たる地位
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を占めている状況が，さきの中央銀行による市場調査

と著者自身による現地聞き取り調査にもとづいて明ら

かにされる。著者が強調するのは，ョーロッパの銀行

間為替市場においては， 1890年代後半以降為替媒介通

貨マルクが成立したという事実である。第6章「為替

媒介通貨ドイツ・マルク成立の背景」においては，為

替媒介通貨マルク成立の背景として，次の 8つの事実

が指摘される。すなわち，（1）西欧域内におけるマルク

建ての実需取引の大きさ，（2)EC統合の深化，（3)EC域

内外の資本移動の活性化，（4)1985年OPEC総会以後の

原油価格の急落，（5）米国の経常収支•財政収支の悪化

と，世界市場に占める米国の地位低下，（6）プラザ合意

以降のドル相場の下落，（7）欧州通貨制度 (EMS)の成

果と，マルクを焦点とする西欧諸国通貨の為替相場の

安定，（8）ユーロマルク市場の発展，の 8つである。第

7章「アジアの国際通貨」では，欧州の状況と対比す

るかたちでアジアの国際通貨の現状が分析されている。

本章では，円に対してアジア諸国通貨が直接取引され

る外国為替市場は存在せず，国際通貨は依然としてド

ルであることが明らかにされる。その意味で，アジア

にあるのはドル圏であって，現時点において円圏など

というものは存在しない。さらに現状に照らして国際

通貨円成立の道のりは遠い，という認識が示されてい

る。最後に，「むすび」では，現在の国際通貨が2種類

の国際通貨（第三国貿易通貨と為替媒介通貨）の統一

の中にあることが指摘される。著者が強調するのは，

各時期の国際通貨（ポンド， ドル，マルク）の存立基

盤は異っていることである。すなわち，第一次大戦前

のポンドは第三国貿易通貨，第二次大戦直後のドルは，

西欧諸国において為替媒介通貨， 1970年代頃までの日

本では第三国貿易通貨，さらに現在の国際通貨マルク

は為替媒介通貨に，足場を置いていると言うのである。

本論文は，国際通貨範疇の明確な規定にもとづいて，

戦後一ー特に1960年以後一ーの世界経済と国際金融の

激動過程を丹念に追跡しながら，国際通貨の状況を解

明した研究である。本論文の対象領域における重要な

貢献は次の 4点にまとめることができる。第1に，こ

れまで世界貨幣・金に対する独自な範疇として論議さ

れてきた国際通貨を，特に第三国間における契約・決

済通貨として使用されるという機能と，銀行間為替市

場において為替媒介通貨として使用されるという機能

の2つのメルクマールにおいて，さらに鋭く範疇規定

したことである。このような国際通貨の特徴の把握に

もとづくことによって， 1960年代末から70年代初めに

かけての国際通貨のドルヘの統一という事実の解明が

第 63巻第3号

可能になった。第2に，為替媒介通貨ドルを使用しな

い他通貨同士の直接取引が統計的に析出され，為替媒

介通貨ドルの浸食の状況が明らかにされたことである。

契約・決済通貨の次元における多様化の議論は，既に

S.グラスマンの研究を嘴矢として内外においていく

つかの成果が発表されていたが，それを為替媒介通貨

の次元において実証したのは，本論文が最初である。

第3に，為替媒介通貨ドルの浸食の対極にある事象と

しての為替媒介通貨マルクの成立を実証したことであ

る。この論点の解明は，これまで本格的に利用される

ことのなかったヨーロッパ諸国（オランダ，ベルギー，

デンマーク，スペイン，スイス，スウェーデンなど）

の公的機関，民間機関の発表資料を駆使し，また主要

金融市場で活動する金融機関での著者自身による精力

的な聞き取り調査にもとづいてなされているという点

で，強い説得力を持っている。第4に，現時点におい

てアジアの国際通貨はドルであり，円の国際通貨とし

ての地位は確立していないという結論を導き出すこと

によって，そこから逆に，将来における円の国際通貨

化の条件を探る重要な視点を呈示したということがで

きる。

確かに，アジアの分析に係わる第4の点は，本論文

全体の中で1つの章を占めるにすぎず，分析の深さや

考察の範囲において，ヨーロッパに比してバランスを

欠いている。だがこの点は，今後の研究の深化の基礎

を築こうとするものという前向きの評価を与えること

もでき，本論文の価値はいささかも揺るがない。

本論文を中心とする専攻分野に関する専門知識につ

いても，本人の研究歴，研究業績などから見て充分で

あると思われる。以上の理由により，本審査委員会は，

本論文が博士（経済学）を授与するに値するものと認

める。

刀田和夫氏学位授与報告

報告番号乙第118号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成8年3月19日

学位論文題名 サービス論争批判

—マルクス派サービス理論の批判と克服

主論文の要旨

本論文は，戦後わが国のマルクス経済学界の主要論

争点の一つである。サービス労働の価値形成性いかん

-104-



平成7年度学位論文要旨・論文審査要旨

をテーマとしたサービス論争を取り上げ，マルクスの

サービス論と， 1960年代後半以降の生産的労働論的サ

ービス論脱却後のサービス論（交通生産論争や商業労

働論争を含む）を対象に，これらを様々な論点から批

判的に検討するとともに，筆者独自の立場からサービ

ス労働の価値形成性の論証を試みたものである。また

このテーマに関連し，主要なサービス活動の事実に即

した分析によって，サービス部門の性格やこの部門の

商品（サービス商品）の特質と存在形態の解明を行い，

この部門が物的財貨生産部門と大いに異なる点があり

ながらも，後者と本質的に同一の理論的枠組みのもと

に位置づけることが可能であることを明らかにしよう

としたものである。

本論文の主要課題であるサービス労働の価値形成性

いかんの解明において，筆者が基本的に重視したのは

サービスをめぐる使用価値的側面である。すなわちサ

ービス及びそれを生産するサービス労働が，いずれも

物的財貨やそれを生産する労働と本質的に異なるもの

ではないこと，内容的にはサービスも生産物であり，

サービス労働も生産物を生産する労働であることを明

らかにすることに力を注いだ。こうした視角は，論争

が1960年代の後半を境に生産的労働論を放棄し，問題

を『資本論』の価値論の次元で論ずるという正当な場

所に移行したことに基づいている。そこでは価値は生

産物である商品の価値であり，商品として販売される

生産物を生産する労働が価値を形成する。すなわち商

品生産を前提すれば生産物を生産する労働が価値を形

成する。するとサービス労働が価値を形成するか否か

は，それが生産物を生産するか否かによって決定され

ることになるのである。

本論文ではこの観点から，まず『資本論』，『剰余価

値学説史』などにおけるマルクスの生産物及びサービ

スのとらえ方を詳細に検討し，それらが不当にも物的

財貨のみを生産物と規定し，それ以外の対象の生産物

性を否定するものであること，したがって物的財貨（＝

生産物）を生産しないサービス労働の価値形成性は否

定されていることを明確にする。また様々な意味でマ

ルクスに基礎を置いてサービス労働の価値形成性を否

定する通説派のサービス論が，まさにそのこと故に根

拠薄弱な主張を行っていることを明らかにしている。

他方，サービス労働が無形生産物など何らかの意味

で生産物を生産することをもってその価値形成性を肯

定する反通説派の主張を，論争史上生産物説と呼んで

おり，筆者もこの立場をとるものだが，筆者はこの説

についても，それが通説と異なる仕方だがマルクスに
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依拠するために，その主張に実質的な内容と一貫性を

欠き，自説の証明に成功していないことを明確にする。

その一方で，現実のサービス業にはそのサービスが，

労働によってつくり出される，労働とは区別される無

形の（物的財貨以外のものからできている）対象とい

う意味で無形生産物と規定できるものが，電力供給，

TV放送，情報提供業，舞台演芸，プロスポーツなど多

数存在することを明らかにして，この説に新たな内容

を与えている。

しかし筆者は，サービスをすべて無形生産物と規定

する立場はとらない。現実のサービス業は非常に多様

であるから，その生産物であるサービスを一つの概念

で括ることは不可能である。共通の特徴をもつグルー

プないし業種ごとにそのサービスをとらえ，それぞれ

が生産物と規定できることを明らかにしなければなら

ない。そしてサービス業は大きく分ければ，上述の無

形生産物提供サービス業と，それ以外の，例えば物的

財貨の加工，修理のような「対物サービス」を行うサ

ービス業，理美容や教育のような「対人サービス」を

行うサービス業，交通業，賃貸業などの非無形生産物

提供サービス業とに二分されるが，筆者は後者につい

ても，各々のグループないし業種のサービスを，労働

の結果実現される対象の「形態変化」，「位置変化」あ

るいは「時間を単位とした財量」などととらえ，それ

らがいずれも無形生産物とは別の意味で生産物と規定

できることを明らかにしている。

以上の考察の結果，多くのサービス業のサービスが

生産物と規定されることが明らかになった。したがっ

てサービスを生産するサービス労働も生産物を生産し，

商品として販売される生産物を生産しているといえる。

そして商品として販売される生産物を生産する労働が

価値を形成するのであるから，サービス労働もまた価

値を形成すると結論される。

なお，本論文は主としてわが国における論争を対象

にしており，一部を除いて欧米及び旧ソ連・東欧の論

争にはふれていない。そのためにわが国では論ぜられ

なかった若干の論点を取り上げることができなかった。

またサービス業についても主要な業種はカバーしてい

るとはいえ，すべてを網羅しているわけではない。特

にサービス労働の価値形成問題という視角のために，

通例サービス業に分類されていることの多い金融・保

険業，商業，飲食業，ガス・水道業などは最初から考

察の対象からはずされている。しかしこれらの業種の

性格やその生産物をどうとらえるかということも，理

論的に非常に重要な問題である。これらの研究はいず
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れも今後の課題として残されている。

論文審査の要旨

主査九州大学教授矢田俊文

論文審査担当者｛副査 Jl lJ 下山房雄

｝｝ ｝｝ ｝｝ 逢坂充

本論文は，マルクス経済学の世界で長い論争課題で

あった，サービス労働の価値形成性をめぐるわが国で

の論争（いわゆる「サービス論争」）を丁寧にあとづけ

ながら，刀田氏自身の見解を大胆に提示したものであ

る。一言で表現すれば，マルクスは「サービス労働は

価値を形成しない」と指摘しているという解釈（通説

派）に賛意を示す一方で，「サービス労働も物的財貨生

産労働と同じく商品として販売される生産物を生産し

ている」という独自の論理をベースにして，「サービス

労働は価値を形成する」（反通説派）を論証したもので

あり，「サービス論争」を新たな段階に導いた論文であ

る。

本論文で，著者は，「サービス業を，通常の意味での

物，有形物，あるいは法律上の有体物に相当するとい

う意味での物的財貨，これを生産しかつ販売する部門

及びその販売のみを行う部門，以外の部門で，物的財

貨以外の何らかのものを商品として販売する部門，と

する定義を採用している」 (p.iv)。このように，サー

ビス業について，その「多様性故にポジティブな定義

が不可能」で，「『消去法』による定義」ないし「ネガ

ティブな定義」をしながら，「共通の特色を持つサービ

ス業のグループ毎にその商品を確定し，それぞれにつ

いて生産物であることを証明」することに腐心し，こ

れを通じて，「サービス業がその商品の素材・性状，生

産と消費の関係，売手と買手の関係など，非常に多く

の点で物的財貨生産部門とは異なる点がありながらも，

生産物である商品を生産・販売する点で，この部門も

後者と本質的に同一の性格をもつことを示す」 (pp.

vii-viii)ことを論証しようとしている。つまり，「サー

ビス労働も物的財貨生産労働と同じく商品として販売

される生産物を生産している。そしてこのようだとす

れば，『資本論』の価値論で商品として販売される生産

物を生産する労働が価値を形成するのだから，サービ

ス労働もまた価値を形成する」 (p.ix)というのが本論

文の最も重要な結論である。

第1章「サービス論争の転換」では，「サービス論争」

にかかわった論者のなかで，広田純，阿部照男，山田

喜志夫，金子ハルオ，長岡豊，伊藤岩，赤堀邦雄の各

第 63巻第3号

氏を登場させ，それぞれの見解を紹介しつつ，批判的

に検討を加え，これを通して，「サービス論争がマルク

スの生産的労働論を放棄するに至った経緯と，その理

論的含意を明らかにし，論争が価値論という理論的に

正当な位置に据えられる過程を跡づけている」 (p.

viii)。

第2章「マルクスとサービス労働の価値形成性」で

は，『学説史』と『資本論』（第 1巻，第2巻）におけ

るサービス労働と交通論についての論述を紹介し，マ

ルクスは，無形生産物概念を否定し，サービス労働の

価値生産性を肯定していないとともに，運輸業につい

ては「場所移動」という「有用効果」を販売している

として，運輸労働の価値形成性を承認しているのは，

「『資本論』体系における論理一貫性という点で難問を

抱えている」 (p.51) と批判する。

第3章「サービス労働と価値形成」では，金子ハル

オと山田喜志夫両氏の論説をとりあげて，批判的な検

討を加える。金子説では，すべての物質的財貨の生産

は人間社会の存在と発展の根本条件であるが，サービ

スはすべてそうでない，というのが価値形成か否かの

根拠となっているが，肝心の「根本条件」そのものが

意味することが明確でない，と批判する。また，山田

説では，人間の自然への働きかけを生産の概念と不可

分のものとしてとらえ，その観点からサービス労働は

生産物を生産せず，したがって価値を形成しないと説

くが，これに対し刀田氏は，生産にとって自然への働

きかけが不可欠のものかという疑問を提起する。

第4章「サービス商品＝労働説批判」では，価値と

は対象化された労働であり，対象化する以前の活動状

態の労働であるサービス商品は価値をもたない，と主

張する大吹勝男氏の見解を紹介し，「サービス提供の場

合には，そこにおける労働は明らかにその結果・成果

として，それ自身とは区別される有用な対象をつくり

だしており，消費者はそれを消費している」，したがっ

て，「サービス商品は活動状態のそれ自体ではありえ

ず，サービス労働の生産物」である (p.81) という見

解を対峙して，これを批判する。

第5章「サービス商品＝有用効果説批判」では，社

会のための使用価値（生産物）を生産する労働が価値

形成労働となり，物的生産部門が使用物という使用価

値をうみだし，サービス部門は「有用効果」という使

用価値をうみだす，としてサービス労働の価値形成性

を論拠づけようとした飯盛信男氏の見解を俎上にあげ，

氏が依拠している『資本論』第1巻から「有用効果規

定」をもちだすのは解釈上無理があること，「有用効果」
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の実質的内容が明確でないことをあげて否定する。

第6章「サービスの無形生産物理論」では，石倉一

郎氏らによって提起されたサービス労働は無形の生産

物を生産するという「無形生産物」説を検討し，これ

を刀田氏の立場から積極的に評価する。すなわち，「サ

ービス労働はそれ自身とは区物される，無形の有用な

対象，すなわち無形生産物をつくりだし，サービス業

はそれを商品として販売している。サービス労働も商

品として販売される生産物を生産している。この故に

サービス労働も価値を形成する」 (p.106) という「無

形生産物説」を定式化している。その上で，こうした

無形生産物説をとる石倉氏や馬場雅昭氏らは，「当の無

形生産物たるサービス商品が何か一向に明らかでな

い」と批判して，現実のサービス産業からの無形生産

物を析出している。ここでは多様なサービス産業につ

いて考察されているが，二，三の事例をあげれば，演

劇においては，「映像的，音声的要素で構成されている

物語の一種としての劇」 (p.119)が俳優の演劇労働と

区別される無形の生産物であり，著述業では「文学的

な一定の意味・内容一文学的情報，文学作品である小

説」 (p.121)が無形の生産物というのである。

この無形生産物説とその具体的析出こそが，刀田氏

のく知的サービス労働の最大の「無形生産物」〉であ

り，本章が本論文の鍵的な位置づけを果たしている。

氏は，さらに，無形生産物説は，特定のサービス業に

のみ有効であり，他の非無形生産物提供的なサービス

産業も存在するとして，第7'第8,第9'第10章を

叙述している。

第7章「非無形生産物提供サービス論」では，具体

的な非無形生産物提供サービス業の「生産物」につい

て考察している。理容・美容サービスについては「顧

客の髪・顔の変化した状態」，医療サービスについては

「患者の病気が治癒した状態」，学校教育サービスにつ

いては「生徒の身体の内に学力を形成すること」：生活

及び廃棄物の処理サービスについては廃棄物を「位置

的，物質的に無害な対象に変えること」，といったよう

に，各種サービス業の「生産物」を規定してみせる。

第8章「交通＝生産の根拠と交通業の生産物」では，

「交通業の販売商品は運輸対象の変化した位置という

生産物」，保管業の生産物は「財貨を生産時点から消費

時点へ移動して使用可能な対象とすること」と規定す

る。第9章「流通労働と価値形成」では，マルクスが

流通労働なるものは価値の形態転換を行うだけで商品

を生産せず，したがって価値を形成しないという考え

方であることを批判し，流通労働の本質は商品の引渡
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と貨幣の支払いであり，これによって商品としての使

用対象が社会的に完成するのであり，物的に完成する

生産，位置的に完成する運輸，時間的に完成する保管

とならんで，まさに「商品のために行われ，商品に投

下され，商品に対象化する労働であるかぎり，価値を

形成する」 (p.209)との立場を鮮明にしている。最後

に，第10章「賃貸の経済分析」では，「時間を単位とし

た財量の生産・販売であり」，「ここにおける直接，間

接の労働も価値を形成する」 (p.242)と結論づけてい

る。

本論文は，わが国のマルクス経済学の世界で長年議

論され，刀田氏自身も積極的にかかわってきた「サー

ビス論争」についての氏自身の総括的な整理である。

サービス労働が価値を形成しないという諸説，価値を

形成するとみる場合でも，サービス労働の生産物を「有

用効果」とする見解などについて詳細に検討し，これ

らの論理展開における弱点を鋭く指摘することを通じ

て，次々と論破していく。その上で，サービス労働が

無形の生産物を生産しているという見解を継承し，具

体的なサービス業を対象として「無形の生産物」なる

ものの内容を摘出していく。さらにその延長上に，非

無形生産物提供サービス業，運輸業，保管業，流通業，

賃貸業などのサービス労働についても考察して，その

「生産物」を解明し，これを通じてこれらのサービス

業はいずれも「価値形成的」であるとする。

このように，氏のサービス論争における立場は，一

貫した論理で貫いており，論争における一角を確実に

担っている。サービス労働の価値形成性に否定的な論

敵である金子ハルオ氏でさえ，本論文の書評のなかで，

「新『サービス＝生産物説』と呼ぶことのできる氏の

独自の見解を明確に体系だてて示された」ものであり，

「マルクスの生産および生産物の概念を批判的に検討

し」，「『サービス＝労働説』と『通説』を『反通説』の

立場から従来にはない新たな論理をもって批判し，克

服すること」を目指したものであり，その意味で「『サ

ービス＝生産物説』の完成形態である」とともに，こ

れによって「サービス論争が新たな段階に達したこと

を示し」ている，と指摘しているほどである。（「『サー

ビス論争批判』の批判一新『サービス＝生産物』説の

吟味と批判」『社会情報学研究』 3,1995)。

本論文が一貫した緻密な論理でサービス労働価値形

成説を主張していること，その内容がわが国の「サー

ビス論争」の重要な一翼を担うレベルにあること，こ

の二点に鑑み，また，本人の研究歴，研究業績を考慮

するならば，本論文が博士（経済学）の学位授与に十
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分に値すると判断することができる。ただ，本審査委 あろう。

員会では，本論文の独創性を高く評価しつつも，流通

業や運輸業の価値形成の論拠づけ，演劇・音楽などに 坊t土潅杓哉氏渭針立桟そ与幸艮告~

みられる生産と消費が同時に行われる消費サービス部

門における「生産物」の規定などについて，必ずしも

積極的に首肯することはできないが，それこそ「サー

ビス論争」そのものに深入りすることになるので，こ

こではこうした批判を自制することが委員会の役目で

あろう。そのうえで，なお，本研究がわが国のマルク

ス経済学界という限定された分野における貢献をこえ

てより普遍性をもちえることを期待して，簡単なコメ

ントを加えることは許されるであろう。

現代社会は，「脱工業化社会」，「サービス社会」，「知

識社会」，「情報化社会」とよばれるように，物質的財

貨の生産を軸とする社会から，新しい社会に移行しつ

つあるとみられている。しかし，その内容については

必ずしも共通の理解に達しているわけではない。これ

には，刀田氏が研究対象としている「サービス産業」

なるものの内容と実体の解明が不可欠である。サービ

ス産業を「ネガティブ」に定義し，また，共通の特色

をもつサービス業にグループ分けするなど消極的な接

近ではなく，産業構造の展開を軸とするマクロ経済の

史的展望という視点からのサービス産業論がいま求め

られている。同じサービス産業といっても，輸送・保

管・流通（商業）など工業社会と不即不離にある部門，

工業社会のなかから登場しその独自の役割を強めてき

た金融保険・貸付部門，工業社会での分業深化の過程

で自立化傾向を強めている研究開発・デザイン・ソフ

トウェアなど知識財生産部門，消費者を直接対象とし

た医療•福祉・教育・娯楽などの消費サービス部門な

ど，「生産物」の性格が基本的に異なるとともに，産業

構造の高度化における歴史的役割が全く異なっている。

因みに，ケネーらの重農主義学説においては農業のみ

がsurplusを創造するとしたのに対し，スミスは物的

生産の分業発展の上に価値論を構想した。サービス化

については，コーリン・クラークは，消費サービスに

おける高い需要の所得弾力性と労働生産性の低い伸び

をキー概念とする消費サービスの成長を強調し， J．ガ

ーシュニィは，生産者サービス (producerservice)が

牽引力であることを実証し，ダニエル・ベルらの「脱

工業化社会」論は，消費サービスの伸びではなく，知

識財生産部門の主導的役割に着目した。サービス産業

の分類とそれぞれの価値形成や再配分の内容の吟味も，

こうしたマクロ経済の発展の視点から再整理されるな

らば，本論文の研究成果はより普遍的なものになるで
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学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年7月3日

学位論文題名 内生的経済成長のメカニズム分析

主論文の要旨

本論文の目的は，経済成長のメカニズムを，内生的

経済成長理論を用いて分析することである。

経済成長の要因には，さまざまなものが考えられる

が，本論文では成長の要因を，（i）政府活動，（ii)技術進

歩，（iii)人口成長の， 3つに絞って成長メカニズムの考

察を試みる。ここで，（i）の政府活動とは，政府による

公共サービス活動や，その財源を得るための租税活動

を指す。これに対して{ii)の技術進歩とは，企業の研究

開発（以下R&Dと略する）による知識 (Knowledge)

の蓄積や，教育による人的資本 (HumanCapital)の

蓄積を指す。

ところで， Solowらに始まる新古典派の成長理論で

は，要因の(ii)と(iii)については外生的なものとして扱わ

れていた。もしも，これらの要因が非経済的な世界で

決定されるものであれば，それらを外生変数として扱

うことは許容される。しかし，もしもこれらの要因が

経済と密接に関係しているとすれば，これらをモデル

内での内生変数として取り扱うことが，より望ましい

と思われる。さらに，新古典派の成長理論では，政府

活動が長期の成長率に影響を及ぼすことはなかった。

このことは，（i）を成長の要因として考えないことを意

味する。しかし，実証的には政府の規模と長期の経済

成長率との間には一定の関係があることが，多くの研

究者によって指摘されている。

このような問題意識から，近年になって技術進歩率

や人口成長率を内生的に決定する試みが行われるよう

になっている。本論文でもこの流れを踏まえた上で，

技術進歩（特にR&D活動や人的資本の蓄積），政府活

動，人口成長率を内生化するようなモデルの構築を試

みる。

まず，第1章では，経済成長理論のこれまでめ歴史

的展開をまとめる。特に新古典派成長モデルを中心に，

経済成長理論の発展と，最適成長理論の誕生までを振

り返る。さらに，実証的観点から，新古典派成長モデ



平成7年度学位論文要旨・論文審査要旨

ルのもつ問題点を指摘する。

第 2章および第3章では，政府活動と経済成長との

関係を分析する。まず第2章では，線型内生成長モデ

ル（いわゆる Akモデル）に政府の供給する公共サービ

スを組み込んだ政府活動モデルを提示し，そのモデル

から得られる成長径路の特性を検討する。第3章では，

そのようなモデルの 1つの拡張として，政府の提供す

る公共資本に使用料 (UserCharge)が課せられるよ

うなモデルを構築する。各企業にとって，公共資本を

多く利用すれば財の生産力は増大するが，同時に公共

資本に使用料が課せられるため，各企業は産出と費用

の増加を同時に考慮することで，最適な公共資本の水

準を決定することができる。さらに，その動学径路を

考えるとき，最適な公共資本の成長径路と財の産出の

成長径路との比較等が可能となる。

第4章および第5章では，人的資本の蓄積と経済成

長の関係を考察する。特に，人的資本が蓄積される場

である「教育」に着目し，政府による教育政策と経済

成長の関係を分析する。まず，第4章では簡単な 1期

間モデルを提示し，最適な学校教育時間の導出や，政

府の設定する教育費と社会厚生との関係などを分析す

る。次に，第5章では前章の動学分析を行い，政府の

設定する教育費と経済成長率との関係などを考察する。

その結果，教育費の高い国ほど経済成長率も高くなる

ことを明らかにする。

第 6章および第7章では，企業のR&D活動と経済

成長との関係を考察する。第6章では，中間財市場が

独占的競争の状態にあるような内生的R&Dモデルを

構築し，そのモデルでの経済成長率を求める。次に，

第7章ではすべての市場が完全競争下にあるようなモ

デルを提示し，そのモデルのもとでの経済成長率を求

める。さらに内生的R&Dモデルの 1つの応用分析と

して，経済統合の経済成長に及ぼす効果を考察する。

特に， R&Dによって新しく生産される知識が各企業

で同一であるような場合には，経済統合が必ずしも成

長にプラスの効果をもつとは限らないことを明らかに

する。

最後に第8章では，人口成長率を内生化するような

モデルを考察する。まず，利他的な効用関数を有する

個人の最適消費計画を考え，消費計画が最適となるた

めの条件を求める。次に，そのようなモデルにおいて，

技術進歩率と人口成長率の関係や，親の愛情と人口成

長率の関係などを分析し，さらに厚生分析も行う。そ

の結果，親の子供への愛情が高くなれば人口成長率は

高まり，同時に社会厚生も増加することを明らかにす
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坂上智哉氏は，本論文において内生的経済成長論の

枠組みのもとで経済成長のメカニズムを分析している。

経済成長の要因には，資本蓄積のほかに（1))技術進歩，

(2)政府活動，（3）人口成長，などが挙げられるが，本論

文ではこの 3つの要因がどのように経済成長に影響を

与えるか，そのメカニズムを検討している。ここで(1)

の技術進歩とは企業の研究開発による知識の蓄積や，

教育による人的資本の蓄積などを指す。 (2)の政府活動

とは，政府による公共サービスの提供や，その財源を

得るための課税活動を指す。

Solow等に始まる新古典派経済成長論では要因(1)

と(3)については外生的なものとして扱われていた。さ

らに，新古典派成長論では理論的にいって政府活動が

長期の経済成長率に影響をおよぼすことはないとされ

ていた。しかし， Barro等の実証研究によって，政府

規模と長期経済成長率との間には一定の関係があるこ

とが明らかにされている。また，新古典派成長理論で

は各国間で長期の経済成長率が異なっていることを説

得的に説明することができないことが明らかになって

いる。しかし，従来の経済成長理論では十分に解明さ

れないこうした問題は，最近，内生的成長理論の登場

によってあらたな解決の方策が見いだされている。

本論文は，こうした背景のもとで，経済成長の内生

的展開のメカニズムを明らかにしようとしたものであ

る。本論文の章構成は次の通りである。

目次

序章

第 1章新古典派成長モデル

第 2章政府活動と経済成長(1): Rebelo= Barroの

基本モデルについて

第 3章政府活動と経済成長(2):User Chargeの導

入と経済成長

第4章 教育による人的資本の蓄積：ミクロ的アプロ

ーチ

第5章教育による人的資本の蓄積と経済成長

第 6章 R&Dと経済成長(1):Romerの基本モデル

について

第 7章 R&Dと経済成長(2)：経済統合と経済成長
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第8章 内生的人口成長モデル

終章

まず，第1章では， Solowに始まる新古典派経済成

長モデルを中心に経済成長論の発展と最適経済成長論

の基本的特徴を検討し，第2章では，この新古典派経

済成長モデルのもつ問題点を摘出し，各国間で長期の

経済成長率が異なるという stylizedfactと整合した

経済成長モデルとして， 80年代後半以降の内生的経済

成長論の現在までを概観している。とくに， Barroに

よって提示された政府活動モデルを用いて，政府活動

と経済成長との関係を考察し，分権経済と集権経済に

おける経済成長率と社会厚生の比較をおこない，分権

経済において一括税の導入によってパレート最適状態

を達成させることが可能であることを示している。

第3章では Barroモデルの拡張として，政府の提供

する公共資本サービスに使用料が課せられるモデルに

拡張し，公共資本の需要が供給制約を受ける場合と受

けない場合の持続的成長経路の存在と一意性の条件を

明らかにしている。さらに，公共資本の消耗率が十分

高いときには，供給制約を受ける場合のほうが，また，

公共資本の減耗率が十分低いときには，供給制約を受

けない場合のほうが，それぞれ，経済成長率が高くな

ることが示されている。

第4章では Lucasの人的資本成長モデルに政府に

よる学校教育政策を明示的に導入し，人的資本が学校

教育によって蓄積される一期間モデルを構築し，労働

者の最適教育時間の決定というミクロ経済学的アプロ

ーチによって，人的成長理論の基礎付けを行っている。

第5章では第4章の動学分析を行っている。まず，

社会計画官による最適消費計画の特性を明らかにし，

最適成長経路での成長率の導出をし，次に，消費と人

的資本の蓄積主体と，教育費を決定する主体とをそれ

ぞれ家計と政府に分けた分権的経済の場合の最適成長

経路の特性を明らかにし，集権経済において社会厚生

を最大にする場合の経済成長率が，分権経済において

社会厚生を最大にする場合の経済成長率より高いこと

を論証した。さらに，教育費の増加が経済成長率の増

加をもたらすことが示されている。氏はこれによって

各国間での経済成長率の差異を教育費の違いによって

説明できると主張している。

第6章では企業のR&D活動と経済成長との関係を

明らかにするために，これらの問題を考察した Romer

の先駆的論文を検討している。従来，新古典派経済成

長理論では技術革新は外生的に取り扱っていたが，

Romerによって，その内生化の試みがなされた。
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Romerモデルでは， R&D活動によって開発された中

間財の市場で独占的競争が行われる， R&D部門，中

間財部門，最終財部門からなる経済が提示されている

が，氏はそれぞれの部門間取引の一般均衡の特性が明

らかにし，とくに， Romerモデルでは 1国の経済成長

率は人口ではなく，人的資本の大きさに比例すること

が指摘される。この命題によればどのような経済統合

であれ，それは成長率の上昇をもたらすというインプ

リケーションをもっていることになる。しかし，これ

は必ずしも現実的ではないとして，第 7章で，氏は

Romerモデルの修正をおこなっている。

第 7章では中間財市場が完全競争である場合に

Romerモデルを修正する。その結果，経済成長率は人

的資本のレベルではなく，一人当りの人的資本の関数

となることが明らかにされ，経済統合の成長率への影

響が双方の国の人口と人的資本のレベルにも依存する

ことが明らかになった。

第 8章では人口成長率を内生化するモデルを考察し

ている。まず，利他的な効用関数をもつ個人の最適消

費計画を考え，その条件を導出している。ここでのモ

デルは Benhabid=Nishimuraによって導入されたモ

デルであるが，氏は持続的成長経路の存在条件をあら

たに導き出し，さらに持続的経済成長経路上では利他

性の増大が人口成長率の上昇そして社会厚生の増大を

もたらすことを明らかにした。

以上，坂上氏はこれまで提示された内生的経済成長

モデルを再検討し，また，それらを拡張した内生的経

済成長モデルを構築し，解析することによって，政府

活動と経済成長率の関係，人的資本投資と経済成長率

の関係，および，人口成長率の内生的決定と経済成長

率の関係などについて多くの命題を導出している。

現在，内生的経済成長論の研究はその成長期にあり，

多くの研究者によって手掛けられつつあるが，氏の研

究は独自のモデル展開と成長の要因をめぐる包括的な

モデル分析をおこなうことによって優れた内容となっ

ている。とくに，第4章においては教育による人的資

本の蓄積が経済主体の最適化行動から説き起こされ，

社会厚生の増大のために望ましい教育費用水準の決定

の問題を検討している。ここで採用されたモデルは氏

独自に構築したものであり，多くの工夫と手堅い数理

的展開がなされている。また，第7章におけるR&D

と経済成長(2)においては Romerモデルを簡素化する

ことによって経済成長率が一人当りの人的資本によっ

て決定されるという命題を導きだし，より説得的な経

済統合に関する見解を提示することができた。
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ただ，内生的経済成長論に関する多くの論点を網羅

的に議論したことによって，まだ解明されずに残った

いくつかの論点が見られる。たとえば，第3章の，使

用料を課した場合の公共資本をもつ経済成長モデルで

は使用料の設定が公共資本の減耗分に等しく設定され

ているが，より一般化された料金設定ルールを導入す

る必要があり，そうすれば，公共資本の遊休した場合

とそうでない場合とを統一的にあつかうことが可能と

なるであろう。また，第7章では経済統合を単に経済

成長率との関連だけで論じないで，議論を経済統合の

動機＝経済厚生のレベルにまで深めていく必要がある

であろう。これらの問題についてはすべて氏自身は気

付かれているようで，今後の研究をとうして解明して

いけば，一層興味ある成長モデルの構築が可能となる

であろう。

ともあれ，論旨の包括性とモデル構築の独自性にお

いて，本論文がこの分野の学問の発展に大きく寄与す

るものと期待される。以上の理由から，本審査委員会

は，坂上智哉氏の論文を博士（経済学）の授与に値す

ると判断する。

眉錦宏氏外国語授与報告

報告番号甲第30号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成7年7月18日

学位論文題名 オプション理論と証券価格決定

主論文の要旨

1.論文の目的

デリバティブの急速な発展は企業の経営財務に強い

インパクトを与えている。企業経営者および財務担当

者にとって，デリバティブはもはやポートフォリオを

構成する場合の単なる一銘柄ではない。企業が資金調

達と資金運用の意思決定を行う場合，デリバティブ理

論は非常に有効にツールの一つであるといえる。例え

ば，オプションの価格決定モデルを利用して，資金調

達コストを分析することが可能となり，またオプショ

ンの権利行使戦略を利用すれば，資金運用の投資戦略

の選択に有効である。それ故，オプション理論を理解

することは，企業経営者および財務担当者の経営財務

戦略において有益である。本論文は企業経営者および

財務担当者の視点からオプション理論を如何に証券へ

応用するかについて検討した。
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本質的に，短期期•投機的性格を持つオプションモ

デルを，長期的•投資性の強い証券へ応用するために

は，様々な課題を解決しなけばならない。例えば，ォ

プションモデルの最適な権利行使政策を，転換証券へ

応用する場合，短期的予想と長期的期待による投資家

の行動様式の差異を如何に理論モデルの中に組み入れ

るか，またオプションの価格決定モデルを利用して預

金保険価値を評価する場合，銀行の資産価値のボラテ

ィリティを如何に推定するかについてである。本論文

は，オプション理論を企業発行証券へ応用する際のオ

プションと企業発行証券との差異を提示し，その差異

を修正する方法を提案した。

Black= Scholesモデルが提示されてから23年が経

った。オプションは理論的にも実務的にも大きく発展

してきた。これからのオプション理論の展開は，デリ

バティブのみに限られるのではなく，むしろ企業発行

証券への応用を中心として展開されるものと考える。

本論文はこのような考え方に基づいてオプション理論

の企業証券への応用を試みたものである。

2.論文の構成。

第1部 オプション理論の構成と展開

(1) オプションの価格決定と権利行使

第 1章ではオプションを売買の権利，権利行使の期

間，および原資産の三種類の方法で分類する。オプシ

ョンの価値を検討する場合，売買の権利（コールまた

はプット），権利行使の期間（ヨーロピアン型またはア

メリカン型），原資産（株式，株価指数，金利など）の

性質を同時に考えなければならないので，このような

分類方法はオプションを理解するのに非常に有効な方

法である。

Black= Scholes (1973)は，オプション価格を導く｀

基本的な考え方として裁定の概念を導入している。つ

まり均衡の場合，裁定ポートフォリオの収益率は無危

険資産の利子率と等しい。オプション理論をより深く

理解するために， Black=Scholesの裁定ポートフォ

リオによる導き方の他に，第 2章では CAPM,危険中

立的な仮定に基づいたオプション価格の導き方，およ

び二項過程モデルも考察する。それから，非連続的な

ジャンプ・モデルや連続と非連続との混合のジャン

プ・ディフュージョン・モデルなどを利用することに

よって現実により接近するモデルを検討する（第 4

章）。

アメリカンオプションの偏微分方程式の場合，その

closed-form解が存在しないので，オプション価格を

求めるために真の価格に近似する数値解法を利用しな
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ければならない。そこで，満期までいつでも行使でき

るアメリカンオプションの価格決定についての検討は

第3章で改めて行っている。

(2) オプションの経済的機能

市場が完備でない場合，オプションの導入は市場を

完備し，市場の取引をより効率的に働かせる，という

ことを Ross(1976)は指摘した。しかしながら，現実

の証券市場において証券の種類は多様で，選択できる

銘柄数もかなり豊富である。市場に存在する証券を利

用し，様々な時化を収益パターンのポートフォリオを

構成することができる。つまり，一般に発展したと認

められる証券市場においては，理論的には市場は既に

完備されたものと考えられる。しかしながら，完備さ

れた市場においてもオプションが導入されているのが

実際である。そのための根拠として，（1）証券市場にお

ける規制，（2）取引コスト，および(3)投資家の資金力の

制約などが認識され，その問題については第5章にお

いて検討する。

第II部 オプション理論の企業発行証券への応用

(1) オプションモデルの転換証券への応用

転換証券は実際には株式コールオプションの変形と

みなすことができる。しかし，オプションモデルを転

換証券へ応用する場合，発行の動機，権利行使の形態，

および投資家の長期的期待と短期的予測（つまり，投

資と投機）などの差異に注意しなければならない。転

換証券の投資家の投資行動はオプション投資家のそれ

より複雑である。投資家の転換証券に対する投資戦略

は，市場の形態（競争，寡占，独占）によって異なる。

投資家は常に他の投資家の投資行動を予想したうえで，

自分の富を最大にする行使戦略を行う。第6, 7章は

企業の転換証券の価格決定と投資家の権利行使戦略を

検討する。ついで日米の転換証券市場における投資家

の権利行使に対する検証結果（第8章）はその論理を

裏付けるものである。

(2) オプションモデルの優先株と劣後債への応用

劣後債と優先株は概念的には区別されるのであるが，

実際には貸借対照表の勘定科目の表においても，また

経営上の機能的側面からみても，その両者の性質は非

常に類似してきている。それは，両者ともに局面によ

っては，相互に社債と普通株式の性質を有しているこ

とに起因しているのである。日本の証券市場における

取引慣行においては，オプションモデルを利用した劣

後債または優先株についての価格決定の分析は少なか

った。第9章では劣後債と優先株との性質を検討した

うえで，キャッシュフロー割引アプローチとオプショ
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ンモデル・アプローチで都市銀行により発行される優

先株の価値を評価してみる。

(3) オプションモデルの預金保険への応用

第10章では預金保険制度およびMerton(1977)のオ

プションモデルの問題点を検討したうえで，銀行資産

価値のボラティリティを推定する新しい方法を提案し，

日本の都市銀行の適切な預金保険料率を評価してみる。

BIS規制の導入は賛否両論の様々な議論を呼び出

す。第11章では，銀行自己資本規制とポートフォリオ・

リスクとの問題を検討し，それから預金保険制度の存

在と劣後債の導入は銀行のポートフォリオ・リスクに

どのような影響を与えるのかについて検討する。結果

として，銀行のモラル・ハザードを回避する方法の一

つとして考えられる劣後債の導入について，本論文は

それと反対の結論を提示している。

論文審査の要旨

主査九州大学教授丑山優

論文審査担当者［副査 J} }) 徳増佛洪

Jl l} 助教授川波洋一

現代の企業は国内および国際金融・資本市場におい

て資金調達・運用の手法を多様化・高度化させてきて

いる。そしてこのような手法の利用ないし展開が各企

業の経営財務戦略に強いインパクトを与えてきている

のである。

本論文は，資金調達・運用の高度化された手法の代

表的なものとしてのオプションについて，証券価格決

定と権利行使という観点から理論的整理・分析をおこ

ない，さらにそれを基礎として現実のオプションの証

券価格決定について評価の分析を丹念におこなったも

のである。つまりオプションの証券価格決定は企業の

資金調達コストに関する問題であり，オプションの権

利行使は投資家の投資戦略の選択に関する問題なので

あり，オプションの持つこれらの両側面は現実の企業

財務戦略を決定する際の重要な要素であると著者は認

識し，研究対象としている（序章）。

オプション取引と言えるものは，既に16世紀からそ

の萌芽があると考えられるのであるが，オプション理

論が本格的に発表されたのは， 1973年の Black=

Scholesのモデルを喘矢としていることにさして疑問

の余地はないであろう。その後20年余りの間に多くの

研究者によってオプションモデルの理論的深化・拡張

が試みられてきており，また実際に制度的な整備も行

われてきている。本論文では様々なオプションモデル
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を取り上げ，またオプション取引の分類を，著者独自

の理論的整理・評価によって行っている。

本論文は，序章，第I部「オプション理論の構成と

展開」（第1章から第5章）と，第II部「オプション理

論の企業発行証券への応用」（第6章から第11章）とか

らなっている。

以下順を追って内容を説明することにする。

第I部「オプション理論の構成と展開」

第1章「オプションとは」においては，まずオプシ

ョンの定義を「予め定められた価格で一定の期間に原

資産([underlying asset]例えば，株式，貴金属など）

を売買する権利をいう」と広義に解釈している。そし

てオプション取引とは，その売買する権利の取引をい

うのであり，オプションの種類を売買の権利（コール

オプション，プットオプション）や，権利の行使期間

（満期日にのみ権利行使するヨーロピアン・オプショ

ン，権利行使日が選択的であるアメリカン・オプショ

ン）や，原資産（商品オプション，金融オプション）

などによって分類している。この中で原資産による分

類は，現在わが国において扱われている様々なオプシ

ョン取引を著者独自に交通整理し，類別を試みたもの

である。その上で様々に考えられるオプション売買（ポ

ジション）と収益との関係を図示し，その展開の延長

線上にポートフォリオによる株価の変化の不確実性を

測定する尺度（＝ボラティリティ）とオプションとを

組み合わせて相関関係を考察している。そしてコール

オプションの価格は，株価・満期・ラボティリイティ・

非危険利子率などとは正の相関関係，行使価格・配当

などとは負の相関関係となることを導き出している。

第2章「ヨーロピアン・オプションの価格決定」に

おいては，まずBlack=Scholesの均衡オプション評

価理論について理論的な検証をおこなっている。この

理論モデルの基本的な考え方は， MM（ミラー＝モジ

リアニー）理論において初めて明確に提示された裁定

の概念を利用して導き出されたものであることを著者

は明らかにしている。つまり均衡の場合，裁定ポート

フォリオの収益率は無危険資産の利子率と等しいと言

うことを理論的基礎においていることから，株式とオ

プションのヘッジ・ポートフィリオを作ることによっ

てオプションの理論価値を導いていることを証明して

いる

さらにオプション理論をより深く理解するために，

著者はCAPMと危険中立的な仮定に基づいたオプシ

ョン価格の導き方を検証している。その結果CAPM

は，一期間の裁定ポートフォリオとみなすことができ
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ることを証明している。また Black=Scholesが，オプ

ションの均衡価格を数字の難解な手法を用いて証明し

たのであるが，それを Cox=Rossは，株価が不連続の

時間における二項分布関数によってより簡便に導き出

されていることを解説している。そして本論文では非

連続的な一期間の裁定ポートフォリオを連続的な多期

間の裁定ポートフォリオヘ拡張する場合，二項過程モ

デルが最も簡便かつ妥当な方法であると結論づけてい

る。

第3章「アメリカン・オプションの価格決定」にお

いては，アメリカン・オプションはヨーロピアン・オ

プションと異なり，満期日までの任意の時期に権利行

使することが認められていることから，その価格決定

は遥かに複雑なメカニズムになっており，そのための

様々な解法を分析している。

しかしながらアメリカン・オプションの価格決定の

際に用いられる偏微分方程式の場合，そのclosed-

form解が存在しないので，価格決定には基本的には

真の価格に近似する数値解法 (numericalmethods) 

に頼らざるを得ないとしている。そのため擬似的アメ

リカン・オプションの価格決定方法や，二項過程モデ

ルを利用して価格を近似的に決定するという手法で代

置している。その他に数値積分法，定差法等によって

アメリカン・オプション価格を算定することを試みて

いる。

第 4章「Black=Scholesモデルの拡張」において

は，特に株価の変動を規定する確率過程に焦点を合わ

せて論述している。本論文ではCox=Rossによって

開発された株価の非連続を前提にしたジャンプモデル，

Mertonによって提示された株価の連続と非連続との

混合のジャンプ・ディフュージョンモデルを検証する。

そして著者はこれらのオプションの評価モデルが，現

実のオプション取引にさらに接近しうるものと評価し

ている。さらに， Hull=Whiteによる株価とは独立的

でかつ確率的なボラティリティのオプションの評価式

を検証している。そして以上の各モデルについて，株

価の変動とボラティリティとの相関関係という視点か

ら試論的に分類をおこなっている。

第5章「オプションの経済的機能」においては，市

場が完備していない場合，オプションの導入は市場を

完備し，市場の取引をより効率的にするということを

RossおよびArrowの状態空間アプローチを援用しな

がら検証している。他方市場が既に完備されている場

合でも現実にはオプションが導入されているのである。

その場合のオプションの機能については，証券市場の
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規制，取引コストの非効率性および投資家の資金力の

制約から生じる価格の歪み等が存在することを認識し，

それらを効率的にするために有用なものと結論を下し

ている。

第II部「オプション理論の企業発行証券への応用」

第6章「転換社債とワラント債の価格決定」におい

ては，オプションモデルを転換社債へ応用した In-

gasollの偏微分方程式を援用しながら，投資家の最適

な転換政策，企業の最適な償還政策および転換社債の

理論価格を導き出している。

しかしながら現実の証券市場において，それらの債

券の市場価格の動きは取引コスト，法人税，市場規制

および償還の事前通知の必要性などによって，理論モ

デルから導出されたものから乖離する傾向にあるとし

ている。また現実のオプション取引については，さら

に以下のような点を考慮する必要があるとしている。

つまり現実のオプション取引価格は，リスクヘッジま

たは投機（または投資）の目的で利用するのであるの

か，取引当事者間の株価相場にいかに影響を生じさせ

ているのか，および転換証券の長期性による評価額と

オプションの短期的性格による取引価格の差違をどの

様に認識するのかなどによって影響が及ぼされている

と結論づけている。

第7章「ワラントの権利行使戦略」においては，企

業の将来の配当政策と資本構成が株式コールオプショ

ンとワラントとの理論価格に影響を与えているという

現実の動きに着目して，ワラントの最適な権利行使戦

略を検証している。

本論文では，それらの権利行使が完全競争・寡占そ

して独占といった市場構造の相違によって，投資家の

行使戦略は異なったものとしておこなわれるとしてい

る。完全競争市場において最初に行使されるワラント

の価値は，新規に市場に進出する企業のリスクを市場

が評価することによって，のちに行使されるそれより

低く評価される。またワラントを独占的に保有する投

資家は，彼の所有しない株式の株価を最小にすること

を求めるが，他方企業の経営者はワラントの権利行使

の制約，配当政策などでワラントの保有者の独占的行

動を規制しようとする。その行動が両者において一致

する状況が存在しないことにより，事実上独占的ワラ

ント保有者の最適な権利行使戦略が決定されるのは困

難であると結論づけている。

第8章「転換社債とワラント債の権利行使―日本

市場における検証一」においては，第6章第7章の

理論展開を踏まえて，実証的な分析をおこなっている。

第 63巻第3号

その際「米国では，投資家にとって，企業の負債リス

クを測定しにくく，さらに経営者の経営行動が債券保

有者の利益と一致しないという疑いがあるとき，投資

家は転換社債やワラント債などの転換証券を選好する。

日本では，転換社債とワラント債がほとんど格付けの

高い大企業により発行されるので，不履行リスクはか

なり低い。投資家は将来株価の上昇を期待し，キャピ

タルゲインを獲得するために転換社債やワラント債を

購入する」と性格づけている。わが国の実証分析から，

株式の利回りが債券の利子率より低いにも拘わらず，

株価が転換価格を遥に上回る場合，投資家は積極的に

転換権を行使してきたという状況を示している。この

一見して不合理な行動を，本論文においては，先に述

べた投資家が総じて配当よりもキャピタルゲインの獲

得を目的としていることと，他の投資家の行使戦略の

不確実性により，各投資家は自己の投資の期待利益を

性急に最大にしようとするために，常に最適な転換行

使時点の前に転換権利を行使しがちな傾向によるから

であると結論づけている。

第9章「劣後債と優先株の価格決定」においては，

前章と同じく日本における劣後債と優先株の価格動向

について実証分析をしている。従来これらの証券につ

いてのオプションモデルを利用した価格決定の分析は，

わが国においてほとんどなされていない状態であった。

なお本章で分析する際には，劣後債と優先株は法制

度的な概念としては区別されているものの，経営上の

果たしている役割ではほとんど区別されないものとな

ってきているとの認識に立っておこなっている。

本章ではキャッシュフロー割引アプローチとオプシ

ョンモデルアプローチを用いて，都市銀行から発行さ

れている優先株，劣後債の価格を分析している。両方

のアプローチからの理論価格と実際の市場での取引価

格とをそれぞれ対比してみても，なお日本の証券市場

における実際の価格決定メカニズムにおいて，企業の

収益力が証券の価格に正しく反映しているとは言いが

たいと結論づけている。

第10章「預金保険とモラル・ハザード」，および第11

章「銀行自己資本規制とポートフォリオ・リスク」に

おいては，預金保険制度が，銀行経営の安全性と金融

システムの健全性を維持するために創設されたもので

あるとの基本的認識に立ち，日本の現状を分析してい

る。その際Mertonのオプションモデルを使って，銀行

の資産を原資産，預金金額の現在価値を行使価格とす

る，銀行が保有するプットオプションと見る分析が一

般的に見られる。しかしながら本論文においてはそれ
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らが日本の銀行の実状にそぐわないことを主張し，実

際の過去10年の銀行の経営データにより資産の収益率

および変化率を推定し，それから直接に標準偏差を求

め，預金保険料の理論価格を算出することを試みてい

る。その結果から，都市銀行の経営破綻に陥る確率が

非常に小さいことによって預金保険制度に加入する価

値はゼロに近いということを示している。しかしその

背後にある問題点を取り上げている。それはバブル後

の不良債券の償却遅れによる，負の経営利益を避けて

きていること，人為的な株価維持操作による銀行株の

過大な評価，その結果資産収益率の変化が過少に評価

されているということを指摘している。そのことが，

結果として銀行の預金保険価値および預金保険料率の

過小化にあらわれているとしている。

また終章においては， BIS規制を中心にそれと銀行

のポートフォリオ・リスクの問題を取り上げ検討して

いる。銀行は，一般には預金保険制度の存在による倒

産リスク回避と，劣後債の発行によってエクイティフ

ァイナンスの充実を企図してきている。そしてそれら

の導入が，一般的には銀行のモラルハザードを回避す

る方法の一つとしておこなわれていると言われてきて

いる。しかしながら日本においては現実には預金者が

銀行株主ないし銀行経営者に対するモニタリング機能

を持ち得ていないために，実際にはなんらモラル・ハ

ザードの回避手段，リスク回避にはなり得ていないこ

とを結論として導いている。

以上みてきたように，本論文は，前半においてオプ

ションの理論に関するサーベイをおこなうことによっ

て従来からの研究の成果を十分に咀咽消化しており，

後半ではそれらのオプション理論を基礎に置きながら

も，実際の証券発行・権利行使および価格決定につい

て著者の独創的な現実認識を持って分析しており，そ

こでの理論値と実際値とが乖離している場合には，そ

の考えられる根拠をできる限り明快にかつ説得的な理

論で解明している点に特色を持っている。このように

オプションの研究を理論的検証と経験的分析まで統一

しておこなったものは，過去にほとんど見られないと

いうことからも当該分野における貢献は，極めて大で

あると言えるのである。

他方，デリバティブにみられるように，果たしてオ

プション取引が市場完備のための補完的なものである

と理論的に検証されたとしても，現実にはむしろ対照

的に投機をさらに増幅する役割を担っているというこ

とをどの様に統一的に説明しうるかという点はなお残

されている問題である。
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しかしながらこの点を料酌しても，本論文における

オプション研究は，十分に高い水準にあると考えられ

る。

以上のことから，本論文は博士（経済学）の学位に

値するものと認められる。

西村知氏学位授与報告

報告番号甲第31号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成8年3月27日

学位論文題名 東南アジア農業商業化の展開

—フィリピン稲作農村調査を通して

主論文の要旨

フィリピンの稲作農村は1970年代以降，農地改革，

緑の革命の影響によって米の生産，流通における農村

外の経済との連関強化，農村のさらなる利潤極大化行

動への変化という形での「商業化」が押し進められた。

本稿はこの「商業化」の過程が1990年代に具体的にど

のような様相をとり，そのことがフィリピン経済にお

いてどのような意味があるのかを現地調査によって明

らかにしようとした。第一章は，問題の所在，調査方

法について述べている。第二章ではフィリピン戦後経

済の流れと米作構造，先行研究について整理している。

1980年代から90年代にかけて外資主導型の工業化が進

められ，農産物輸出中心の貿易構造が工業製品主体に

転換したが，農業中心の就業構造はほぽ変化せず，都

市の労働力吸収力が依然脆弱であることを明らかにし

た。先行研究については，フィリピン農村調査の主題

が1970年代の労働慣行の変化などの個別農家の経済行

動の変化から80年代以降は農民層分化などの総体とし

ての農民層の動きに移行していることを確認し，本稿

で扱うポルシェントハンのような新しい農民層の実態

解明についての研究の位置づけを行った。第三章から

五章は筆者の調査報告である。第三章は中部ルソンの

かつての大土地所有地の一稲作農村における調査報告

である。農地改革によって分益小作農から自作農（地

価返還農民）になった農地改革の受益者の一部は，緑

の革命の恩恵も受け資本蓄積を行った。 1970年代後半

に，マニラ市の大型食品加工企業がこれらの営農の一

部ときゅうりの契約栽培を開始した。農民が資本，土

地，労働力を提供し，企業がきゅうりを買い上げると

いうシステムである。営農は乾期の休耕田を地代を支
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払い借地し，休んでいる労働力を使って耕作させた。

このことによって村人全体の雇用・所得機会が拡大さ

れた。さらに契約農民がマニラ市への生産物の輸送が

義務づけられているため，村の商品流通システムが発

展した。農民の中から農村企業家が生み出された。し

かし，すへての状況を積極的にとらえることができる

わけではなく，村人間の所得分配の不平等化，企業へ

の村の経済の従属化，営農の新しい搾取主体への転化

という問題が残る。第四章は同じく中部ルソンの稲作

農村での調査報告である。この村は，生産性が低くし

かも不安定である。中小地主が多く，地価返還農民は

少ない。農地改革は進んでおらず，法律で禁止されて

いる分益小作制度が広範に存在すること，土地無し層

世代が多いことが特徴である。不安定で低水準な生産

が地主の存在を合理化している。しかも人口増加，農

地改革回避のため，地主は分益小作農を耕地から追い

出し，ポルシェントハンとよばれる農業賃労働者を雇

用している。この村のポルシェントハンは農作業の点

では分益小作農とほぼ変わらないが報酬率が半分であ

ること，雇用契約が通常ー収穫期であるという点で耕

作者にとって不利な制度である。しかもこの村では分

益小作農から転落した農民がポルシェントハンの雇用

機会を独占する傾向にある。地主は，高搾取率に満足

し，固定資本投資を怠っており，生産性が伸びない。

つまり，「拡大しないパイの貧困者間での獲得競争」と

いう最悪の状況が展開されている。第五章はフィリピ

ンの第二の稲作地帯であるイロイロ州の一稲作農村の

調査報告である。この村も中小地主が多いが，農地改

革は進んでおり，村民の多くが定額小作農である。1970

年代ネグロス島の砂糖景気によって米の需要拡大の恩

恵を受け，米の生産が拡大した。農民の一部は自らが

ネグロス島まで米を運び，販売を行なうようになった。

しかし1980年代は順調な農業生産は停滞する。ある程

度資本蓄積した農民の多くは海外労働，教育投資に目

を向け始めた。これらの諸経費の不足分を捻出するた

めに農民の唯一の担保物件である耕作権を質入れして

いる。この耕作権は村で最も裕福な村民に集中してい

る。この農民は，ー，二年後には，借金の返済ととも

に返さなくてはならない耕地に固定資本投資は行わな

いし，農業経営にもさほど積極的ではなく，自ら経営

せずに，ポルシェントハンを雇って耕作に当たらせて

いる。フィリピンの労働人口の約三％が毎年海外労働

を行っていることを考慮するとこのような海外労働と

耕作権との関連は重要である。第六章は結論部分であ

る。わずか三つの村の調査から一般的な結論を導きだ
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すのは危険であるが以下のことは言えそうである。フ

ィリピンの稲作農村は，土地生産性，市場アクセスな

どの要因で好条件地域と悪条件地域とに二分できる。

悪条件地域では，第四章の調査地のように地主制を合

理化し，人口増加が分益小作制度より耕作者にとって

不利な耕作制度を生み出し，貧困の悪循環が展開され

る。好条件地帯では，第三章の調査地のように営農の

発展，村の経済の底上げにつながる可能性がある一方，

第五章の調査地のように農地が海外労働，教育費のた

めの担保化し，生産資本としての機能を果たさなくな

る可能性がある。フィリピンの低経済成長が続くかぎ

りこのような状況はさらに拡大すると考えられる。

論文審査の要旨

主査九州大学教授宮川謙三

論文審査担当者｛副査 ll ll 矢田俊文
ll ll ll 荻野喜弘

ll ll 助教授福井清一

フィリピン稲作農村はハシエンダと呼ばれる植民地

的大土地所有のもとに包摂され，長期にわたって停滞

を続けてきた。分益小作制による高率小作料の支払い

は生産者の手元にかろうじて自家消費米を残すのみで

農民的商品生産の展開の余地はほとんどなく，農業生

産力は自給自足的な生産構造の堅固な殻の中に逼塞さ

せられてきた。

このような稲作農村の社会経済構造は1970年代以降，

「緑の革命」がもたらした稲作生産力の上昇とマルコ

ス政権下で実施された農地改革の影響によって大きく

変貌した。 1960年代に開発された高収量品種IR8とと

もに登場し，その後「緑の革命」と総称される稲作技

術革新のうねりが伝統的稲作農村を商品経済の渦中に

巻き込み，かってはモンスーンのもたらす雨期に主と

して人力に依存して水田耕作を行ってきた農民が種子，

肥料，農薬を購入し，機械賃借料，水利費を支払って

水稲を栽培するようになった。それに必要な資金は「マ

サガナ99計画」とよばれる政府金融を利用するか，村

の高利貸から調達された。農民は借金の返済，投入財

購入に要する現金を入手するために，生産物の商品化

を促迫された。この過程は同時に，ギアツのいう「貧

困の共有」的共同体社会の解体過程であり，農民層は

激しい分化，分解の波にさらされていった。緑の革命

を契機とする農村における商品流通，商品生産の展開

（「農業商業化」）を促進した制度的要因は1972年フィ

リピン全土の米， トウモロコシ作付地を対象として実

-116-



平成 7年度学位論文要旨・論文審査要旨

施された農地改革である。この農地改革は一定限度を

超過する地主所有地の有償譲渡を通じてハシェンダ的

大土地所有の解体と耕作者の自作化，分益小作制から

定額小作制への転換を目標としているが，その具体的

内容，実施面において甚だしく不備，不徹底なもので

あった。このような農地改革の限界が農村内部に堆積

した過剰人口の重圧と結合して農業商業化と農民層分

解の形態に著しい地域性と複雑性を与えることになっ

た。

農業商業化が農村構造，農民層分解におよぼした影

響については二つの対立する代表的な見解がある。梅

原弘光の「商業エリート」説と速水裕次郎の「インド

化」説である。前者によれば，農業商業化は投入財，

米の流通に携わる商人，高利貸などの「商業エリート」

の富裕化を結果し，農民層は正常な両極分解へ進まず，

階層としての複雑性を増しながら汲落，解体に向かう

と主張する。後者は上層農民が下層農民と常雇労働契

約を結び，これを雇い入れて耕作にあたらせ，自らは

不耕作化・半地主化している傾向を実態調査の中から

検出し，この傾向を農民が行う労働が市場メカニズム

の作用の下で肉体労働と監督労働とに機能的に分化し

ていく農業近代化の過程としてとらえ，農民層の両極

分解の方向を展望している。

著者はこの両説の批判的検討を通じて，独自の分析

視角を確立している。著者によれば，両説ともに実態

調査から得られた知見をそのまま一般化して，稲作農

村に共通する農民層分解の傾向としている。商品生産

の発展が伝統的社会を解体し，農民層分解を推進して

いることはまぎれもない事実であるが，地域的にさま

ざまな形態をとって進行している農民層分解の方向を

農民層の解体か，両極分解かという形で，どちらかの

一方向に還元することは正しくない。農民層分解の地

域性を規定しているメカニズムが具体的に解明されな

ければならない。その場合，多くの先行研究において

見落とされていた重要な論点，稲作農村の内部に堆積

した「土地なし農業労働者」が農業商業化に伴う生産・

経営構造，土地所有構造の変化にどのように対応しこ

れにいかなる影響をおよぼしたかが的確に分析される

必要がある。緑の革命，農地改革の成果から疎外され

た「土地なし農業労働者」の存在，農業商業化の地域

性と地域格差の拡大傾向は東南アジア稲作農村共通の

問題である。本論文の中心的テーマはフィリピン稲作

農村における農業商業化の地域性を「土地なし」層を

含めた農村諸階層の動向と関連させて具体的に分析す

ることである。著者の分析視角は的確であり，フィリ
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ピン稲作農村における農民層分解の研究に資するとこ

ろが大きい労作であると考える。

本論文は1990年代におけるフィリピン稲作農村の構

造変化を農村諸階層の経済活動の展開過程に即して明

らかにしたものである。本論文の中心的内容は，著者

が1991年から93年にかけて実施した類型の異なる 3農

村の実態調査である。このうち 2農村は国内最大の米

作地帯，中部ルソンに位置し，一方はかってハシェン

ダが存在し，したがって農地改革の影響も大きく，緑

の革命は早くから浸透しており，水利，市場アクセス

に恵まれた「条件有利」地域の農村である。他方は，

これとは対照的に中小地主地帯の僻地農村であり，農

地改革，緑の革命の恩恵が乏し<,生産性は低くかつ

不安定な「条件不利」地域の実例である。第3の調査

地は西ビサヤ地方から選ばれており，先行研究が中部

ルソンに集中し，これ以外の稲作農村の実態が十分に

解明されていない研究上の空白を埋めている。見られ

る通り，調査地はバランスよく，慎重に選定されてお

り，事例調査に基づく研究が陥りがちな調査地の偏り

から生じる調査結果の一面性を避けている。調査は質

問表にもとづく全村悉皆の面接調査として実施された。

調査時点以前の土地所有，経営内容等に関する統計資

料，記録類の不備は故老からの聞取り，面接時にえら

れた農家各戸の家族史についてのデータ整理によって

補完されている。

本論文が明らかにした重要な知見は以下のようなも

のである。条件有利地域においては農地改革，緑の革

命によって富裕化した上層農家の一部が，乾期の水稲

休耕田を利用して外国籍食品加工会社と野菜の契約栽

培を開始した実例を取り上げ，そのシステムと収支状

況を詳細に明らかにしたことである。栽培契約のパー

トナーとなった上層農家は零細小作農，土地なし労働

者を組織，動員することによって村内の生産，流通の

リーダー的存在となった。このことは梅原のいうよう

な寄生的な「商業エリート」像の一面性を正すもので

ある。条件不利地域においては，「ポルシェントハン」

と呼ばれる新しい土地なし農業労働者の形態を発見し，

その増加傾向を明らかにしている。中小地主が多かっ

たこの村では農地改革による農地解放が進まず，残存

小作地では分益小作から定額小作への転換も遅れてい

た。地主はこの転換を避けるため，人口増加と雇用機

会の不足を背景として，分益小作よりもさらに不利な

条件でポルシェントハンを雇用し，分益小作農を耕作

から排除している。低生産力地帯の農村における「貧

困の再生産構造」を明確にしたことは注目に値する。
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このことは西ビサヤの海外出稼労働者の給源農村の分 に限らず，東南アジアの稲作農村を視野におさめてい

析にもあてはまる。農地改革と緑の革命の成果を教育 ると考えられるからこの必要性は大きい。また，文章

費と海外渡航費に消尽している農民の姿を通して，農 表現が難解で，かつ曲折しているため著者の主張が読

村経済の悪化が農地の質入れと地主制の復活を許して 者に伝わりにくいことも本論文の難点である。発展途

いる現状を明らかにしている。今後の海外出稼労働の 上国特有の複雑性，統計データ，記録類の不足がそう

研究に重要な手がかりを与えるものと考える。 させたのかも知れないが，一考を要する点である。

著者の研究は発展途上であり，残された課題，克服 このような問題点はあるが，著者の大成を願う注文

すべき未熟さも少なくない。多彩な現象に幻惑されて であり，今後の研鑽，彫琢によって十分に克服できる

理論的な整理が必ずしも十分でない点が散見される。 ものと考える。著者は専攻分野に関する知識，農村調

一例をあげれば，著者の分析の重要な前提となってい 査を続行するために必要な調査技術，言語能力を身に

る農村過剰人口問題は農村と都市における労働市場問 つけており，研究者として自立して研究活動を行う能

題である。この点をさらに掘り下げるためにはフィリ カは研究歴，研究業績からして十分である。よって本

ピン経済の発展構造に関する研究を深化させる必要が 委員会は本論文が博士（経済学）の学位授与に値する

ある。本論文の表題が「東南アジア農業商業化の展開」 と判断する。

としていることは，著者の構想が単にフィリピン一国

-118-




